
～各部の目標と目標実現に向けた取り組み～

部長の｢仕事目標」

２０２５年度

町 田 市

確実
な目標の実現で



　部長の「仕事目標」は、各部長と、市長、副市長との約束であるとともに、市民の皆さんとの約束でもあり
ます。
  これまで経験したことがない急激な社会経済の変化を乗り越え、未来にむけて投資していくために、変
化を的確に捉え、市民サービスや仕事を絶えず見直し、持続可能な行政経営を目指してまいります。

町田市長
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部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

政策経営部長

唐澤　祐一

部名

部長名

市政の基本方針を示し、その実現に向け主要な政策の企画・立案及び総合的な調整を行い、市民の満足が得られる市政を行うとともに「将来にわたって選ばれるまち」であり続けることを目指します。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

〇日本全体の人口が減少し続けている中で、町田市でも2023年を
ピークに人口が減少に転じ、人口推計では今後も減少傾向が続い
ていく予測となっています。また、人口構成では、2040年に団塊
ジュニアと呼ばれる世代が65歳以上になることから、高齢者人口が
36％へと急増し、生産年齢人口は54％にまで減少すると見込まれ
ています。また、大学等の高等教育機関への進学を機に町田市に
転入した学生が定着せず、卒業後に転出することなどにより、20代
の若い世代が転出超過となっています。2040年を見据え、若い世
代の転入促進・定住促進や、全世代が活躍できる機会の創出が求
められています。

○代表電話には年間約20万件の問い合わせがあります。また、市
民相談室では、年間約4,700件の相談を受け付けています。更に
市民相談室や各課に寄せられる市政に対する要望（市長への手
紙）は年間約1,000件となっており、市民から寄せられた意見・要
望、問い合わせや町田市ホームページへのアクセス記録を分析
し、新たな市民ニーズを施策に反映していく必要があります。

○ＩＣＴの著しい進化に伴い、新たなサービスやビジネスが登場・普
及したことで、世の中の仕組みや人々のマインド・生活、行動様式
が大きく急速に変化しています。相互に情報をやり取りするイン
ターフェース化が進み、市民の個々のニーズを把握することで、
ニーズに最適化したサービスを提供し、新たな価値の創造やその
価値の提供が求められています。そのために職員は、市民の「なり
たい・こうありたい」を応援する存在として、市民への深い理解と洞
察力をもって、それをアイデアや形あるサービスに変えることができ
るクリエイティビティが必要です。

〇町田市は、多摩地域における最大規模の商業都市であり、交通
の結節点のため、市内外に多くの人の往来があります。これからも
選ばれるまちであり続けるためには、緑と市街地を融合した都市空
間を形成し、市民にとって居心地の良いまちとしての価値を高めて
いく必要があります。また、南町田グランベリーパークや薬師池公
園四季彩の杜などに代表されるような市内にとどまらず広域的に集
客することが出来る施設の魅力を発信し続ける必要があります。

○生産年齢人口の割合が減少に転じ、今後も構造的収支不足が
拡大していく中で、多くの公共施設が老朽化し、大規模改修や建
替えを必要としています。そのため、当該公共施設で行われている
業務のあり方から見直し、施設の必要性がある場合には複合化・多
機能化を前提とした再編を行い、「未来への投資」と「公共サービス
改革」をバランスよく実行する必要があります。

〇新たな学校づくり推進計画の推進に伴い、今後多くの学校跡地
が生じます。学校跡地の有効活用の検討にあたっては、それぞれ
の学校を単独で考えるだけでなく、市全体における公共施設の需
要や、学校が災害時の避難施設として位置づけられていることな
ど、地域のまちづくりを踏まえた総合的な視点で検討を行う必要が
あります。

○町田市は、近隣自治体でもわずかしかない、政策研究を主とし
た「町田市未来づくり研究所」を設置しています。いわゆる自治体
シンクタンク組織で、この研究所の成果を、庁内はもとより市民とも
共有し今後のまちづくりに生かしていく必要があります。

〇町田市は、ユニセフが主唱する「子どもにやさしいまちづくり事業
（ＣＦＣＩ）」の全国で6つしかない実践自治体です。子ども憲章や
「町田市子どもにやさしいまち条例（まちだコドマチ条例）」に基づ
き、全庁横断的にそれぞれの部署で子どもたちのために何ができ
るかを考え、事業に反映していく必要があります。そのためには、ま
ちだコドマチ条例の理念が職員に浸透させていくことが必要です。

○全国の中核市及び中核市候補市の比較・分析結果や、民間の
研究機関が出している都市構成要素を数値化したデータを整理
し、明らかになった町田市の課題を基に今後の方向性を検討して
いく必要があります。

○子育て世代へのサービス（保育・教育環境整備、子どもの居場
所整備など）が評価されており、町田市の0歳から14歳の転入超過
数は近年全国トップクラスを維持し、2023年は政令指定都市を除
いて2年連続全国第1位、2024年は全国2位でした。今後も、定住
促進につながる施策を実施していく必要があります。

○2015年に国連は、ＳＤＧｓ（エス・ディー・ジーズ)として、17からな
る『持続可能な開発目標』を採択しています。町田市でも各施策・
方針の推進を通して、ＳＤＧｓの理念や目標の実現に向けて取り組
んでいます。2022年10月の民間の調査で町田市の取組は、全国
691市区の中で51位と評価されています。町田市は「ゼロカーボン
シティまちだ」を宣言しており、市域全体で温室効果ガスの排出削
減と、将来を担う子どもたちにＳＤＧｓの視点を意識した環境教育を
進めていく必要があります。

○企業版ふるさと納税の制度においては、多くの企業に市の事業
を知っていただき、共感を集めていくため、寄附金額が億を超える
実績をもつ自治体などの先進事例や運用を町田市の制度運営に
積極的に取り入れていくことが必要です。

〇多摩都市モノレール及びリニア中央新幹線が整備・延伸されるこ
とに加え、横浜市営地下鉄ブルーラインが新百合ヶ丘駅に乗り入
れることが決まっています。また、町田市と相模原市をつなぐ道路
や、圏央道へのアクセス向上を実現する八王子南バイパスの整
備、南多摩尾根幹線の4車線化などにより広域の道路網の充実が
進んでいます。これらの交通環境の変化をとらえ、人流や物流が今
後大きく変わっていくこと見据えながら、町田駅周辺のみならず、
市内の関連地域における魅力を向上させ、町田市の新たな価値を
創造することが求められています。

○社会全体が、これまで以上にＩＣＴ技術を活用し、多様な働き方
を認めるなどの変化が起こりました。
ICT技術はさらに高速化・大容量化し、メタバース（仮想空間）との
融合が進んでいます。これに対応するため早急に行政サービスの
DX化が必要です。そして、職員用AIが導入され職員のデジタルリ
テラシーの向上が求められています。

○内閣府の「男女共同参画白書　令和４年版」によると、共働き世
帯は2001年から2021年までで約1.5倍に増加しており、夫婦のいる
世帯全体の約７割にまで達しています。
町田市の女性就労率は、年々増加傾向にありますが東京都平均
や全国平均と比較すると低い水準にあり、労働力が潜在化してい
ると言えます。組織に属さない働き方や、時間・場所等に制約され
ないしなやかな働き方に対するニーズに応える必要があります。

〇2025年3月公表の「町田市における地域コミュニティの未来に関
する共同研究」2024年度中間報告において、地域で生じている問
題について町内会・自治会等ではなく行政主導で合意形成を図っ
てほしいという意向が増えたことや、地域活動に参加したいという人
の割合が2006年度調査と比べて減少したことが明らかになりまし
た。
このような社会環境の変化をとらえ、今後の地域コミュニティの活動
形態や活動内容を研究課題としながら、次世代の地域コミュニティ
のあり方を模索していくことが求められています。
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6 時間外勤務時間数削減の取組 1人当たりの年間時間外勤務の平均時間数 104時間 93時間

5
民間提案制度の運用による多様な主体と協力した地域の活性化や、地域課
題の解決

庁内からの公民連携相談窓口への相談件数 - 40件（2025～2028年度累計）

4 シティプロモーションの強化による企業版ふるさと納税の拡大
企業版ふるさと納税制度の活用による累計寄附件
数

78件（2019～2024年度累計） 192件（2019～2027年度累計）

3 未来の町田市の姿について調査研究による予測と庁内・市民との共有
①提言作成の進捗状況

②情報発信の回数

① 未実施

② 0回

①提言の作成

②4回

2
公共施設等マネジメントの推進に向けた、町田市公共施設等総合管理計画
及び町田市公共施設再編計画の改定

町田市公共施設等総合管理計画及び町田市公共
施設再編計画改定の進捗状況

計画改定に向けた検討開始 計画改定

部名 政策経営部長

部長名 唐澤　祐一

目標値 達成時期部の経営課題 指標 現状値

1
「まちだ未来づくりビジョン２０４０」「町田市５ヵ年計画22-26」の推進及び「（仮
称）町田市５ヵ年計画27-31」の策定を進めることによる、“なんだ かんだ まち
だ”の実現

①住み続けたい・やや住み続けたいと思う市民の
割合

②計画策定の進捗状況

① 90.4％

② -

①90%以上

②計画策定

①2031年度

②2026年度

2026年度

2025年度

2027年度

2028年度

2025年度
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

4 4

全
庁
で
取
り
組
む
施
策

シティプロ
モーションの
強化による企
業版ふるさと
納税の拡大

町田市の目指すまちづくりについて全国の企業か
ら広く共感を得られるよう、市の重要施策を積極的
にＰＲし、企業版ふるさと納税に繋げていきます。
特に、町田市と接点のある企業へは担当部署等か
ら随時案内をするとともに、接点のない企業に対し
ても委託事業者を通じて積極的な働き掛けを行うこ
とで、町田市の取組をより広く周知していきます。

企業版ふるさと納税制度
の活用による寄附件数

37件

3 3 -

未来の町田市
の姿について
調査研究によ
る予測と庁内・
市民との共有

2025年度は「持続可能なまち、町田へ～ベッドタウ
ンからの脱却～」に関する調査研究を進めます。
研究にあたっては、前年度研究を踏まえ、職住近
接の視点から研究を進め、取り組むべき施策を提
言します。
また、研究の進捗状況や調査結果などに関して、
庁内外向けに情報発信をしていきます。

①提言作成の進捗状況

②情報発信回数

①作成完了

②4回

2 2

個
別
計
画

町田市公共施
設等総合管理
計画及び町田
市公共施設再
編計画の改定

町田市公共施設等総合管理計画及び町田市公共
施設再編計画の2026年度改定に向けて、検討を
進めます。
町田市公共施設等総合管理計画検討委員会、市
民アンケート、市民参加型ワークショップ等を実施
し、市民の意見を踏まえながら、計画改定を進めま
す。

計画改定の進捗状況 方向性の決定

まちだ未来づ
くりビジョン２０
４０の実現に
向けた「町田
市５ヵ年計画
22-26」の推
進、「（仮称）
町田市５ヵ年
計画27-31」の
策定

「町田市５ヵ年計画22-26」を推進することで、住み
続けたいと考える市民の割合について高水準を維
持します。
町田市基本構想・基本計画「まちだ未来づくりビ
ジョン２０４０」の次期実行計画である「（仮称）町田
市５ヵ年計画27-31」の策定を進めます。検討にあ
たっては、町田市の将来を担う子どもたちなどが意
見を表明できる機会を設けながら進めます。

①住み続けたい・やや住
み続けたいと思う市民の
割合

②計画策定の進捗状況

①90%以上

②中間とりまと
めの完了

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1

重
点
事
業
プ
ラ
ン
／

経
営
改
革
プ
ラ
ン

政策経営部長

唐澤　祐一

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

6 6

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
推
進

時間外勤務時
間数削減

過重労働の無い、ワーク・ライフ・バランスの取れた
「いきいき職場」を実現するため、各課長のマネジメ
ント強化の取組を行います。
具体的な取り組みは下記の通りです。
①時間外勤務の事前申請を課内で徹底する。
②過度の時間外勤務が発生する場合、各課長が
対象となる職員の面談を行う。
③業務の状況による一時的な繁忙であるのか、他
の原因によって時間外が発生しているのか等の見
極めを行い、適切な指示を行う。
④上記①～③の取組について、部の労働安全衛
生委員会等において各課長へ呼びかけを行い、各
課職員への周知徹底を図る。

1人当たりの年間時間外
勤務の平均時間数

93時間以下
（2024年度比
10％減）

5 5

事
務
事
業
見
直
し

民間提案制度
の運用

市民サービスの向上や市の財政負担の縮減、歳入
確保、既存事業の見直し等につながる提案を民間
事業者から受け付ける「町田市民間提案制度」を
通じて市が抱える課題の解決を進めます。
また、制度の積極的な活用を図るため、庁内外へ
のさらなる周知や、関係機関・団体との連携を深
め、より多くの提案をもらえる環境を整備します。

庁内からの公民連携相
談窓口への相談件数

10件
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・社会環境の変化を捉え、市民目線と比較の視点を持って行政サービス改革を進めます。
・多様な意見を市政へ反映し、市民から信頼される市役所を目指します。
・様々なコラボレーションや経営資源の有効活用により、市民の利便性と市役所の生産性の向上を図ります。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

【市民】
・時代に即した市民サービスを迅速に提供すること、が求められて
います。
・来庁や手続の手間がかからない、利便性の高いサービスが求め
られています。
・物価高騰や人手不足を起因とした行政サービス低下が行われな
いよう、さらなる事務事業の効率化が求められています。
・市民から信頼される市政を実現するため、より一層、透明性の向
上と説明責任を果たすことが求められています。

【市長・副市長】
・市長や副市長が迅速かつ的確に経営判断が行えるよう、各部署
の現場で起きている状況や課題を適切に整理し、伝える必要があ
ります。
・各部署が策定する計画に市長や副市長の意向が適切に反映さ
れるよう、各部署と調整を行うことが求められています。

【職員】
・各部署が策定する計画が全庁的な方針と整合するように、計画策
定をサポートすることが求められています。
・市民目線や比較の視点を持って、市民ニーズや社会の変化に対
応した行政サービス改革を進めることができるよう、経営品質の考
え方に基づく能力開発が求められています。
・複雑化、多様化した様々な地域課題に対応するため、オープンイ
ノベーションで課題解決を図ることが求められています。
・業務の負担軽減と企画立案のための時間を確保するため、必要
性が低くなった事務業務を廃止・縮小することや、フロントヤード改
革とバックヤード改革を推進することで、業務を効率化することが求
められています。
・デジタル化の進展や会計年度任用職員の任用等により、職員
は、人にしかできない相談・折衝や企画立案などのクリエイティブな
仕事に注力する働き方が求められています。
・市民からの信頼を得るため、法令を順守し、説明責任を果たすこ
とが求められています。

・社会環境の変化を捉えて、新たな市民サービスを企画立案すると
ともに、既存事業の見直しを図ることが求められています。

・“行政サービス改革、イコール、ＤＸ”であると捉え、これまでの業
務をデジタルベースのサービスデザインへ変革し、市民サービスの
向上と業務の生産性向上を実現する必要があります。

・外部有識者や子ども・若者の意見を市政に取り入れ、施策や事業
をより良い形にすることが必要です。

・「まちだ未来づくりビジョン2040」の実行計画である「町田市５ヵ年
計画22－26」で掲げているシティプロモーション、子どもにやさしい
まちづくり、多様化社会の実現といった、部門横断的な施策を円滑
に進めるため、部門間の意思疎通をより一層図ることが求められて
います。

・既成概念にとらわれず、様々な組織とコラボレーションを行い、新
たな価値を生み出して、現状を打破していく「ブレイクスルーチャレ
ンジ」を実施しています。

・2025年度から、「課の仕事目標」に、所管する全ての中事業につ
いて、現状分析し課題を明確化するための「現状分析シート」を追
加し、既存事業の見直しの促進を図っています。

・多様な働き方や仕事と家庭の両立が社会的な要請となり、心身の
健康を維持し、家庭や個人の時間を確保するため、ワークライフバ
ランスが求められています。

・2006年度から、組織の目標を管理するマネジメントツールとして
「仕事目標」を導入し、各組織の使命、現状と課題、それらに基づく
取組と到達目標を明確にしています。

・2007年度から、市長・副市長と外部有識者が、公開の場で行政経
営について議論する「町田市行政経営監理委員会」を開催し、有
識者からの提言を行政サービス改革の施策立案につなげていま
す。

・2007年度から、条例に基づく包括外部監査を実施しています。こ
の方法で実施している自治体は、2025年4月時点で、町田市を含
めて5自治体（町田市・港区・荒川区・大田区・江東区）です。

・2017年度から、高校生が評価人として参加する「市民参加型事業
評価」を実施しています。この取り組みは、2018年6月に日本ユニ
セフ協会が主催したシンポジウムで高い評価を受け、「子どもにや
さしいまちづくり」の推進につながっています。

・2024年度に行った行政経営に関する他自治体調査の結果、町田
市のように、比較の視点に基づく事務業務見直しが習慣化されて
いる自治体は他にありません。

・自組織の立ち位置や他自治体の好事例を把握できる、他自治体
比較が、全庁で日常的に行われるよう、比較のためのガイドライン
やデータベースを作成するなど、環境整備に取り組む必要がありま
す。

・既存の事務事業を見直すため、市民目線と比較の視点を持ちな
がら、組織横断的に業務改善を行う「ブレイクスルーチャレンジ」を
進めています。

・市のDXの取り組みが評価され、「Tokyo区市町村DXaward2024」
において行政サービス部門優秀賞を、「マニフェスト大賞2024」に
おいて優秀賞を受賞しました。

【市の財政状況】
・2025年度当初予算の市税収入は過去最高となる727億円が見込まれる
一方で、著しい社会保障経費の伸び、モノの値段、サービスに係るコスト
の上昇により、一般会計全体の予算規模もまた過去最高額の1,931億円
に達しています。市税収入が堅調に推移しているとはいえ、今後、都市
部における人口減少や少子高齢化の進行に加え、不確実性の高い世
界情勢によって、より一層難しい財政運営が見込まれており、これまで以
上の既存事業の見直しを行う必要があります。
＜市の歳入＞
・定額減税の終了と給与所得の増加などによる、市民税の増加
・新築物件の増加などにより家屋に係る固定資産税の増加
＜市の歳出＞
・市民センター・集会施設計画営繕事業や芹ヶ谷公園整備事業などの
投資的経費の増加
・給与改定を反映したことによる職員給与費の増加や国勢調査の実施に
伴う人件費の増加
・制度改正や対象者の増加などにより、児童手当や生活保護費、障がい
者サービス給付費などの扶助費の増加
・中学校給食センター運営費や選挙の執行などに係る物件費の増加

・先行きが不透明で、複雑化、多様化した様々な社会課題が進行してい
る中では、調査・分析によって社会的価値観や市民ニーズの変化を的
確に捉え、部門横断あるいは地域や事業者、大学等とのオープンイノ
ベーションの取組により、行政サービス改革を進めていくことが必要で
す。

・国は、「誰一人取り残されないデジタル社会の実現」に向け、「デジタル
社会の実現に向けた重点計画」や「アナログ規制の見直し」等により、行
政のデジタル化を強力に推進しています。「子育てワンストップサービ
ス」」や「自治体・医療機関等をつなぐ情報連携システム（PMH）」などの
整備が進み、申請から処理までがデジタルで完結する環境が整えられ
つつあります。

・全国的な少子化傾向に拍車がかかる中で、国や東京都による積極的
な子ども施策が推進されており、町田市においても「子どもにやさしいま
ち条例」を制定し、子ども・若者の意見を尊重した行政経営を進めること
が求められています。

・ジェネレーティブAI等の、最新のデジタル技術をいち早く業務に取り入
れ、市民サービスと生産性の向上を図る必要があります。

・「町田市性の多様性の尊重に関する条例」や「町田市障がい者差別を
なくし誰もがともに生きる社会づくり条例」の制定など、多様化社会の実
現が求められています。

部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

政策経営部経営改革室

石田　一太郎

部名

部長名
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①2026年度

②2025年度

③2026年度

④2025年度

①2026年度

②2025年度

③2026年度

2025年度

2025年度

達成時期部の経営課題 指標 現状値

1 行政経営改革の推進
①経営改革プランの達成率

②経営会議の承認割合

①99%

②100%

①80%

②100%

①2025年度

②2025年度

部名 政策経営部経営改革室

部長名 石田　一太郎

目標値

2 継続的なサービス改革と職員のチャレンジ精神の醸成

①「経営品質向上活動」を意識している職員の割
合

②自治体比較ガイドラインの策定・公表

③ブレイクスルーチャレンジの実施業務数

④「オープンデータ ファクトリー まちだ」※の庁内
外への公開
※市に関連する官民のデータを集約し、生成ＡＩを
活用することで、誰でも簡単に、検索や分析、図表
やグラフを作成できるオンラインシステム

①92.9%

②指標比較の実施・公表

③累計22業務

④－

①90%以上

②策定・公表

③累計32業務

④公開

3 外部意見の活用と市政の透明性の向上

①行政経営監理委員会からの助言・提言の市政へ
の反映数

②包括外部監査の指摘※の措置率(過去5ヵ年の
措置率)

③市民参加型事業評価の改善プログラム達成率

※法令、条例、規則、規程、要綱等に抵触する事
項

①累計22件

②99.4%

③2022年度開催分91.3%

①累計32件

②100%

③2024年度開催分90%

4 部(経営改革室)の事務事業見直しの推進 事務の改善件数 - 5件

5 勤務間インターバルの確保
終業時刻から次の始業時刻までの間に、11時間の
休息時間を確保できた割合

- 90%以上
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1

経
営
改
革
プ
ラ
ン

政策経営部経営改革室

石田　一太郎

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

行政経営改革
の推進

①「町田市5ヵ年計画22-26」の経営改革プランの進
捗状況を随時確認し、必要に応じて、課題解決に
向けた部門間調整等の支援を行います。

②市長・副市長・教育長や関係部長が出席する経
営会議を開催し、主要な政策や行政計画の策定に
向け、所管部署との調整や支援を行います。

①経営改革プランの達
成率

②経営会議の承認割合

①80%

②100%

2 2

経
営
改
革
プ
ラ
ン

継続的なサー
ビス改革と職
員のチャレン
ジ精神の醸成

①経営品質向上の考え方を踏まえ、市民目線で
サービス改革を進めることができる、チャレンジ精
神を持った職員を育成します。

②職員が、多摩26市や近隣人口同規模自治体、
中核市など、他自治体と町田市の比較をする際に
参考となる「自治体比較ガイドライン」を策定し、庁
内へ公表します。

③各課の主体的な業務改善を支援し、行政サービ
ス改革を進めます。

④市に関連する官民のデータを集約し、生成ＡＩを
活用することで、誰でも簡単に、検索や分析、図表
やグラフを作成できるオンラインシステム「オープン
データファクトリーまちだ」を構築し、公開します。

①「経営品質向上活動」
を意識している職員の割
合

②自治体比較ガイドライ
ンの策定・公表

③ブレイクスルーチャレ
ンジの実施業務数

④「オープンデータ ファ
クトリー まちだ」の庁内外
への公開

①90%以上

②策定・公表

③累計27業務
（5業務）

④公開

3 3

経
営
改
革
プ
ラ
ン
／
全
庁
で
取
り
組
む
施
策

外部意見の活
用と市政の透
明性の向上／
「子どもにやさ
しいまち」の実
現に向けた取
組

①「町田市行政経営監理委員会」を開催し、委員
からいただいた助言・提言を、行政サービス改革の
施策立案につなげます。

②2020年度から2024年度までに包括外部監査人
から受けた指摘事項等について、監査対象部署の
改善を進め、事務の適正性を確保します。

③2024年度に開催した市民参加型事業評価※の
結果に基づき、事業改善を進めます。

※市民と有識者で構成する評価人チームが、市の
事業担当者と事業の課題や解決策について対話
し、評価するものです。市は、評価結果を踏まえ、
事業の改善を進めます。

①行政経営監理委員会
からの助言・提言の市政
への反映数

②包括外部監査の指摘
の措置率(2020～2024年
度実施分)

③改善プログラムの達成
率（2024年度開催分）

①累計27件（5
件）

②100%

③70%
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

5 5

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
推
進

勤務間イン
ターバルの確
保

職員の生活時間や睡眠時間を確保するため、時差
勤務の利用などにより、11時間以上の勤務間イン
ターバルを確保します。

終業時刻から次の始業
時刻までの間に、11時間
の休息時間を確保でき
た割合

90%以上

4 4

事
務
事
業
見
直
し

部の事務事業
見直しの取組

課内事務の改善に取り組みます。個々の職員が課
題の発見や改善案の検討を主体的に行い、課内
で話し合うことで業務の改善につなげます。

事務の改善件数 5件
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部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

政策経営部デジタル戦略室

高橋　晃

部名

部長名

・情報セキュリティの三要素である完全性、可用性、機密性を確保し、情報システムを運用するとともに、市民の財産である情報を守ります。
・デジタルトランスフォーメンション（DX）を推進することで、市民サービスの向上と市役所の生産性向上を図ります。
・最新のデジタル技術を駆使することで、地域の課題解決や魅力向上など新たな価値の創出を図ります。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

○市民の利便性向上を図るため、デジタルサービスを、いつでも、
どこでも、簡単にスマートフォンから利用できる「バーチャル市役
所」を実現する必要があります。

○オンライン行政手続のニーズは高く、2022年度は4万2千件、
2023年度は6万9千件、2024年度は9万9千件と、申請件数が大きく
増加しています。今後も、使いやすいオンラインサービスを拡充す
る必要があります。

○生産年齢人口の減少に伴う職員数の逓減に備えるため、これま
での業務をデジタルベースのサービスデザインへ変革し、効率化
する必要があります。

○アクセシビリティに配慮したデジタルサービスを提供することで、
年齢、地域、国籍、障がいの有無などに関わらず、全て市民の方
が、デジタル化の恩恵を享受できるようにする必要があります。

○災害時において、クラウド時代に対応した、情報システムを復旧
させる仕組みや手順を整える必要があります。

○2025年3月末時点で、市内のマイナンバーカード普及率は79％
となりました（全国平均78%、東京都平均76%）。マイナンバーカード
を利用することで、電子証明書により安全かつ確実に本人確認で
きることから、多くの方がオンライン申請を容易に利用できるように
なりました。

○国のデジタル化政策に深く関わる3名の有識者からなる「町田市
デジタル化推進委員会」の開催や、行政のＤＸに造詣が深い有識
者の「町田市デジタル化推進アドバイザー」としての任用など、外
部有識者と協働することで、デジタル化政策を迅速かつ適確に推
進しています。

○IT業界のトップランナーである株式会社NTTデータと、生成AIの
利活用に係る連携に関する協定を締結するなど、事業者とのコラ
ボレーションによるDXを推進しています。

○市役所業務のDXを加速させるため、庁内向けのDX推進ミーティ
ング「デジラボ」を開催し、現場職員との連携による、ボトムアップの
DXを推進しています。

○東京都は、区市町村を含む都全体のDXを推進するため、2023
年7月に、一般財団法人「GovTech東京」を設立しました。市職員を
GovTech東京に派遣することにより、連携強化を図っています。

○オープンイノベーションの取り組みを推進する前提として、市に
関わる官民のデータを集約し、生成ＡＩを活用することで、誰でも簡
単に検索、分析できるオンラインシステム 「オープンデータ ファクト
リーまちだ」の構築を開始しました。この取組は、東京都の「データ
連携・活用促進プロジェクト」に選定されています。

○「ゼロカーボンシティまちだ」を踏まえ、システム機器の省電力化
や省スペース化によるカーボンニュートラルへの貢献が求められて
います。

○2023年度に、ノート型端末を職員に1人1台配備しました。この端
末は、機器内にデータを保存しない、安全なシンクライアント方式
を採用しています。また、マイナンバーを利用する業務とインター
ネットを利用する業務を、1台の端末で切り替えて行うことができ、
業務の効率化と省スペース化につながっています。

○2023年度に、庁内のネットワークをワイヤレス化し、打合せス
ペースに大型モニターを設置したことで、ノート型端末を持ち寄っ
て打合せできるようになりました。これにより、年間の印刷枚数を、
2022年度2940万枚から2024年度1960万枚に削減しました。

○2024年度に、クラウドサービス利用率が100％に達し、すべての
情報システムをガバメントクラウドをはじめとしたクラウドサービスに
転換しました。これにより、外部データセンターを廃止するとともに、
コンピュータ室の縮小を開始しました。

○2024年度に、オンライン行政手続の玄関口となる、バーチャル市
役所ポータル「まちドア」と、生成AIと3Dアバターを組み合わせた
全国初のオンライン行政手続検索サービスである「AIナビゲー
ター」を導入しました。この取組の先進性や有効性が高く評価さ
れ、「Tokyo区市町村DXaward2024」の行政サービス部門におい
て、優秀賞を受賞し、市としては3年連続で受賞しました。

○オンライン行政手続や書かない窓口等の取組をはじめとした、市
のDXの先進性が高く評価され、総務省の全国調査を元にした「全
国自治体フロントヤード改革度ランキング2024」及び「全国自治体
DX推進度ランキング2024」で、市は全国一位となりました。市のDX
の取組は、新聞、専門誌、Web媒体に多数取り上げられるととも
に、視察や講演の依頼を多数受けています。

○2005年から、情報セキュリティ外部監査を行い、外部の有資格者
による技術面と運用面のセキュリティ対策チェックをしています。

○生成AIなどのデジタル技術の進展に伴い、標的型攻撃メールな
どのサイバー攻撃が巧妙化していることから、職員のセキュリティ対
策の意識を向上させる必要があります。

○DXをとりまく環境は、日々めまぐるしく変化しています。市のデジ
タル化の具体的方策を定める「町田市デジタル化総合戦略」を、
「町田市デジタル化推進委員会」の提言、国・都の動向、社会環境
の変化、技術動向を踏まえ、最新化する必要があります。

○20の基幹業務システムについては、原則として2025年度末まで
に、国が定める標準仕様に準拠したシステムに移行する必要があり
ます。一方、システム提供事業者の人手不足等により、2025年度
末までに標準化が完了できない自治体が全国的に増加していま
す。都内でも、町田市を含め、34自治体129システムの移行が2026
年度以降となる見込みです。

○生成AIの進化により、これまで人でしかできなかったことがAIで
簡単にできるようになってきています。生成AIは、行政サービスを
劇的に変える可能性があるため、今後も動向を注視するとともに、
いち早く業務に取り入れ、DXを進めていく必要があります。

○国や東京都では、自治体と医療機関を結ぶ情報連携システムで
あるPMH、子育て支援分野の保活ワンストップなど、様々な関係機
関とデータを連携するサービスの構築に取り組んでいます。市はこ
れらの動きを把握するとともに、積極的に参加していく必要がありま
す。
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6 ワークライフバランスの推進
勤務間インターバル（勤務終了時刻から翌日の勤
務開始時刻までの間隔）を11時間以上確保できた
割合

79.2% 90%以上

5 庁内スペースの有効活用
①複合機配置台数の削減

②コンピュータ室の縮小

①50台

②コンピュータ室のうち19%を別用途に転用

①40台（20%減）

②コンピュータ室のうち35%を別用途に転用し、更
なる縮小を検討

4 デジタルトランスフォーメーションの推進

①-1　オンライン化した手続累計件数
①-2　法的制約がなく申請件数が年間100件以上
の約200手続のオンライン化率

②“e-まち”実現プロジェクトの取組累計件数

③DX推進ミーティング「デジラボ」の取扱案件数

①-1　553件
①-2　85%

②146件

③62件

①-1　733件
①-2　100%

②206件

③60件

3 20の基幹業務システムの標準化の推進
20の基幹業務システムのうち標準準拠システムに
転換した業務数

4業務 20業務

2 デジタル化施策の推進

①町田市デジタル化推進委員会の開催

②町田市情報推進化本部会議の開催

③施策コンテストへの応募

①2回開催

②12回開催

③平均5件応募（直近3か年）

①2回開催

②12回開催

③7件応募

部名 政策経営部デジタル戦略室

部長名 高橋　晃

目標値 達成時期部の経営課題 指標 現状値

1 情報セキュリティの確保

①情報セキュリティ外部監査の実施率

②研修を受講した職員の割合

③業務継続訓練の実施

①100%

②98.9%

③実施

①100%

②95％

③実施

①各年度

②各年度

③各年度

①各年度

②各年度

③各年度

2027年度

①-1　2026年度
①-2　2025年度

②2026年度

③2026年度

①2025年度

②2026年度

各年度
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

4 4

経
営
改
革
プ
ラ
ン

デジタルトラン
スフォーメー
ションの推進

①市民がスマートフォン等からオンラインで行える
行政手続を拡充することにより、市民の利便性向上
を図ります。

②市民の利便性向上と市役所の生産性向上を組
織横断的に検討する、“e-まち”実現プロジェクトを
推進します。

③各部署におけるDXのボトムアップを図るため、
DX推進ミーティング「デジラボ」を開催し、行政手
続のオンライン化や業務の効率化に関し、業務所
管課を支援します。

①-1 オンライン化した手
続累計件数

①-2 法的制約がなく申
請件数が年間100件以
上の約200手続のオンラ
イン化率

②“e-まち”実現プロジェ
クトの取組累計件数

③DX推進ミーティング
「デジラボ」の取扱案件
数

①-1　653件

①-2　100%

②176件

③60件

3 3

個
別
計
画

20の基幹業務
システムの標
準化の推進

市民生活と関連の強い、市税や福祉などの基幹業
務で使用するシステムについて、国が定める標準
仕様に準拠したシステム（標準準拠システム）に刷
新します。
2025年度は、税務システム福祉システムなど、14業
務のシステムを標準準拠システムに転換すること
で、すでに標準化を完了した4業務と合わせて18業
務を標準化します。

20の基幹業務システムの
うち標準準拠システムに
転換した業務数

18業務

2 2

個
別
計
画

デジタル化施
策の推進

①3名の外部有識者で構成する「町田市デジタル
化推進委員会」を開催し、町田市のデジタル化政
策について提言をいただきます。

②町田市情報化推進本部会議を開催し、デジタル
化施策の実施状況を全ての部署と共有すること
で、デジタル化施策の横展開と職員への意識啓発
を図り、市役所全体でDXを推進します。

③先進的なDX施策に取組み、その成果をDXや行
政改革の施策コンテストに応募することで、職員の
変革意識の醸成を図るとともに、市の取組をPRしま
す。

①町田市デジタル化推
進委員会の開催回数

②町田市情報化推進本
部会議の開催回数

③施策コンテストへの応
募件数

①2回

②12回

③7件

情報セキュリ
ティの確保

①有資格者による情報セキュリティ外部監査を行
い、情報セキュリティポリシーの順守状況等を確認
します。また、監査で指摘事項があった場合は、早
急に改善します。
【情報セキュリティ監査の実施予定内容】
・日々の業務におけるセキュリティ対策の徹底を確
認する「運用監査」を、24課を対象に実施します。
・情報システムのセキュリティ対策状況を確認する
「技術監査」を2件実施します。

②新たな情報セキュリティの脅威に備えるため、情
報セキュリティ対策の基礎知識から具体的対策ま
でを、全職員が習得できるよう、職員研修を実施し
ます。また、標的型メール訓練を実施します。

③災害時の速やかなシステム復旧を実現するた
め、ＩＴ－ＢＣＰ基本計画（情報システムにおける事
業継続計画）に基づき、訓練を実施します。

①情報セキュリティ外部
監査の実施率

②研修を受講した職員
の割合

③業務継続訓練の実施

①100％

②95％

③実施

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1

個
別
計
画

政策経営部デジタル戦略室

高橋　晃

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

6 6

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
推
進

勤務間イン
ターバルの確
保

勤務間インターバル（勤務終了時刻から翌日の勤
務開始時刻までの間隔）を適切に確保することで、
職員の健康維持と業務効率の向上を図るため、以
下の取組を行います。
・職員個々が、事業目的や計画性を意識した業務
遂行ができるよう、係単位で職員同士が話し合って
「係別事業計画」を作成します。
・「係別事業計画」と「職員の時間外勤務実績」を組
織内で共有し、繁忙状況の見える化を図ります。
・見える化を踏まえて、長時間の時間外勤務が長
期的に発生することが見込まれる場合は、当該職
員と係長及び管理職を交えて、事前に業務環境改
善を検討し、実施します。

勤務間インターバル（勤
務終了時刻から翌日の
勤務開始時刻までの間
隔）を11時間以上確保で
きた割合

90%以上

5 5

事
務
事
業
見
直
し
/
全
庁
で
取

り
組
む
施
策
の
推
進

庁内スペース
の有効活用/
「ゼロカーボン
シティまちだ」

①職員がプリンターやスキャナで使用する複合機
について、配置台数を見直し、2025年12月に更改
します。

②2024年度にすべての情報システムをクラウドサー
ビスに転換したことを踏まえ、コンピュータ室の機器
を撤去し、段階的に縮小します。また、コンピュータ
室の縮小により活用可能となったスペースを、別用
途に転用します。

①複合機配置台数の削
減台数（削減割合）

②コンピュータ室の縮小
割合

①40台（20％
減）

②35%
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部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

政策経営部広報担当

樋口　草紀子

部名

部長名

市の施策や地域情報などがお客様にわかりやすく伝わるよう、市とお客さまとの接点・橋渡し役になります。
町田市に関わるすべての方とともに地域の魅力を高め、その魅力を市内外へ発信します。
市民の町田への愛着・誇りの向上、市外からの町田への関心・憧れの醸成を図り、まちの活力につなげます。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

・お客様にとっての価値は、自分が必要とする情報をストレスなく入
手できること、町田市に関する思いがけない情報や便利な情報、
市の魅力を新たに知ることができることです。

・市やまちのイベントへの参加を通して市民が自らまちの魅力を発
信することを楽しんでいます。

・災害発生などの非常時に、最新の情報や現状について、正確か
つ早急に情報を得られることは、安心・安全といった価値につなが
ります。

・「広報活動」に関する意識調査（2022年7月実施）によると、市政
情報の入手手段が年々デジタル化している傾向がある一方で、町
田市の公式SNSや公式動画チャンネルなどを知らない方も一定数
いることが判明しました。市の情報が市民に行き渡るよう、それぞれ
の人のライフスタイルに合う情報ツールや便利なアプリなども広く周
知することが必要です。

・市の情報を収集する手段として、ホームページやSNSの比重が高
くなってきています。このため、ホームページやSNSで情報をストレ
スなく入手できることが求められています。

・ホームページに掲載している情報について、常に最新の情報が
わかりやすく掲載されていることが求められています。

・市政情報は、広報まちだ、ホームページを中心に発信していま
す。

・メール配信は、利用者のニーズを踏まえ、LINEでも配信していま
す。配信カテゴリーは、広報、防災、イベント、学校教育情報など多
岐にわたり、市民のニーズを常に考えて対応しています。特に、緊
急性の高い防犯・防災情報は、SNS(X、Facebook）と連動した発信
を行っています。

・SNSの運用においては、LINEやInstagramなど、市民に身近なア
プリを活用し、SNSの特性を生かしたプッシュ型の情報発信なども
行っています。

・コミュニティ放送局（FMラジオ局）での広報番組やイベントスタジ
オを使用しての広報活動等、広く情報提供できる環境が整ってい
ます。

・記者会等へのFAXリリースに加え、WEBを活用したリリース配信を
行い、より多くの媒体に対して情報を提供しています。

・市内外の20～40代の個人に向けてシティプロモーションの取組効
果を把握するために実施した意識調査によると、市外から町田市
への来訪意欲が最も高い世代は20代女性であり、町田市に魅力を
感じる点として、「美味しい飲食店や魅力的な商業施設が豊富なこ
と」や「交通アクセスが良いこと」が挙げられています。

・広報まちだは、新聞折り込みや拠点及び戸別での配布を行って
います。また、点字版・声の広報の作成などに加え、読者のライフ
スタイルに合わせて情報配信アプリ「Shufoo!（シュフー）」や
「CatalogPocket（カタログポケット）」などでもお届けしています。

・ホームタウンチームのFC町田ゼルビアがJ1で活躍していることに
より、町田市の知名度上昇し、来訪者数が増加しました。この好機
に、さらに町田の魅力を伝えるための情報発信を行うことが重要で
す。

・シティプロモーションの基本計画について、これまでの取り組みや
効果を踏まえ、今後に向けた次期計画の策定が必要です。

・町田市は14歳未満の転入超過者数において全国上位（2022年、
2023年は全国1位、2024年は2位。ただし0～4歳は2年連続1位。※
政令市を除く）で推移しています。

・若い世代が大学卒業や就職を機に市外に転出し、30代に町田市
へ転入する傾向があります。そのため、人々が「町田市での暮らし」
に共感を抱く「効果的な情報発信」に取り組む必要があります。

・自然・スポーツ・文化等、町田市には多種多様な地域資源があ
り、テレビ番組等の各種メディアからの問い合わせが増えていま
す。

・2024年に10周年を迎えたロゴマーク「いいことふくらむまちだ」を
引き続き活用し、町田市の活気や魅力を市内外に効果的に発信し
ています。

・市長定例記者会見は原則月2回実施しており、市のみならず関係
団体の取り組みも含めてプレスリリースを行っています。また、マス
メディアと積極的にコミュニケーションを取っています。

・広報紙は、市民からの公募によるモデルを活用するなど身近で親
しみやすい紙面を作成しています。

・ホームページはCMS（コンテンツマネジメントシステム）を導入し、
各課がホームページコンテンツを直接作成・編集できるようになっ
ています。2024年度に更改し、ＡＩイベント情報集約サービスの導
入等を行いました。

・各課がメールやSNS、LINEで情報発信しており、市民は使い慣れ
た媒体で欲しい情報を選択して受け取ることが出来ます。

・町田市シティプロモーションサイト「町田で好きを続ける」は定期的
に町田の魅力を発信することにより、多くの読者を獲得し、共感を
生んでいます。

・インターネットやSNSを若者だけでなく高齢の世代も利用するよう
になったことにより、情報入手手段が多様化しています。そこで、市
民が使い慣れた方法で情報を入手できるよう、複数のツールによる
情報提供が必要となってきています。

・大規模災害等で、市が発信する情報に関心が高まっています。タ
イムリーな災害・防災情報等を得るため、即時性、拡散性のある通
信手段としてSNSを重視する傾向がある一方、デジタル媒体を利用
しない市民にも市の情報を届ける工夫が必要です。

・コロナ収束後も、都心の住宅価格高騰やテレワークの普及によ
り、利便性が確保されているベッドタウンが、「住みたい街」等を調
査したランキングで上位に入るなど、「郊外での暮らし」への関心は
高いままです。
これを好機と捉え、「町田暮らしの魅力」を発信していく必要があり
ます。また、情報発信にあたっては、趣味や嗜好といった価値観や
ライフスタイルを意識することが重要です。

・情報が溢れる現代社会では、サービスや施設を利用した第三者
のクチコミを重視する傾向にあることを踏まえ、実際に町田市の暮
らしを楽しむ人々に焦点を当てた情報発信に取り組む必要がありま
す。

・東京2025デフリンピックや、2027国際園芸博覧会の開催により海
外からの来訪者の増加が見込まれます。
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5 ワークライフバランスの推進
終業時刻から次の始業時刻までの間に、１１時間の
休息時間を確保できた割合
（勤務間インターバルの確保）

- 90％以上

4 事務事業の見直し 広報まちだのあり方の見直し - 見直し方針の決定

3 全庁的な広報力の向上

①研修を受講した職員の意識変容率

②WEBリリースの広告換算費

①-

②21億円

①80％以上

②23億円

2 シティプロモーションの推進

①町田市に対して愛着や 親しみを感じる市民の割
合(企画政策課実施「町田市市民意識調査」）

②民間企業等との連携数

③次期シティプロモーション基本計画の策定

①84.0%

② -

③ -

①90.5％

②2回

③策定

部名 政策経営部広報担当

部長名 樋口　草紀子

目標値 達成時期部の経営課題 指標 現状値

1 顧客に合わせた情報発信の拡充

①-1
多様な主体が情報発信するための場の提供回数

①-2
情報発信した案件の記事化件数

①-3
電子媒体の利用促進に関する取り組み回数

②-1
ホームページにおけるイベントページの閲覧回数

②-2
町田市公式ＬＩＮＥの登録者数

①-1 累計59回

①-2 12件

①-3 -

②-1 30,000回

②-2  66,000人

①-1 累計83回

①-2 12件

①-3 累計20回

②-1 50,000回

②-2  72,000人

①-1
2026年度

①-2
2026年度

①-3
2026年度

②-1
2027年度

②-2
2025年度

①2026年度

②2025年度

③2026年度

①2025年度

②2025年度

2026年度

2025年度
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

3 3

全
庁
で
取
り
組
む
施
策

全庁的な広報
力の向上/シ
ティプロモー
ション

積極的な情報発信を推進するための環境づくりを
行うとともに、一人ひとりが広報担当として効果的に
情報発信できるよう、研修等により職員の広報力の
向上に取り組みます。

①-1
研修受講人数

①-2
研修を受講した職員の
意識変容率

②WEBリリースの広告換
算費

①-1
130人

①-2
80％以上

②23億円

2 2

重
点
事
業
プ
ラ
ン

シティプロ
モーションの
推進

①市内外の方から共感を得られるよう多様な手段
で積極的なシティプロモーションを展開し、市への
愛着や親しみ、来訪意欲を高めます。

②町田の魅力をより幅広い層に伝えるため、民間
企業等と連携したイベント出展等を行います。

③現行の計画が2026年度に終了するため、「（仮）
シティプロモーション基本計画27－31」の素案を作
成します。

①-1 町田市に対して愛
着や 親しみを感じる市
民の割合(企画政策課実
施「町田市市民意識調
査」）

①-2 近隣居住者の「町
田市への来訪意欲」（広
報課実施「町田市に関
する調査」）

②民間企業等との連携
数

③次期シティプロモー
ション基本計画素案作成

①-1
89.9%

①-2
70.5％

②
2回

③
素案作成完了

顧客に合わせ
た情報発信の
拡充

①市民・団体・事業者など多様な主体が町田の魅
力を積極的に発信する機会を作ります。また、報道
機関に取り上げられやすいように発信内容の充実
を図ります。一方で、市民等がスムーズに情報を受
け取れるようにスマートフォンなどの電子媒体の利
用促進に取り組みます。

②イベント情報など市が発信する情報が、多くの市
民等に届くようホームページやLINE等の情報発信
の充実及び周知に取り組みます。

①-1
多様な主体が情報発信
するための場の提供回
数

①-2
情報発信した案件の記
事化件数

①-3
電子媒体の利用促進に
関する取り組み件数

②－1イベントページの
閲覧回数

②－2
町田市公式ＬＩＮＥの登
録者数

①-1
累計71回
（年12回）

①-2
12件

①-3
4回

②-1
47,000回

②-2
72,000人

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1

経
営
改
革
プ
ラ
ン

政策経営部広報担当

樋口　草紀子

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

5 5

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
推
進

勤務間イン
ターバルの確
保

勤務間インターバルを確保し、ワークライフバランス
の推進に取り組みます。

終業時刻から次の始業
時刻までの間に、11時間
の休息時間を確保でき
た割合

90％以上

4 4

事
務
事
業
見
直
し

広報まちだの
あり方の見直
し

広報まちだを経済的かつ効率的に発行するための
あり方について、市民意識調査や民間の専門的知
見をもとに、最適な発行頻度や発行日、紙面体裁
等について整理します。

最適な発行様態の整理 整理完了
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部の使命

部の現状と
課題

2025年度 総務部長の仕事目標

総務部

浦田　博之

部名

部長名

・職員個人と組織の能力向上、事務の合理化等に取り組み、行政経営の基盤強化を図ります。
・市の事業部署が、専門機能を効果的に発揮できる環境を整えます。
・法の制定改廃、社会情勢の変化等に即応した適切な例規整備を行い、市の政策の実現に寄与します。
・市の業務における法的リスクを回避し、法的問題を解決します。
・市が発注する工事及び工事関連業務委託の検査を厳正に行うとともに、職員研修等を通じて工事に関連する職員の知識の習得や技術力の向上をサポートし、公共施設の品質向上を目指します。
・市民や事業者との協働の推進や、行政の透明性の向上を図るため、行政情報のオープンデータ化を促進します。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

○市では、基本構想・基本計画「まちだ未来づくりビジョン２０４０」
や、その実行計画である「町田市５ヵ年計画22-26」に定められた事
務事業等に対して、必要な職員数を見込み、「町田市職員定数管
理計画（22-26）」を策定しています。この計画に基づき、効率的効
果的な執行体制の構築に向けて取り組み、職員定数の適正化を
図る必要があります。
〇市が新たな事業の立ち上げ、既存事業の見直し等に伴い条例
等の例規を立案する際に、適切な助言・支援をする必要がありま
す。
〇市が業務を遂行する中で生じる法的な問題やリスクに対し、適切
に対応できるよう、専門性の高い助言や支援をする必要がありま
す。
〇市民の期待に応えるため、多様な人材を確保し、職員の育成に
取り組む必要があります。
〇生産性の向上につなげるために、職員がいきいきと仕事に取り
組める対策（メンタルヘルス対策やハラスメント対策等）が求められ
ています。
○安全・安心な施設やインフラを維持するため、市が発注する工事
の品質向上が求められています。
○データの公開にあたって、国や東京都が進めるデータ利活用を
促進するための取組を踏まえ、利用者が使いやすい形式で公開
する必要があります。

○厳しい財政状況が続くことが見込まれる中で、人件費など、業務
にかかるコストを減少させる必要があります。
〇市の業務を遂行する上で生じる様々な法的な問題やリスクに対
し、適切な支援、対応ができる組織体制を整えています。
〇2025年2月に策定した「町田市職員人材育成総合プラン25-29」
に掲げる、めざす職員像「みんなを思いやり、自ら考え、自ら行動し
続ける職員｣を実現するため、研修等を通じて職員の育成に取り組
んでいます。
〇メンタル病休者の復職を支援するためのプログラム（「M-RAP（町
田市復職行動プログラム）」）を整えています。またハラスメント防止
対策については、対策委員会の委員に有識者を任命するととも
に、第三者機関による相談窓口も設置し、職員が相談しやすい体
制を整えています。
〇2024年度に職員課内にワークサポートルームを開設し、庁内の
軽作業を障がいのある会計年度任用職員が一括して請け負う体制
を整えています。法定雇用率達成に向けて、今後も障がいのある
職員への支援体制の拡充や、全職員へ障がい者に対する理解を
促進する必要があります。
○市が発注する工事や工事関連業務委託の適正な履行と工事等
品質向上のため、研修を通じて技術職員の技術力の向上を図るこ
とが必要です。また、法改正などの情報を事業者に提供することが
求められています
○2016年度からオープンデータカタログサイト（誰もが簡単にデー
タを検索したり、ダウンロードが可能なオープンデータ専用サイト）
に、市の持つ様々なデータ（道路網図や地形図などの空間デー
タ、地質調査データ、人口や児童・生徒数等の推計データなど）
を、利活用しやすい形式で公開しています。

○国が実施した令和6年（2024年）地方公共団体定員管理調査に
基づく常勤一般職員数の比較では、町田市は人口1万人当たりの
職員数が、近隣の同規模自治体10団体の中で、最も少なく、効率
的な職員体制をとることができています。
〇他市が実施した決算議会資料用調査によると、令和5年（2023
年）4月1日現在の人口1万人当たりの会計年度任用職員数は、東
京26市の中で4番目に少ない状況です。しかしながら、2020年度の
制度導入以降、人数は増加傾向にあります。そのため、これまで以
上に会計年度任用職員人数の適正化に向けて取り組んでいく必
要があります。
〇技能労務職員の減少に伴う、業務スキルやノウハウの継承、災
害対応能力の低下といった問題に対応するため、2022年度に「町
田市技能・労務系業務のあり方方針」を策定しました。それに伴
い、技能・労務系業務の管理業務を担う新たな職を設置しました。
同様の形態をとっているのは、多摩26市では町田市のみです。
〇2024年5月時点で、弁護士資格を有する常勤職員を任用してい
るのは、多摩26市のうち、町田市を含め9市です。
〇地方公務員の男性育児休業の取得率(2023年度実績、総務省
調べ)の平均は47.6%、市区町村の平均は51.6%に対して、町田市
では91.5%（2023年度実績）となっています。ワークライフバランスの
実現のため、引き続き、互いにサポートしながら円滑に休暇取得で
きる職場づくりを進めることが必要です。
〇他自治体に先駆けた職員採用試験の実施や募集区分の拡充を
行っています。2024年度には、町田市を育児・介護・転職など様々
な事情により退職した職員を再度採用し、即戦力として活躍しても
らうための「アルムナイ採用」を実施しています。さらに、10月採用
や、土木技術職及び建築技術職の主任職採用の募集区分を新た
に実施しています。また、LINEによる受験申し込みは、多摩26市で
町田市のみです。
〇2024年度時点で、ハラスメント防止対策委員会の委員に有識者
を任命しているのは、多摩26市のうち、町田市と狛江市のみです。
また、ハラスメントに関わる第三者機関の相談窓口を設置している
のは、町田市を含め7市です。
〇2024年度のメンタル疾患による30日以上病休者の割合は、町田
市3.8%、多摩26市平均3.7%(2024年度)です。
〇2024年度時点で、メンタル病休者本人の自主性を引き出し、休
業を繰り返さない仕組みを導入しているのは、多摩26市のうち、町
田市、立川市、国分寺市、多摩市、調布市、小平市の6市です。
○2024年度末時点で、工事及び工事関連業務委託の成績評定を
全件公表しているのは、多摩26市では町田市のみです。
○データ利用者の利便性向上のために、オープンデータの検索・
閲覧に特化したオープンデータカタログサイトを開設してるのは、
多摩26市で町田市のみです。

○少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少、急激な物価上昇、構
造的収支不足等に対応しつつ、市民サービス向上と業務の生産
性向上を実現するためには、行政サービスの見直しや、組織のスリ
ム化、業務のデジタル化、多様な主体との協働・共創を推進してい
く必要があります。
○市民の個人情報保護、防犯意識の高まりやオートロック住宅の
増加、ライフスタイルの多様化により、調査世帯への接触が難しく
なっています。また、高齢化や共働き世帯の増加の影響により、調
査員の確保も難しくなっています。
〇デジタル技術の進展により、事務手続の変革が求められ、国が
障壁となる法令の規定の改正（アナログ規制の見直し）を進めてい
る中で、市の例規等の規定についても、積極的な見直しが求めら
れています。
〇社会全体のデジタル化に対応した「個人情報の保護」と「データ
流通」の両立の実現に向けて、個人情報の保護に関する法律に
沿った個人情報の取り扱いを定着させる必要があります。
〇日本人全体のライフスタイルが変化する中で、職員の働き方に
対するニーズも多様化してきています。「次世代育成支援対策推
進法」や、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」の
趣旨を踏まえながら、「特定事業主行動計画」に基づき、多様で柔
軟な働き方を検討し実現していく必要があります。
〇職員研修において、ライブ配信や動画配信などオンライン化を
進めています。他自治体に先駆け自ら科目を自由に選択できる動
画視聴形式での研修を実施しています。今後も受講者の意見を踏
まえ、より実践的な内容となるように改良し続ける必要があります。
〇全国的に地方公務員のメンタル病休者は増加傾向（職員10万
人あたり1219.3人（2013年度）から2286.4人（2023年）と、10年前の
約1.9倍)にあるため、メンタルヘルス対策を強化する必要がありま
す。
○建設業界でDX（デジタルトランスフォーメーション）が本格的に始
まっています。工事関連部署の職員や事業者に対し、DXに必要な
設備やソフトなどの情報提供を進める必要があります。
〇昨今の急激な物価上昇や市内事業者の深刻な人手不足によ
り、市発注工事の入札不調が続いています。工事の円滑な受注に
向けて、働き方改革に合致した工期の確保と工事価格の適正化を
図る必要があります。
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4 働きやすい職場の実現

① 年間の時間外勤務時間数（1人当たり平均）

②-1 出産支援休暇の取得率
（配偶者等の出産に際して、子の養育や家事等を
行うための休暇）
②-2 育児参加休暇の取得率
（配偶者等の産前から子が1歳になるまでの間、一
時的に子の養育や家事等を行うための休暇）

③ハラスメント防止に関する理解度テストの反復問
題正答率

④-1休職要因分析に基づいた実践型研修の実施
回数
④-2メンタル疾患による30日以上病休者の割合の
26市平均比較

① 131.5時間

②-1 2023年度実績(68.1%)
②-2 2023年度実績(57.5%)

③43.3%

④-1 2回
④-2 26市平均値以上（2024年度平均値3.7%）
※町田市2024年度3.8%

① 120時間以内

②前年度実績以上

③51.9%

④-1 2回
④-2 26市平均値以下（2024年度平均値3.7%以下）

3 成長できる職場の実現

①-1　町田市職員人材育成総合プラン25-29の理
解促進研修の受講者数
①-2 職員意識調査における町田市職員人材育成
総合プラン25-29の理解度

②キャリア意識の醸成や職場全体の活性化に関わ
る新たな取組の導入実施件数

①-1　　-

①-2　　-

②-

①-1 計2,600人（全職員）

①-2 90.0%

②5件

2
施策立案や業務遂行時における法務支援の強化及び市職員の法務能力の
向上

①庁内研修実施回数

②庁内報発行件数

③行政法律相談の解決率

①庁内研修5回

②庁内報4回

③99%

①庁内研修5回

②庁内報4回

③80%以上

部名 総務部

部長名 浦田　博之

目標値 達成時期部の経営課題 指標 現状値

1 職員定数の適正化 職員定数 2,163人 2,141人 2026年度

2025年度

①-1 2029年度

①-2 2028年度

② 2029年度

①② 2029年度

③④ 2025年度
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部名 総務部

部長名 浦田　博之

目標値 達成時期部の経営課題 指標 現状値

－

8 組織体制の効率化 見直しの実施 － 完了 2025年度

7 オープンデータの充実 オープンデータファイル数 1,251件
毎年50件追加

6 工事及び工事関連業務委託の品質向上に係る成績評定の公表及び活用

①「町田市優秀工事賞」の贈呈式の開催状況

②優秀な事業者の工事ノウハウの情報提供回数

③工事成績評定全件中の優良な評定（70点以上）
の割合

①「町田市優秀工事賞」の贈呈式の開催

②1回

③73.1%(2024年度）

①「町田市優秀工事賞」の贈呈式の開催

②1回

③80.0%以上の維持

5 選ばれる職場の実現

①町田市や大学等主催の就職説明会における採
用試験情報の周知回数

②障がい者雇用の法定雇用率

①29回

②2.51%

①2024年度実績以上（2024年度実績：29回）

② 3.0%

① 2025年度

② 2026年度

① 2025年度

② 2025年度

③ 2025年度
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

3 3

個
別
計
画

成長できる職
場の実現

①2025年2月に策定した「町田市職員人材育成総
合プラン25-29」の浸透を図るため、理解促進研修
を実施します。

②職員が個々の能力を発揮し、キャリア形成意識
を持てるような新たな取組を実施します。

①受講者数

②取組の導入件数

①700人

②1件

2 2 -

施策立案や業
務遂行時にお
ける法務支援
の強化及び市
職員の法務能
力の向上

①政策目的に沿った例規等を策定できるよう、所管
課に対して必要な支援を行います。また、職員が
業務を遂行する上で必要な法務能力を身に付ける
ため、職員研修の実施や庁内報の発行等を行いま
す。

②所管課が業務を遂行する際に、法的な問題が生
じた場合に、弁護士資格を有する法務担当課長が
相談に応じ、問題の解決に向けた支援を行いま
す。

①-1庁内研修実施回数

①-2庁内報発行件数

②行政法律相談の解決
率

①-1庁内研修
5回

①-2庁内報4
回

②80%以上

職員定数の適
正化

・町田市職員定数管理計画（22-26）の進捗を確認
するとともに、制度改正や環境変化を踏まえ、2026
年度の職員定数を決定します。
・2026年度の職員定数は、2,141人とします（2025
年度2,163人から22人削減）。

・他市調査や現状分析を行い、より効率的かつ効
果的な執行体制の構築を目指して、次期職員定数
等管理計画の策定に向けた検討を行います。

2026年度職員定数 2,141人

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1

経
営
改
革
プ
ラ
ン

総務部

浦田　博之

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

5 5

個
別
計
画
/
全
庁
で
取
り
組
む
施
策
の
推
進

選ばれる職場
の実現/「障が
い者への差別
を解消し共生
社会の実現」

①多様な人材を採用するため、多くの方に町田市
を就職先として選んでもらえる取組みを行います。
キャリア教育プログラムなどの町田市主催イベント
や、大学等主催の就職説明会に参加し、町田市の
魅力を発信するとともに、職員採用試験の周知を
図ります。

②「町田市職員障がい者活躍推進計画」に基づ
き、障がいのある職員が、能力を十分に発揮して活
躍できる職場の実現に向けて取り組みます。事業
所として、障がい者雇用を促進し、障がい種別を限
定しない採用試験や会計年度任用職員の採用等
を実施して、法定雇用率の達成を目指します。

①町田市や大学等主催
の就職説明会における
採用試験情報の周知回
数

②障がい者雇用の法定
雇用率

①2024年度実
績以上（2024
年度実績：29
回）

②2.8%

4 4

個
別
計
画

働きやすい職
場の実現

①2024年度における時間外勤務の要因の整理・分
析・検証を行い、年間の時間外勤務時間数の低減
に取り組みます。

②男性職員の育児参加率向上のための取組を検
討し、実施します。

③ハラスメント防止体制の周知と、ハラスメント防止
意識の向上のため、全職員対象にe-ラーニングを
効果的に活用し反復学習を実施します。ハラスメン
ト防止に特化した研修及び受付担当者向けの研修
を実施し、さらなる啓発を行います。

④メンタル疾患による病休者の休職要因について
分析します。心身の健康づくりに関する情報発信
やメンタルヘルス研修を実施します。組織を率いる
管理職が対応策を模索できるよう、ストレスチェック
結果や休職要因等をグループワークに取り入れた
実践型の研修を実施します。
上記の取組により、メンタル疾患による30日以上病
休者の割合の抑制を目指します。

①年間の時間外勤務時
間数（1人当たり平均）

②-1 出産支援休暇の取
得率
（配偶者等の出産に際し
て、子の養育や家事等を
行うための休暇）
②-2 育児参加休暇の取
得率
（配偶者等の産前から子
が1歳になるまでの間、
一時的に子の養育や家
事等を行うための休暇）

③ハラスメント防止に関
する理解度テストの反復
問題正答率

④-1休職要因分析に基
づいた実践型研修の実
施回数
④-2メンタル疾患による
30日以上病休者の割合
の26市平均比較

① 128時間

②前年度実績
以上

③前年度成績
以上

④-1 2回
④-2 26市平
均値以下
（2024年度平
均値3.７%以
下）
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

90%以上9 4

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
推
進

勤務間イン
ターバルの確
保

以下の取組により、勤務時間インターバルを確保
し,ワークライフバランスを推進します。
・働き方の見直し
テレワークやリモート会議システム、時差勤務の活
用、会議時間延長や時間外打合せの禁止、業務
終了後15分以内退庁の徹底等
・業務の平準化
事務処理実施時期の適正化と担当者の分散化、
協力体制の見直し等
・担い手の変更
業務の自動化、委託化、会計年度任用職員の活
用等

終業時刻から次の始業
時刻までの間に、11時間
の休息時間を確保でき
た割合

8 8

事
務
事
業
見
直
し

組織体制の効
率化

2025年4月1日の組織改正を踏まえ、より効率的な
組織体制の構築に向けて、執務環境や人員体制
等の見直しを行います。

見直しの実施 完了

7 7

経
営
改
革
プ
ラ
ン

オープンデー
タの充実

市民、地域団体、教育機関、事業者等が行政デー
タを活用する機会を拡げるため、「町田市オープン
データガイドライン」に基づき、町田市ホームページ
及び町田市オープンデータカタログサイトに掲載す
るデータファイルを増やします。

オープンデータファイル
追加数

50件

6 6 -

公共工事等の
品質向上に向
けた成績評定
の公表及び活
用

①「町田市優秀工事賞」の贈呈式において、公共
工事の品質向上に貢献した工事の受注事業者に
賞状を贈呈します。さらに、町田市ホームページな
どで公表することにより、受注者全体で更なる品質
向上への意欲が高まります。

②優秀な事業者の工事ノウハウを市内事業者全体
に伝えていきます。

③工事成績評定において評価が低くなりやすい項
目や、品質向上のポイントについて、施工状況確
認や中間検査の際に積極的に受注者へアドバイス
します。また、工事成績評定点65点未満となった受
注者に対して技術支援を行います。

①「町田市優秀工事賞」
の贈呈式の開催状況

②優秀な事業者の工事
ノウハウの情報提供回数

③工事成績評定全件中
の優良な評定（70点以
上）割合

①「町田市優
秀工事賞」の
贈呈式の開催

②1回

③80.0％以上
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健全な財政運営の確保、市有財産の適正な管理と活用、契約事務の適正な執行及び財務情報の徹底した情報提供によって、効率的で効果的な行政経営を推進します。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

〇社会情勢の変化とともに、行政サービスへの市民ニーズが多様
化しています。厳しい財政状況の中においても、持続可能な財政
運営と市民ニーズへの対応の両立が求められています。

〇市民との情報共有を進めるために、市民にとってよりわかりやす
い財務情報の提供が求められています。また、従来の官庁会計で
は説明できない、資産の増減、負債の将来負担などについても、
市民への説明責任が求められています。

〇市庁舎と「（仮称）子ども・子育てサポート等複合施設等の仮設
施設」を適切に管理し、来庁者や職員が快適に使用できる環境を
維持しています。

○職員が安全に公用車を利用することができるよう管理していま
す。

〇市民の財産である公有財産を適切に管理するとともに、未利用
地の売却や貸付を行うことで、有効活用を図ります。

○公平、公正な契約制度のもとに適正価格で品質の良い社会資
本整備や行政サービスの提供が求められています。また、市内事
業者の育成と地域経済の活性化に寄与することが求められていま
す。

○工事施工時期の平準化の一環として、大型契約案件情報の早
期公表や公共工事発注見通しの内容を詳細に公表することで、事
業者がより入札に参加しやすい環境整備を行っています。

○電子契約の普及拡大により、事業者の負担軽減が図れます。

〇人手不足を背景とした物価高騰などの影響により、歳出の増加
が見込まれる中、財政調整基金の活用や市債の適正な借入れを
行い、健全で持続可能な財政運営が求められています。

〇物価高騰や子育て支援を背景とした様々な補助制度の創設や
拡充が行われており、新たな国庫補助金などの交付が想定されま
す。

〇限られた職員数や予算の中で、継続して行政サービスを提供す
る必要があります。

〇行政評価シートでは、新公会計に基づく財務情報と非財務情報
を融合した事業単位での分析を行っており、事業を開始した2012
年度からデータを蓄積しています。これにより、同一事業の経年比
較や類似事業の事業間比較など、様々な視点での比較分析が可
能です。蓄積された財務情報を活用することで事業マネジメントを
促進させる必要があります。

〇市庁舎竣工から13年目に入り、空調設備をはじめとする各設備
に不具合が生じてきています。したがって、2020年度に再編した中
長期修繕計画に基づき、計画的な設備修繕を行うことで、市庁舎
の適切な維持管理を行います。

〇新たに「（仮称）子ども・子育てサポート等複合施設等の仮設施
設」を管理します。市庁舎と同様に警備や設備、清掃等の業務委
託事業者の管理をはじめ電気使用量等の設備管理を行います。

〇町田市第５次環境配慮行動計画に基づき、再生可能エネル
ギーを活用した市庁舎の維持管理を検討する必要があります。ま
た、環境に配慮した次世代型の公用車導入します。

〇2023年度末の市民一人当たりの市債元金残高は201,858円であ
り、多摩26市中、多い方から9番目となりました。また、市民一人当
たりの財政調整基金積立金現在高は24,024円であり、多摩26市
中、少ない方から5番目となりました。引き続き、多摩26市や類似団
体とも比較しながら、市債や基金の残高を適正水準で維持していく
必要があります。

〇ビルエネルギー管理システム（BEMS）のデータをもとに、26市で
初めて導入したAIを活用して、エネルギー使用量の分析を行い、
最適で効率的な空調の自動運転を実施しています。今後も更なる
エネルギー使用量の削減を図っていきます。

○低・未利用地の活用について、多摩２６市の中では先駆けて
ホームページ上に情報を公開しました。今後も内容を拡充させて
公有財産の活用に努めていきます。

〇東京電子自治体共同運営に参加する59団体のうち、36団体で
部分的に電子契約を導入しています。その中でも町田市を含む10
自治体は2023年度より先行して電子契約サービスを導入し、運用
を開始しています。町田市においては2025年度より契約案件全件
について電子契約を導入することで、事業者の負担軽減と契約事
務の効率化につなげていきます。

〇今後、学校の建て替えや公共施設の再編など、多額の費用を要
する事業を控えており、後年度負担への備えが必要です。また、こ
れらの事業実施に伴う市債発行額の増加により、市債元金残高は
増加傾向が続く見通しであり、将来的な公債費負担を抑制するた
め、より財政負担の少ない借入方法を選択していく必要がありま
す。

〇国によるふるさと納税制度の見直しが進められており、2025年10
月からポータルサイトのポイント付与が廃止されます。今後も制度
見直しの影響や国の動向を注視しながら、「応援したい地域を納税
者が選択して支援する」というふるさと納税の本来の趣旨に則っ
て、適切に運用していく必要があります。

〇2022年1月15日に町田市は、2050年までに温室効果ガス排出実
質ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ」の表明を行いました。市庁舎
でも温室効果ガス排出の削減に向け取り組みを進めていきます。

〇2025年3月で国の電気料金の補助が終了したため、歳出の増加
が予想されます。来庁者や職員に対して快適に利用できる環境づ
くりを意識しながら、電気使用量の抑制に努めるため、職員の省エ
ネルギー意識を向上させる必要があります。

〇202４年9月18日に発表された令和6年地価調査によると、景気の
緩やかな回復に伴い全国的に土地の価格が上昇傾向にあります。

○世界情勢の変化や長期にわたる円安傾向、原油価格の高騰等
に伴い、資材等の物価高騰、半導体不足が続いています。市が発
注する契約ににおいても、資材不足、人材不足、また半導体不足
を理由とする入札不調が懸念されます。そのため、常に最新の情
報を収集・活用して、適正な工期及び価格設定で発注する必要が
あります。

○公共契約における受注者、発注者双方の事務負担の軽減、生
産性向上や働き方改革を推進するため、入札・契約に関する手続
の効率化が求められています。

部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

財務部

井上　誠

部名

部長名
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2026年度

2028年度

2026年度

2025年度

2029年度

達成時期部の経営課題 指標 現状値

1 健全で持続可能な財政の確立
①実質公債費比率

②財政調整基金年度末残高

①0.6%
（2023年度決算値）

②106億円
（2024年度末見込）

①2.6%

②80億円以上
2026年度

部名 財務部

部長名 井上　誠

目標値

2 公会計情報によるマネジメント機能の強化

①費用対効果が改善した事業の割合

②課題解決・目標達成に向けた今後の取組み実
施割合

①37.9%（2023年度決算）

②98.2%（2023年度決算）

①50%

②90%（毎年度）

3 市庁舎のエネルギー使用量削減 電気使用量（kwh）
2,988,300KWh
(2024年度の電気使用量)

2,868,768kWh
(2024年度比4%減)

4 公有財産の適正な管理
低・未利用地の活用方針の策定
（2024年度末時点の未利用地合計面積39,198.60
㎡）

未策定 活用方針の策定

5 ワークライフバランスの推進 一人あたりの時間外勤務時間数
177時間
(2024年度の一人あたりの時間外勤務時間数)

159時間
（2024年度比10％減）

6 事務事業見直しの推進 全庁の電子契約率 導入前 100%
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1

経
営
改
革
プ
ラ
ン

財務部

井上　誠

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

市債発行額と
財政調整基金
残高の適正管
理

予算編成において、後年度負担の影響を考慮し
て、市債借入額、財政調整基金の取り崩し額を決
定します。

①市債元金年度末残高

②財政調整基金年度末
残高

①1,100億円
以下

②80億円以上

2 3

経
営
改
革
プ
ラ
ン
／
全
庁
で
取
り
組
む
施
策

市庁舎のエネ
ルギー使用量
削減／「ゼロ
カーボンシ
ティまちだ」

市庁舎の省エネルギーを推進するため、省エネル
ギーに関する啓発活動を行い、意識向上を目指し
ます。

電気使用量
（2024年度の電気使用
量2,988,300KWh)

2,958,417kWh
（2024年度比
1％減）

3 1

経
営
改
革
プ
ラ
ン

財源確保策の
強化

①既存の国や都支出金等に加え、新たな交付金
の活用を庁内へ促し、事業の迅速な実施や新たな
財源の確保に取り組んでいきます。

また、国や都へ補助金の要望活動を継続して行
います。

②ふるさと納税を通じて、町田市の取組や魅力を
市内外に発信します。特にガバメントクラウドファン
ディングを活用し、町田市の取組への関心と共感を
高めます。

①新たな財源を活用した
事業数

②ガバメントクラウドファ
ンディングによるふるさと
納税の実施件数

①6事業

②2件
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

5 5

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
推
進

時間外勤務時
間数削減の取
組

繁忙期における担当間の応援体制を構築し、時間
外勤務を削減することで、ワークライフバランスを推
進します。

一人あたりの時間外勤務
時間数
（2024年度：177時間）

159時間以下
（2024年度比
10％減）

4 2

経
営
改
革
プ
ラ
ン

行政評価シー
トを活用したマ
ネジメントの改
善

①行政評価シートを活用した経年比較など、事業
の成果及び財務の分析を踏まえ、課題解決・目標
達成に向けた今後の取り組みを2026年度予算に反
映させ、事業課題の解決や目標達成、費用対効果
の改善を図ります。

②行政評価シートにおける課題解決・目標達成に
向けた取り組みの検討に必要となる職員の事業マ
ネジメント能力を向上させるため、行政評価シート
を活用した事業マネジメントの実践を目的とする研
修を実施します。

①「課題解決・目標達成
に向けた今後の取り組
み」の2026年度当初予
算への反映件数

②行政評価シートの活
用に向けた研修の実施
件数

①100件

②2件

6 4

経
営
改
革
プ
ラ
ン

公有財産の適
正な管理

公有財産の有効活用のため、低・未利用の市有地
の売却や貸付けを行います。

①活用方針の検討

②低・未利用地の活用
（2024年度末時点の未
利用地合計面積
39,198.60㎡）

①検討

②2,000㎡
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

電子契約の完
全導入

電子契約が可能な契約案件の全件導入に向けた
普及啓発活動

契約課案件の電子契約
率（2024年度：46.26%）

50%7 6

事
務
事
業
見
直
し
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部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

財務部営繕担当

荒木　勇生

部名

部長名

市有建築物等の合理的かつ機能的な建築と修繕（営繕）を通じて、利用者の皆様に安全で快適な施設空間を提供し、地域の活力や魅力の向上を実現します。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

〇施設を安全・安心、快適に利用できるよう整備することが求めら
れています。

○厳しい財政状況においても、必要となるサービス機能を維持・向
上させるため、計画的に市有施設の維持保全を推進することが求
められています。

○将来の財政負担を考慮した「町田市中期修繕計画」（2024年度
改定）に基づく計画的な工事の実施や、コスト削減につながる工法
の研究、官民連携の推進等が求められています。

○施設の長寿命化やライフサイクルコストの縮減を進めつつ、環境
に配慮した持続可能な施設整備や維持・保全を進めることが求め
られています。

○老朽化が進む公共施設の増加に伴う施設管理者や利用者から
の修繕要望に対し、優先順位付けを行いながら適切に対応するこ
とが必要です。

○当市は、369施設の公共建築物を有しており、その総延床面積
は約100.5万㎡です（2023年度末時点）。このうち最大の面積割合
は、学校教育施設であり、総延床面積の約49％を占めています。

○市有建築物全体において、築30年以上の施設が延床面積割合
で約66％を占めているため、維持管理費用は財政上の課題となっ
ています。

○営繕課は多くの技術職員を配置し、施設営繕に関する全庁統括
機能を果たすだけでなく、施設管理者への技術的支援等を行って
います。

○建築・電気・機械・土木などの専門職員の技術力の向上や、担
い手の育成が必要です。

○市有建築物の延床面積の合計は、約100.5万㎡で市民一人当
たり約2.33㎡です（2023年度末時点）。近隣自治体の一人当たりで
は、八王子市約2.04㎡（2020年度末）、横浜市約2.71㎡（2019年度
末）、相模原市約2.16㎡（2019年度末）となっています。

○営繕業務は、「ゼロカーボンシティまちだ」の実現を目指し、2024
年度に全国的にも稀な改修工事でのZEB認証を、設計段階におい
て取得しました。

○2022年度に実施したアンケート調査では、東京都多摩26市の
内、営繕業務にBIMを導入する自治体は当市のみとなっており、他
市に先駆けた取り組みを進めています。

※ZEB（Net Zero Energy Building）とは、快適な室内環境を実現し
ながら建物で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロにする
ことを目指した建物のことです。

※BIM（Building Information Modeling）とは、コンピューター上に作
成した3次元形状情報に加え、部屋等の名称・面積、材料・部材の
仕様・性能、仕上げ等、建物の属性情報をあわせ持つ建物情報モ
デルを構築するシステムのことです。

○脱炭素社会の実現に向け、施設の木造・木質化やZEB化等の
環境に配慮した施設整備を進める必要があります。

○新たな公共施設の整備においては、公共施設再編計画等を踏
まえ、建物総量を削減しつつ、施設の多機能化や再配置、民間施
設との複合化を取り入れるなど、時代に適応したまちづくりの視点
が必要です。

○民間事業者の参入促進を図る中で、これまで培った営繕業務の
技術的ノウハウを活かし、より良く質の高い施設整備につなげてい
くことが求められています。

○技術者の人材不足や建設資材価格が高騰する中でも、ライフサ
イクルコスト削減や施設を長寿命化するため、新たな工法等の検
討が必要です。

○2024年4月から適用された建設業における時間外労働の上限規
制を受けて、より一層、工事現場の週休2日の定着が求められてい
ます。

○全国的に公共工事における入札不調・不落が増加しており、そ
れへの対策が必要です。
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3 ワークライフバランスの推進 1人あたりの時間外勤務の時間数 178時間
160時間以下
（2024年度178時間比10％減）

2 「ゼロカーボンシティまちだ」の実現に向けた施設整備の推進
施設整備における脱炭素化のためにZEB化する施
設数

- 4施設

部名 財務部営繕担当

部長名 荒木　勇生

目標値 達成時期部の経営課題 指標 現状値

1
限られた資源や人材の中で、市民サービスの維持・向上を図る営繕業務の推
進

①市有建築物の維持保全と長寿命化のための調
査施設数

②営繕業務のDX

①22施設

②施工管理アプリを活用した実証実験の完了

※施工管理アプリとは、現場とクラウドサービス（イ
ンターネット経由でアクセスが可能） でつながり、施
工管理に必要な情報を一元管理し、関係者間でリ
アルタイムに共有できるアプリです。

①57施設

②施工管理アプリの本格導入

①2032年度

②2025年度

2032年度

2025年度
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

4 3

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
推
進

時間外勤務時
間数削減

時差勤務やテレワークを積極的に活用することによ
り、時間外勤務時間数の削減を図ります。

1人あたりの時間外勤務
の時間数

160時間以下
（2024年度178
時間比10％
減）

3 2

全
庁
で
取
り
組
む
施
策

「ゼロカーボン
シティまちだ」

施設整備における脱炭素化として、以下の取り組
みを行います。
①南市民センターにおいて、町田市初となるZEB
化改修工事を実施します。
②鶴川西地区統合新設小学校、鶴川東地区統合
新設小学校及び（仮称）子ども・子育てサポート等
複合施設の設計において、ZEB認証の取得に向け
た設計を行います。

※ZEB（Net Zero Energy Building）とは、快適な室
内環境を実現しながら建物で消費する年間の一次
エネルギーの収支をゼロにすることを目指した建物
のことです。

①実施

②設計におけるZEB認
証取得

①実施

②2件

2 1

事
務
事
業
見
直
し

営繕業務の
DX

営繕業務の効率化および工事受注者等の工事手
続きの負担軽減を図るため、施工管理アプリを導
入します。

※施工管理アプリとは、現場とクラウドサービス（イ
ンターネット経由でアクセスが可能） でつながり、施
工管理に必要な情報を一元管理し、関係者間でリ
アルタイムに共有できるアプリです。

本格導入 本格導入

市有施設の計
画的な修繕

「町田市中期修繕計画」の2025年度調査対象とな
る15施設について、現地調査を実施し、的確な施
工方法や効果的な工事費の算出につなげます。

調査施設数 15施設

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1

個
別
計
画

財務部営繕担当

荒木　勇生

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定
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部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

財務部税務担当

遠藤　雅子

部名

部長名

・財政の根幹である市税収入を確保し、市政の安定した運営に貢献します。
・公平公正な課税・徴収事務を行うとともに、納税者への説明責任を果たします。
・納税者の申告・納税における時間や場所の制約を減らし、利便性向上を図ります。
・社会環境の変化に柔軟に対応できる業務執行体制を構築し、市民サービスを維持します。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

〇納税者は公平公正な市税等の課税・徴収と、わかりやすい説明
を求めています。

○納税者が市税の申告や納付等を時間や場所の制約を受けずに
行えるよう、eLTAX（地方税電子申告システム）等のデジタル技術
を活用した環境整備が求められています。

○窓口業務等の包括的な外部委託（BPO）における民間企業のノ
ウハウ活用や市税と社会保険料の徴収一元化により、市民サービ
スの向上と効率的な執行体制を両立しています。

〇電力やガス、食料品等の価格高騰が続くなか、生活困窮や経営
難により納税相談に来庁する市民への丁寧な対応が求められてい
ます。

〇個人の課税や徴収に係る情報については、適正な保護、管理
が求められています。

○公平公正な課税により歳入を確保できるよう、税務3課（市民税
課・資産税課・納税課）の約180名の職員が能力を最大限発揮する
とともに、各課の連携をさらに強化し、業務効率を高めていく必要
があります。

〇正規職員数は減少する一方で、地方税法等においては「徴税
吏員」等の資格要件を持つ職員が担うべき業務が定められていま
す。そのため、さらなるＤＸの推進や包括外部委託などのアウトソー
シングを活用し、正規職員が行うべき業務により注力できるようにす
る必要があります。

○業務の担い手が正規職員、会計年度任用職員、派遣職員、委
託業者と多様化しており、それぞれの立場、役割を正確に理解して
連携し、生産性を向上させる必要があります。

○課税業務は、法律で定められた申告期限や課税基準日に則り、
税額を決定し、納税通知書を送付する必要があるため、職員の時
間外勤務が一定期間に集中し、心身に負担がかかります。特に個
人住民税業務は、約半年間にわたるため、職員の過重労働解消を
図る必要があります。

○市民や納税義務者に対し、税に関する知識・情報の周知をわか
りやすく効果的に行うため、税務や租税教育に携わる関係団体と
連携した取り組みが求められています。

〇市税と後期高齢者医療保険料及び介護保険料の収納事務・滞
納整理事務にかかる問合せや相談、各種手続を一括して納税課
で扱うことで市民サービスの向上だけではなく、高収納率を維持で
きています。

○現年課税と滞納繰越分を合わせた総収納率は、市税99.24％
（多摩26市中7位）、国民健康保険税93.06％（同６位）といずれも高
い水準にあります。特に、滞納繰越分の収納率では、市民税
50.4％(同4位)、国民健康保険税45.1％(同3位)と高い水準にありま
す(2023年度決算値)。

○ひとつの部署で市税以外の滞納整理を実施している自治体は、
多摩26市のうち、町田市を含む15市です。このうち、町田市を含む
7市が非強制徴収公債権・私債権を含めた徴収一元化を実施して
います（2024年3月時点）。

○eLTAX（地方税ポータルシステム）による2023年度申告件数は、
人口規模及び産業構造により分類される類似団体32自治体間で
比較すると、個人住民税と法人市民税は共に3位、固定資産税（償
却資産税）は2位です。また、事業所税は5自治体中3位です。
（2024年3月時点）

〇税務証明書(市民税・都民税　課税・非課税証明書及び納税証
明書、軽自動車税納税証明書（車検用）)はLINEアプリで交付申請
できます。LINEアプリで交付申請ができる自治体は、多摩26市に
おいては、町田市のみです。

〇原動機付自転車等の新規登録、廃車申告、名義変更について
オンライン申請できます。オンライン申請ができる自治体は多摩26
市においては町田市のみです。

〇国は、子育て支援や物価高騰対策、環境政策等を税制を活用
して実施するため、税制が複雑化しています。これらの税制改正に
迅速かつ適正に対応する必要があります。

○「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（標準化
法）」（2021年9月施行）において、住民記録、地方税、福祉など主
要な20業務の基幹業務システムを2026年3月末までに標準化・共
通化することが定められています。そのため、国が策定した標準仕
様書に準拠したシステムの導入を、期限内に完了させる必要があり
ます。

〇eLTAX（地方税ポータルシステム）の機能拡充が予定されてお
り、事務の効率化が見込まれることから、納税者の利用促進に向け
た働きかけや、機能拡充後の業務フローの見直しに取り組む必要
があります。

〇金融機関の店舗削減や、窓口での公金取扱いの縮小が進んで
います。一方で、地方税統一QRコードからeLTAX（地方税ポータ
ルシステム）にアクセスすることで、様々なキャッシュレス支払いが
可能となっています。今後は、事務の効率化の点から納税者の利
便性を確保しつつ、決済手段を整理していく必要があります。

○社会、経済環境の変化と相まって、働き方やビジネスのあり方が
多様化しています。これらの状況を見据えながら、市税の基となる
個人所得や企業収益を的確に把握する必要があります。

〇郵便の翌日配達・土曜日配達が廃止され、納税者に届くまでの
日数がかかるため、納付期間を確保する必要があります。

○個人情報保護法が改正され、個人情報の適正な取扱いに関し、
個人情報の有用性に配慮しつつ、プライバシーの保護を含む個人
の権利利益の保護、管理が求められています。

○国は、税に関する保有データのオープン化に向けた法的及び技
術的な課題に対する具体的な対応方法について検討を進めてお
り、市も適切に対応していく必要があります。

○「町田市子どもにやさしいまち条例（まちだコドマチ条例）」が
2024年5月に施行されたことを機に改めて子どもと子育て当事者の
視点に立ち、より一層、租税教育に取り組む必要があります。

34



3 限られた経営資源による、安定的かつ効率的な業務遂行

①包括外部委託の拡充

②税務3課における職員育成の実施状況

③勤務間インターバル※確保の割合
※終業時刻から次の始業時刻までの間に、11時間
の休息

①
【納税課】第2期実施
【市民税課】第1期実施
【資産税課】実施検討

②実施

③－

①税務3課での包括外部委託の実施

②実施

③90％以上

2 課税・収納・徴収業務の正確性確保と業務効率化及び納税者の利便性確保

①～④電子申告利用率

⑤標準システムへの移行

⑥音声コード「Uni-Voice」の導入実施

①法人市民税：89.3％
②個人住民税：61.3％
③償却資産：43.2％
④事業所税：54.3％
（①～④は2025年3月末時点の値）

⑤移行準備

⑥導入準備

①法人市民税：90.0％以上
②個人住民税：62.4％
③償却資産：62％
④事業所税：68％

⑤移行完了

⑥実施

部名 財務部税務担当

部長名 遠藤　雅子

目標値 達成時期部の経営課題 指標 現状値

1
安定した市政及び社会保険制度運営に向けた、国民健康保険税、後期高齢
者医療保険料、介護保険料の高収納率の維持

①市税（国民健康保険税を除く）の収納率
②国民健康保険税の収納率
③後期高齢者医療保険料の収納率
④介護保険料の収納率

【収納率】
①市税
･現年課税分　99.5％
･滞納繰越分　52.6％
②国民健康保険税
･現年課税分　96.1％
･滞納繰越分　50.9％
③後期高齢者医療保険料
･現年度分　99.8％
･滞納繰越分　80.0％
④介護保険料
･現年度分　99.7％
･滞納繰越分　63.0％

【収納率】
①市税
･現年課税分　99.5％
･滞納繰越分　50.0％
②国民健康保険税
･現年課税分　96.5％
･滞納繰越分　46.3％
③後期高齢者医療保険料
･現年度分　99.8％
･滞納繰越分　80.0％
④介護保険料
･現年度分　99.7％
･滞納繰越分　63.0％

継続実施

①～④2029年度

⑤2025年度

⑥2025年度

①2027年度

②2025年度

③2025年度
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

4 3

経
営
改
革
プ
ラ
ン
／
事

務
事
業
見
直
し

包括外部委託
の拡充に向け
た検討・準備

市民サービス向上と市税業務の効率化のため、包
括外部委託の拡充に向けた検討を進めます。

①仕様書案の作成

②検討会の実施回数

①作成

②12回

3 2

事
務
事
業
見
直
し

電子申告の促
進

・eLTAX（地方税電子申告システム）を知らない方
に対し、税務部門（市民税課・資産税課・納税課）、
関係団体で連携し、認知度向上に向けた周知をし
ます。

eLTAX電子申告利用率

①法人市民
税：90.0％以
上
②個人住民
税：62.4％
③償却資産：
62％
④事業所税：
68％

2 2

事
務
事
業
見
直
し

税務システム
の標準化

・国の標準仕様書に基づいた税務システムへの移
行を完了します。

標準システムへの移行 移行完了

市税等の高徴
収率の維持

・現年度分の高い収納率を維持するとともに、期限
内に納付がない方には督促状や催告書を送付し
て納付を促します。それでも納付がない方には、早
期に財産調査を進め納付相談等を行い、滞納整
理を進めます。

①市税（国民健康保険
税を除く）の収納率

②国民健康保険税の収
納率

③後期高齢者医療保険
料の収納率

④介護保険料の収納率

①市税
･現年課税分
99.5％
･滞納繰越分
50.0％
②国民健康保
険税
･現年課税分
96.5％
･滞納繰越分
46.3%
③後期高齢者
医療保険料
･現年度分
99.8％
･滞納繰越分
80.0％
④介護保険料
･現年度分
99.7％
･滞納繰越分
63.0％

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1 -

財務部税務担当

遠藤　雅子

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

7 3

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
推
進

勤務間イン
ターバルの確
保

職員の生活時間や睡眠時間を確保するため、職員
の1日の勤務終了後、翌日の出社までの間に、一
定時間以上の休息時間を設ける「勤務間インター
バル」制度を試行します。

終業時刻から次の始業
時刻までの間に、11時間
の休息時間を確保でき
た割合

90％以上

6 2

全
庁
で
取
り
組
む
施
策

「障がい者へ
の差別を解消
し共生社会の
実現」

税に関するお知らせや通知を封入する封筒に音声
コード「Uni-Voice」を導入します。

実施 実施

5 3 - 人材育成 税務業務に関する研修を各課で実施します。 実施 実施
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災害、犯罪、交通事故から市民の生命、身体、財産を守るため、関係機関・団体と連携して安全安心なまちづくりを推進します。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

○市民一人ひとりが災害に直面した際に、混乱せず正しい行動が
とれるよう、災害に関する正しい知識の普及・啓発を推進していく必
要があります。

○町田市で暮らす人、訪れる人、事業を行う人の、生命、身体及び
財産を災害から守るため、町田市全体が一丸となって正確かつ迅
速に対応していくことが重要です。

○町田市で暮らす人、訪れる人、事業を行う人が、安全で安心なま
ちであることを実感して生活できるよう、防犯や交通安全に関する
啓発に取り組むとともに、地域団体等による防犯や交通安全活動
の支援をさらに進めていく必要があります。

○町田市では、「地区協議会」が10地区に設立されており、地区の
課題解決のための様々な活動が自主的に行われています。このほ
か、自主防災組織による防災訓練や、町内会・自治会、PTA等の
地域団体による防犯パトロール、登下校見守り等の活動が活発に
行われるなど、日頃から地域の課題を解決していくための素地が
できています。

○2024年度に市が行った防犯講習会等の参加者のうち72.7%が、
さらなる防犯行動をしたいと回答しています。

○町田市としては、引き続き、地域住民の活動を、日頃から積極的
にサポートしていく必要があります。

○東京消防庁、警視庁からの派遣者がいることで、消防署、警察
署との情報共有・連携が綿密にできています。

○防災に関心のない人や、未来の防災の担い手となる若者を含む
幅広い層に向けて、市民を「町田市防災アンバサダー」として任命
し、防災情報をあらゆる方法で魅力的に発信しています。「町田市
防災アンバサダー」という形で市民を任命し、広報活動を行ってい
るのは東京都では町田市のみです。

〇消防団員数は全国的には減少傾向にあるなか、町田市消防団
においては、積極的な募集活動や周知活動の結果、2024年度に
人員増を達成しています。

○近隣市と比べ、市が行う防犯パトロールなどの防犯活動に個人
として参加される方が多いことが特長となっています。さらに、親子
や外国の方、学生など幅広い方々も参加いただけるよう、他市の好
事例を取り入れながら取り組んでいく必要があります。

○2024年における人口1万人当たりの特殊詐欺被害発生件数は、
多摩26市の平均2.46人よりも多い2.79人（多摩26市で7番目に多
い）でした。引き続き、警察や関係団体と連携して特殊詐欺被害防
止のための取組をより一層進めていく必要があります。

○近隣市と比べて警察と強固な協力関係を築いており、互いの得
意とするところを活かしながら、交通安全の啓発活動を連携して実
施しています。交通事故を減少させるため、警察や交通安全協会
に加え、交通安全以外の分野で活動する団体や企業との連携をさ
らに拡充していく必要があります。

○2024年1月に令和6年能登半島地震、8月の南海トラフ地震臨時
情報等の発表により、市民の震災に対する意識が高まっていま
す。

避難者の生活環境の改善やトイレの確保等の課題に対し、2024
年度に国や東京都がガイドラインの策定等を行っており、市として
は、様々な組織や団体と協力し、適切に対応していく必要がありま
す。

〇2025年5月に「東京都地域防災計画火山編（令和7年修正）」が
予定されており、町田市の富士山降灰による影響が大きいことか
ら、町田市地域防災計画の修正及び降灰対策を進める必要があり
ます。

○地域活用型学校の取組みや、地域住民の意見を踏まえた学校
の跡地の検討を進めるとともに、学校跡地等の避難施設機能の具
体化を図り、地域の防災拠点としての機能整備を進めていく必要
があります。

○相次ぐミサイル発射やロシアによるウクライナ侵攻など、国際情
勢の変化等を受けて、2025年7月に東京都国民保護計画の変更が
予定されており、これに対応する必要があります。

○地域の防災活動を支える消防団員の減少と、平均年齢の上昇
が全国的な課題となっております。そのため、引き続き、SNSを活用
した広報や、イベント等での若年層に対する募集活動を継続し、新
規入団者の確保に努めます。また、退団防止策の参考のため、退
団者向けた無記名アンケートを活用します。

○2024年、近隣自治体において、「闇バイト」が関係すると思われ
る強盗事件等が発生しており、住まいの防犯対策に支援を求める
声が高まっています。

○地域における防犯活動の担い手が高齢化により減少しているこ
とから、新たな担い手の創出が求められています。

○2024年11月に、自転車の「ながらスマホ」や「飲酒運転」に関する
罰則が強化されるなど、交通ルールが大きく変化しています。ま
た、市内の交通人身事故件数は、4年連続増加しています。交通
ルールを順守することの大切さ、交通ルールを守ることで交通事故
がどれだけ減らせるのかなど、交通事故を自分事として捉えてもら
う必要があります。

部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

防災安全部

大貫　一夫

部名

部長名
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2025年度

2025年度

2029年度

2027年度

2025年度

達成時期部の経営課題 指標 現状値

1 防災を担う人づくり、自助・共助の推進

①インスタグラムによる情報の発信回数

②まちだ防災カレッジにおける「とりくむ」の実施地
区数2地区/年

①インスタグラムによる情報発信回数：44回/年

②「とりくむ」実施累計地区数：6地区

①インスタグラムによる情報発信回数：48回/年

②「とりくむ」実施累計地区数：10地区
2026年度

部名 防災安全部

部長名 大貫　一夫

目標値

2 防犯意識の更なる向上

①協働パトロール回数

②防犯啓発人数

③住まいの防犯対策補助金交付件数

①57回

②8,264人

③－

①57回

②8,300人

③5,000件

3 交通安全意識の更なる向上
①交通安全ミーティング実施回数

②交通安全啓発人数

①6回

②27,256人

①6回

②27,300人

4 消防団員確保 消防団員実員数 486人（2025年4月1日現在消防団員数） 563人（消防団員数）

5 普及啓発に係る業務の見直し
協働による防災講話・防災教育・イベント等の実施
回数

14回 19回

6 時間外勤務時間数削減 1人あたりの時間外勤務の時間数 331時間
298時間以内
（2024年度比10%減）

2025年度7 「ゼロカーボンシティまちだ」に向けた取組 紙資料の印刷枚数 640,000枚 640,000枚（2024年度実績枚数）未満
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1

重
点
事
業
プ
ラ
ン

防災安全部

大貫　一夫

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

まちだ防災カ
レッジの推進

・「まちだ防災カレッジ」をより多くの市民に広く知っ
てもらい、市民一人ひとりの防災意識の向上を図る
ため、インスタグラム等のSNSを活用し、周知に努め
ます。

・「まちだ防災カレッジ」ポータルサイトでは、「まな
ぶ」のコンテンツを充実させ、セミナーや講演会を
通して防災に関する基礎知識を発信します。

・「とりくむ」では、「町田市版マンション防災」をテー
マに、在宅避難や地域における自助共助体制の構
築など、集合住宅の多い地区を中心に周知しま
す。

※市民の防災意識向上を目的とした「まちだ防災
カレッジ」は、防災教育事業である「まなぶ」と地域
の課題解決を目指す「とりくむ」の2つをテーマに事
業を実施します。

①インスタグラムによる情
報発信回数

②「とりくむ」実施地区数

①44回

②2地区（累計
8地区）

2 2

重
点
事
業
プ
ラ
ン
・
個
別
計
画

協働パトロー
ル、啓発活動
及び住まいの
防犯対策補助
事業の実施

・警察や地域団体などと定期的に実施している協
働パトロールに加え、親子や外国の方、学生などと
の協働パトロールを実施していきます。
・防犯対策を知っていただくため、各種イベント等
において防犯啓発を実施します。
・「闇バイト強盗」のような侵入盗被害を防止するた
め、住まいの防犯対策補助事業を実施します。

①協働パトロール回数

②防犯啓発人数

③住まいの防犯対策補
助金交付件数

①57回

②8,300人

③5,000件

3 3

重
点
事
業
プ
ラ
ン
・
個
別
計
画

交通安全啓発
活動の実施

・市民が交通安全に関する意見交換や質問をする
ミーティングを実施し、そこで得た情報を活用して
啓発活動を行います。
・交通安全意識の向上のため、各種イベント等にお
いて交通安全啓発を実施します。

①交通安全ミーティング
実施回数

②交通安全啓発人数

①6回

②27,300人
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

5 5

事
務
事
業
見
直
し

普及啓発事業
に係る業務の
見直し

・防災講話・防災教育で活用できる共通の素材を
作成することにより、効率的かつ効果的に実施しま
す。

・町田市防災アンバサダー等の活用により、イベン
ト等の周知や運営ついて、効率的かつ効果的に行
います。

協働による防災講話・防
災教育・イベント等の実
施回数

19回

4 4

個
別
計
画

消防団員確保

・若手団員の確保に向け、消防団の魅力を向上さ
せるとともに、SNS等を活用した情報発信をしていき
ます。

・若年層の入団につながるよう、成人式や学園祭、
イベントなど若年層が集まるイベントなどで積極的
なPRを行っていきます。

・退団者に対しアンケートを行い、退団理由の傾向
を分析し、退団者数の削減対策を検討します。

消防団員実員数
502人（2025年
度末消防団実
員数）

「ゼロカーボン
シティまちだ」
に向けた取組

・各種打合せ等は、データを事前に送付する等に
より紙資料の印刷を控え、印刷が必要な場合でも
必要最小限となるように取組みます。

紙資料の印刷枚数
640,000枚
（2024年度実
績枚数）未満

6 6

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス

の
推
進

時間外勤務時
間数削減の取
組

・時差勤務やテレワーク等の働き方の工夫や
TeamsのチャットツールやジェネレーティブAIを有
効活用し、業務の効率化を図ります。

1人あたりの時間外勤務
の時間数

298時間以内
（2024年度比
10%減）

7 7

全
庁
で
取
り
組
む
施
策
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部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

市民部

横山　法子

部名

部長名

・市民の立場にたち、正確かつ迅速に質の高いサービスを提供します。
・地域、企業、行政といった多様な主体が対話を重ね、アイデアを出し合い実現することで、行政だけでは成し得ない新たな価値を共に創り出し、持続可能な地域社会づくりに寄与します。
・町内会・自治会やＮＰＯなどの団体が、ひと・もの・かね・場・情報などの地域資源を活用することで、コミュニティ活動が活性化し、より魅力あるまちになることを目指します。
・一人ひとりの個性と能力を発揮し、その人らしさを発揮できる社会の形成をめざすため、男女平等施策を推進します。
・消費者の利益の擁護及び増進を図り、消費生活の安定及び向上を確保します。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

○各種証明書を市役所の窓口に来なくてもコンビニやスマートフォ
ン等により、情報セキュリティが確保されたうえで、いつでも、簡単
に取得できることが求められています。

また、各種手続きにおいても、「書かない」「待たされない」窓口、
さらには行かなくても手続きができるなど、利便性の向上が求めら
れています。より一層デジタル化を進め、オンラインで出来る手続
きを増やす必要があります。

○2024年度に実施した「町田市市民意識調査」では、直近1年間
に行政手続きを行った人のうち、「インターネット、コンビニエンスス
トアなどで行政手続きをした」人は30.8%にとどまっています。2023
年度と比較して4.9ポイント増加しているものの、引き続き市役所に
行かなくても手続きができる環境を整えるとともに市役所窓口に行
かなくてもできることの周知が必要です。

○多様化する市民ニーズに応え、地域の主体である町内会自治
会等の地域コミュニティ、ＮＰＯ等のテーマコミュニティ、ボランティ
ア、事業者等と協働しながら地域課題を解決していくことが求めら
れています。

○町内会・自治会の加入世帯数の減少、役員のなりて不足が進
み、町内会・自治会の運営が難しくなっています。デジタルツール
の活用など運営の効率化に対する支援が求められています。

○地域で活動する団体が抱える課題を把握し、専門性を持って持
続的な育成・支援にあたることが求められています。

○性別に関わりなく、個性と能力が十分発揮できる社会であること
が求められています。

○安全で安心できる消費生活の確保が求められています。

○2024年度に市民センター・連絡所で実施した「市民満足度アン
ケート」では、市民満足度平均が98%を超えました。引き続き、職員
一人ひとりの能力を高めていくことが求められています。

○市民部所管の全14施設は、地域の活動拠点として活用されてい
ます。2040年度には７施設が築50年を迎えるなど老朽化対策が必
要です。2025年度から2026年度にかけて、4つの市民センター、コ
ミュニティセンターの改修工事が予定されており、今後も施設を安
全に長期間活用できるよう、計画的に修繕を行う必要があります。

○地区協議会が市内全域に設立され、地域で活動する様々な団
体が、情報共有や連携強化を図っています。

○310団体の町内会・自治会に91,943世帯が加入しており、市内全
世帯の44.23%が加入しています。（2024年4月1日現在）

○市長が地域に出向き、町内会・自治会等直接市民と対話する機
会として「市長と語る会」等を年20回以上開催しています。

○地域や団体との連携を密にするため地域おうえんコーディネー
ターが市と地域との連携調整を図っています。

○新規採用職員に向け、協働の意義や事例を学ぶ「協働研修」や
「男女平等参画研修」を実施し、入職時から、職員の協働意識や男
女平等参画意識の定着を図っています。

○一人ひとりが個性と能力を発揮しながらその人らしく生きることが
できる社会の実現に向け「町田市性の多様性の尊重に関する条
例」、「町田市パートナーシップ宣誓制度に関する規則」を施行しま
した。

○東京都消費者行政強化交付金を活用し、消費生活相談員のレ
ベルアップや消費者生活啓発事業の充実を図っています。

〇異動届出・証明書発行機会の提供
・窓口申請支援システム等の導入により、住民異動にかかる「書か
ない窓口」を実施しています（実施：多摩26市中14市）。
・LINEを使った証明書のオンライン申請を導入しています（導入：
多摩26市中2市（町田市・東大和市））。

○町内会・自治会連合会等の団体で構成される地区協議会が市
内10地区に設置されており、地域で活動する様々な団体が、情報
共有や連携強化を図っています。市内全域で地区ごとに設置して
いる自治体は、多摩地域では町田市のみです。

○NPO法人数は195団体と、多摩26市では八王子市に次ぐ2番目
の数となっています。活動内容は、保健・医療・福祉やNPO支援が
多く、活発な活動が行われています。（2024年12月31日現在）

○市内で活動する団体やボランティアが参加・協力し、市庁舎及
び市内各地の会場を活用して開催する市民協働フェスティバル
や、月1回のオープンデーの実施により、団体間及び団体と市民間
の交流の場を設けています。2024年度は118団体が一堂に会しま
した。多摩26市で市民協働フェスティバルを市庁舎で実施している
のは町田市のみです。

○町田市地域活動サポートオフィス（多摩26市で中間支援組織を
有するのは8市のみ）がその存在や活動の周知を図り、地域に直接
出向くことで、団体が抱えている潜在的な課題にアプローチできま
す。

○地域コミュニティの希薄化による課題解決に向け、多摩地域では
初となる地域コミュニティの未来に関する研究に取り組んでいま
す。地域コミュニティに関して、大学と共同研究を行っているのは全
国的に見ても珍しい取り組みとなっています。

○2023年4月1日から「町田市性の多様性の尊重に関する条例」に
基づく「町田市パートナーシップ宣誓制度」を導入しています。多
摩26市で、同制度を導入している自治体は町田市を含め10市です
(2025年3月時点）

○ボランティアの市民で構成された「町田市消費生活センター運営
協議会」と協働で消費者教育事業を実施しており、実施回数は26
市中常に上位となっています。

〇戸籍法が改正され、2024年3月から他市区町村の戸籍証明書を
窓口で交付する制度が始まりました。戸籍法、住民基本台帳法が
改正され、2025年5月末から戸籍の氏名の振り仮名を記載すること
が求められています。

〇国の「デジタル社会の実現に向けた重点計画」に則り、2024年度
に住民記録システムを国が定めた標準仕様システムに切り替えま
した。戸籍システムも2026年1月末に標準仕様システムに切り替え
る予定です。

○価値観やライフスタイルの多様化により、地域への関心が希薄に
なり、地域コミュニティの活動に参加する人が減少しています。ま
た、地域活動に関わる人が固定化し、活動の継続が難しくなってい
ます。そのため、新たな人材の発掘や、地域課題解決のためのプ
ラットフォームの構築を働きかけ、持続可能な地域づくりを図る必要
があります。

○人口減少や人口構造の変化、技術や社会等の変化に伴い、行
政課題のさらなる複雑化・多様化、行政の経営資源の不足が予想
されています。それらの課題に対して効率的・効果的に対応するた
め、市民、地域、企業、大学、他自治体等と積極的に連携して、新
たなアイディアやサービスを生み出していく「オープンイノベーショ
ン」による行政経営が求められています。

○地域活動の担い手の減少などにより、地域コミュニティが希薄化
し、これまで地域の助け合いで解決してきた問題が、行政ニーズに
変わる傾向が加速しているといわれています。持続可能な地域コ
ミュニティの将来像に向けた研究を大学と共同で行い、行政の事
業展開につなげることが求められています。

○2021年度から全ての市民センターに地域市民相談室を設置し、
地域おうえんコーディネーターが地域住民の様々な相談に対応し
ています。2023年1月から各地区に順次配置されている地域福祉
コーディネーターとも連携して、より地域住民が気軽に相談できる
体制を作っています。

○世界共通の「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」の一つとして「ジェ
ンダー平等」が掲げられていることで、社会全体の啓発が進んでい
ます。

○2022年4月に施行された改正民法による成年年齢引き下げに伴
い、若年層に向けた消費者教育の充実が求められています。
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6 ワークライフバランスの推進
終業時刻から次の始業時刻までの間に、11時間の
休息時間を確保できた割合

- 90%以上

5 性の多様性の理解促進 講座・研修会の内容を理解した人の割合 - 80%

4 戸籍に氏名の振り仮名を追加

①本籍人への通知発送の完了

②振り仮名修正届出数のうちマイナポータルによる
届出の割合

①未発送

②-

①2025年8月末完了

②25%

3 地域で活動している団体の組織基盤の強化
①活動の活性化につながった団体数

②マッチング件数

①178団体（累積）

②65件（累積）

①240団体（累積）

②70件（累積）

2
地域、企業、行政等多様な主体がアイデアを出し合い、地域課題を解決して
いくためのプラットフォームづくり

①多様な主体の連携による地域課題解決のための
取組数

②地域コミュニティ研究最終報告書の作成

③共創・協働を意識している職員数

①77件/年

②作成中

③－

①75件/年

②完成

③70%

部名 市民部

部長名 横山　法子

目標値 達成時期部の経営課題 指標 現状値

1 証明書交付における利便性向上の推進
証明書交付件数(住民票・印鑑・戸籍）におけるコン
ビニ交付の割合

47% 57% 2029年度

①2026年度

②2025年度

③2026年度

①2026年度

②2026年度

①2025年度

②2026年度

2025年度

2025年度
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部名 市民部

部長名 横山　法子

目標値 達成時期部の経営課題 指標 現状値

2025年度7 「シティプロモーション」に関する取組 記者会見・プレスリリース件数 9件 11件
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

3 3

重
点
事
業
プ
ラ
ン

地域で活動し
ている団体の
組織基盤の強
化

①町田市地域活動サポートオフィスに対し、地域活
動の支援に係る事業委託を行います。事業内で実
施する市民活動団体や市民活動を始めてみたい
人向けの相談や講座などを実施します。

②町田市市民協働フェスティバル「まちカフェ！」を
軸にマッチングの機会を創出するとともに日ごろの
相談から市民活動団体および企業の「やりたいこ
と」「できること」をつなげる取組などを進めます。

①活動の活性化につな
がった団体数

②マッチング件数

①35団体

②12件

2 2

経
営
改
革
プ
ラ
ン

地域、企業、
行政等多様な
主体がアイデ
アを出し合
い、地域課題
を解決してい
くプラット
フォームづくり

①多様な主体が連携して地域課題解決に取り組む
「寄り合い-The YORIAI-」の実施や地区協議会事
業の支援等、地域のやりたいを実現するため、人
や団体をつなげ、伴走支援を行っていきます。

②2024年度から引き続き大学と共同で地域コミュニ
ティに関する研究を行います。2024年度に行った
現状把握をもとに、地域コミュニティのあり方を検討
し、目指すべき姿へのロードマップの作成を目指
し、研究結果を取りまとめた報告書を作成します。
また、分析を終えた市民アンケートの結果に関する
説明会を行い、地域コミュニティの関心を高める機
会とします。

③多様な主体と連携することで地域課題の解決や
新たな価値の創造につなげるため、職員向けに共
創・協働意識の向上を図る取り組みを行います。

①多様な主体の連携に
よる地域課題解決のため
の取組数

②報告書の作成

③職員向けに実施する
共創・協働意識向上を図
る取り組み回数

①70件

②完成

③25回

証明書交付に
おける利便性
向上の推進

市民課窓口、各市民センター、マイナンバーカード
の出前申請会場などで、マイナンバーカードやス
マートフォンを使ったコンビニ交付の便利さを積極
的にPRするとともに、他部署と連携して各種イベン
ト等で広報活動を行います。

証明書交付件数（住民
票・印鑑・戸籍）における
コンビニ交付の割合

49%

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1

経
営
改
革
プ
ラ
ン
／
事
務
事
業
見
直
し

市民部

横山　法子

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

7 7

全
庁
で
取
り
組
む
施
策

「シティプロ
モーション」

市内外の多くの人が、市内で活動する様々なコミュ
ニティ、性の多様性等の施策に関心を持ち、「住み
たい」「住み続けたい」という気持ちを育むように、
情報発信に取り組みます。

記者会見・プレスリリース
件数

11件

6 6

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
推
進

勤務間イン
ターバルの確
保

各所属内における、業務の分散化・協力体制の見
直しにより、業務量の平準化を進め、長時間の時
間外勤務を減らします。職員の1日の勤務終了後
から翌日の出勤まで11時間以上を休息時間として
空け、職員の生活時間や睡眠時間を確保すること
で、職員の健康リスクを低下させ、パフォーマンスと
生産性の向上を目指します。

終業時刻から次の始業
時刻までの間に、11時間
の休息時間を確保でき
た割合

90%以上

5 5

重
点
事
業
プ
ラ
ン

性の多様性の
理解促進

性の多様性理解促進のため、市民向け講座を1
回、職員・教職員向け研修会を2回実施します。そ
の他、ＳＮＳやパネル展示、関係部署や民間企業と
連携した情報発信を行います。

講座・研修会の内容を理
解した人の割合

80%

4 4 -
戸籍に氏名の
振り仮名を追
加

町田市に本籍がある方（約34万人）に対し、戸籍に
記載する予定の振り仮名を通知し、振り仮名の届
出の受付等を行います。届出の受付にあたって
は、特設窓口の開設や町田市独自のコールセン
ターを用意することで更なる市民サービスの向上を
目指し、効率的に業務を実施します。

①本籍人への通知発送
の完了

②振り仮名修正届出数
のうちマイナポータルに
よる届出の割合

①2025年8月
末完了

②20%
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部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

文化スポーツ振興部

老沼　正彦

部名

部長名

市民が自主的に行う文化芸術活動やスポーツ活動を支え、また身近な生活の中で文化芸術やスポーツに親しむことが出来る環境を整えます。
これにより、楽しさや喜びがあふれる心豊かで健康な市民生活と活力ある社会の実現に繋げます。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

○障がいの有無にかかわらず、市民の誰もが生活に身近な場所
で、いつでもどこでも気軽に文化芸術やスポーツに触れ、親しむこ
とができる環境が求められています。

○町田市の文化芸術やスポーツに興味がある人へ、広く情報発信
することが求められています。

○市民や市外在住の方にとって、訪れたくなる美術館や気軽に開
かれたイベントが芹ヶ谷公園芸術の杜にあり、誰もが芸術により身
近に親しめることが求められています。

○文化芸術活動を行っている人や団体にとって、発表・活動するた
めの場所を確保できることや、文化芸術関連の魅力的な仕事があ
ることが求められています。

○サッカー、フットサルの2つのホームタウンチームを活かし、チー
ムが地域コミュニティのシンボルとなることや、シティプロモーション
のコンテンツとして広くまちの魅力を創出することが求められていま
す。

○全市的に推し進めている「子どもにやさしいまち」の実現に向け
て、子どもが健やかで豊かに成長するために保障される権利とし
て、様々な文化芸術及びスポーツに触れ親しむことが求められて
います。

○魅力ある公演や市民活動の発表等が行われる施設として、町田
市民ホールや和光大学ポプリホール鶴川があります。

○総合体育館や室内プール等の大型施設の他、スポーツをする
場として、学校の校庭や体育館、スポーツ広場等が利用されてい
ます。

○国際版画美術館では、古今東西の優れた版画作品を約3万3千
点収蔵し、毎回切り口を変えて、版画の世界を堪能できる企画展を
開催しています。また、一般の方が本格的な版画制作ができる工
房を有している、国内でも数少ない施設です。

○博物館では、国内有数の陶磁器・ガラス作品のコレクションなど
貴重な作品も多いことから、他の美術館や博物館の求めに応じ、
頻繁に作品の貸し出しを行っています。

○文化芸術やスポーツに関連する事業で連携することができる大
学や専門学校等があります。

○町田駅から徒歩圏内の距離にある自然豊かな公園として、芹ヶ
谷公園があります。

○サッカー、フットサルの2つのホームタウンチームがあり、それぞ
れの分野でトップレベルの活躍をしています。

○町田駅周辺には、ライブハウスやスタジオ、楽器店等が多数ある
ほか、各子どもセンターには音楽スタジオが設置されていることな
どから、近郊の若者にとってのポップミュージックの活動拠点となっ
ています。

○市内や近隣には、文化芸術について学べる大学等の高等教育
機関が多数あります。

○総合体育館や室内プールは、大規模大会が開催可能な多摩地
域最大級の広さを有しています。また、陸上競技場は、日本陸上
競技連盟第三種公認競技場であるとともに、都内でJ１クラブライセ
ンスのスタジアム基準を満たす2つのスタジアムのうちの1つです。

○人口に対するスポーツ施設の数は多摩26市中24位となってお
り、市民が身近なところでスポーツに親しむことができる施設や環
境を整備する必要があります。

○国際版画美術館は、洋の東西を問わず8世紀から現代に至るま
での版画作品や資料を収集している国内唯一の総合的な版画専
門の美術館です。

○町田市が所有する工芸作品の中でも、とくにボヘミアングラスと
東南アジア陶磁器のコレクションは、質、量ともに国内トップレベル
です。

○町田市では町田駅周辺の再開発に着手し、新たな賑わいを創
出すべくエンターテインメントの要素を取り入れたまちづくりを進め
る等大きくまちが変わっていくタイミングが訪れています。文化芸術
振興においても、時代や環境の変化に即した施策を戦略的に推進
していく必要があります。

○2025年11月に開催される第25回夏季デフリンピック競技大会東
京2025は、日本では初めての開催であり、1924年にパリで第1回デ
フリンピックが開催されてから100周年の記念となる大会です。本大
会に出場する町田市ゆかりのアスリートを応援・紹介することによ
り、盛り上がりを創出していく必要があります。

○国際版画美術館と（仮称）国際工芸美術館との一体的な企画運
営を行うための、事業の進め方を中・長期的に検討する必要があり
ます。

○（仮称）国際工芸美術館開館に向け、市民の新しい美術館への
期待や、工芸美術への親しみを高めていく必要があります。また、
中心市街地と美術館との回遊性を高めることで、地域活力を向上
させる必要があります。

○2023年4月1日に改正博物館法が施行されたことにより、美術館
や博物館の資料をインターネット上で閲覧できる環境や、地域の
様々な団体と連携を取り、地域の活力を向上させる必要がありま
す。

○外国人住民が増加しており、適切な行政サービスを提供していく
必要があります。

○ＤＸなどデジタル技術が向上し、文化芸術活動やイベント等につ
いての情報発信手法の多様化が進んでいます。
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6 ワークライフバランスの推進
終業時刻から次の始業時刻までの間に、11時間の
休息時間を確保できた割合

－ 90％

5 文化芸術・スポーツ情報の効果的な発信
①SNSのフォロワー数

②投稿回数

①14,290人

②1,289回

①20,000人

②1,300回

4 多文化共生の推進 外国人支援体制構築の進捗状況 － 新たな外国人支援体制の構築の完了

3 文化芸術の推進

①（仮称）町田市文化芸術のまちづくり計画の策定
及び進捗管理

②工芸制作プログラムを実施するモデル校の創出

①骨子案策定完了

②1校

①計画策定完了・公表、計画進捗管理

②5校

2
誰もがスポーツに親しめるスポーツ環境の創出及びパラスポーツの理解促
進・普及啓発

①（仮称）町田木曽山崎パラアリーナの整備

②パラスポーツの理解促進・普及啓発

①整備方針等の作成要求水準書（案）の作成・公
表

②5事業

①整備工事完了

②パラスポーツ関係団体と連携した事業の実施

部名 文化スポーツ振興部

部長名 老沼　正彦

目標値 達成時期部の経営課題 指標 現状値

1 「芹ヶ谷公園“芸術の杜”」の実現

①芹ヶ谷公園“芸術の杜”「美術エリア」の整備

②公園利用者がFuture Park Labにおいて文化芸
術に触れたと感じた割合

③工芸美術の魅力を伝える機運醸成のための展
覧会とイベント回数

①（仮称）国際工芸美術館実施設計完了

②-

③53回

①整備完了

②90%

②53回

①2029年度

②2029年度

③2028年度

①2028年度

②2029年度

①2029年度

②2028年度

2026年度

①2029年度

②2029年度

2025年度
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

3 3 -
文化芸術の魅
力向上

①他の分野と連携して文化芸術を推進し、誰もが
文化芸術を楽しむことにより、市民の文化芸術への
関心を高め、また、町田への愛着やまちのにぎわ
いにつなげるため、「（仮称）町田市文化芸術のま
ちづくり計画」を策定します。

②計画策定にあたり子どもや若者へのヒアリングで
要望の多かった、「町田駅前の路上で、気軽に音
楽活動したい」といった声に応えるため、関係機関
と調整しながら、活動場所を開拓していきます。

①計画の策定

②音楽活動ができる場
所づくり

①完了

②音楽活動の
場所と手続き
の整理

2 2

重
点
事
業
プ
ラ
ン

（仮称）町田木
曽山崎パラア
リーナの整備

①障がいの有無や、種別にかかわらず、誰もがス
ポーツに親しみ、楽しめる、インクルーシブな環境
の創出を目指して、民間事業者のノウハウや活力
を導入し、「（仮称）町田木曽山崎パラアリーナ」を
整備します。

②既存のスポーツ施設等を活用し、スポーツを楽し
むことを通じて、ともに支え合う地域社会の実現に
向けて、パラスポーツイベントや体験会を実施する
等、パラスポーツの関係団体と連携した事業を進め
ます。

①「（仮称）町田木曽山
崎パラアリーナ」の整備

②関係団体と連携した事
業数

①事業者選
定・契約締結

②5事業

芹ヶ谷公園
“芸術の杜”
の推進

①芹ヶ谷公園“芸術の杜”の実現に向け、(仮称)国
際工芸美術館の整備工事発注に向けた修正設計
業務を実施します。また、（仮称）公園案内棟／喫
茶／版画工房／アート体験棟について、再積算業
務を実施したうえで整備工事を実施します。

②「町田の公園といえば芹ヶ谷公園」と言われるよう
な、町田市を代表する公園を目指し、“芸術の杜”と
して多様な文化芸術活動を盛り上げていくための
取組みを進めます。

③工芸美術の収蔵作品の新たな魅力を伝える展
覧会を開催します。さらに体験講座やブース出展
を通じて、より多くの人が気軽に工芸に触れ、楽し
む機会を創出します。

①芹ヶ谷公園“芸術の
杜”　「美術エリア」の整
備

②文化芸術に触れたと
感じた参加者の割合

③展覧会とイベント回数

①（仮称）国際
工芸美術館及
び（仮称）公園
案内棟／喫茶
／版画工房／
アート体験棟
の整備工事実
施

②80%

③53回

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1

重
点
事
業
プ
ラ
ン

文化スポーツ振興部

老沼　正彦

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

5 5

全
庁
で
取
り
組
む
施
策

「シティプロ
モーション」

テーマごとに個別に発信している7つのアカウントの
SNSについて、相乗効果を高めるため、効果的な
投稿事例の共有や相互に情報発信することで、身
近にある文化芸術・スポーツの楽しさや魅力を、市
民や来訪者等へ伝えていきます。

①SNSのフォロワー数

②投稿回数

①15,000人

②1,300回

6 3

全
庁
で
取
り
組
む
施
策

「子どもにやさ
しいまち」の実
現

①子どもと保護者に版画に親しんでいただくため、
国際版画美術館の施設や収蔵品を活用した魅力
あるイベントを実施します。

②市内の学校に通う子どもが誰でも工芸美術に親
しめるよう、学校と連携して、工芸制作プログラムの
実施を目指します。実施に向けて、プログラムの共
同研究を行う協力校の選定および工芸に関する出
張授業を行います。

①子ども向け版画鑑賞・
制作イベント回数

②(1)工芸制作プログラム
を実施した協力校数

②(2)工芸出張授業数

①6回

②(1)2校

②(2)10コマ

7 6

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
推
進

勤務間イン
ターバルの確
保

部内職員の生活時間や睡眠時間を確保し、ワー
ク・ライフ・バランスを保ちながら働き続けられるよう
にするため、時差勤務を活用する等、計画的に「勤
務間インターバル」を確保します。
部の労働安全衛生委員会で進捗を管理し、部内の
職員に周知するとともに、意識の醸成を図ります。

終業時刻から次の始業
時刻までの間に、11時間
の休息時間を確保でき
た割合

90%以上

4 4

事
務
事
業
見
直
し

多文化共生の
推進

多文化共生社会の実現に向けて、必要な取り組み
を整理し、市としての考え方を決定します。その考
え方を踏まえ、新たな外国人支援体制の方向性を
決定します。

外国人支援体制の方向
性の決定

完了
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「地域でささえあい、誰もが自分らしく暮らせるまちだ」の実現を目指し、市民・地域団体・事業者等と共に活気ある地域づくりを推進します。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

〇市民ニーズを捉えた行政サービスの提供や地域住民による地域
づくりへの支援等を通じて、誰もが住み慣れた地域で、安心して日
常を送れる環境を整えていくことが求められています。

○発災時に一人で避難することが難しい方が、周囲の支援のもと、
速やかに避難できる環境を整えることが求められています。

○市や事業者、市民一人ひとりが障がいを理解し、誰もが自分らし
く生きることができる共生社会の実現を目指していく必要がありま
す。

○障がいのある人とその家族が、身近な場所で継続的に相談や支
援を受けられることが求められています。

○生活困窮者自立支援制度や生活保護制度等の様々な支援制
度を活用した、困窮の度合いに応じた支援が求められています。

○福祉サービス利用者が安心して必要なサービスを受けられるよ
う、社会福祉法人及び福祉サービス事業者に対し、適正な運営に
係る指導・助言・支援をする必要があります。

〇まちだ福祉〇ごとサポートセンターを市内5地域に設置し、関係
機関や支援団体との連携により、重層的な支援体制を構築してい
ます。

〇地域のボランティア団体や様々な支援団体が各地域で活動して
います。個別避難計画の作成をきっかけとして連携を図り、地域の
支えあいの輪を広げていきます。

○市内5か所の障がい者支援センターに、相談支援や窓口業務を
委託しています。窓口受付業務から相談支援業務まで、身近な地
域で相談できる体制が整っています。

○ケースワーカー人材育成方針を作成して、配属1年目から計画
的な課内研修等を実施し、ケースワーク業務レベルの平準化と、職
員間、係間のコミュニケーションの活発化による知識やノウハウの
共有、助け合いの職場風土の醸成に向けた取り組みを行っていま
す。

○社会福祉法人、介護、障がい、教育・保育分野の福祉サービス
事業者に対する指導監査業務が一元化されたことで、各福祉分野
における施設及び運営に関する実地指導方法の専門性等が構築
されています。

〇町田市は、様々な施策に合わせて柔軟な地区割りを設定したう
えで行政サービスを提供しています。このことは、法政大学との地
域コミュニティに関する共同研究の中間報告から、他市にはない特
徴であることが分かりました。

〇2022年度に「町田市避難行動要支援者の名簿情報の提供に関
する条例」を制定し、平常時から避難支援関係者等に要支援者情
報を提供しています。同様の条例は、東京都では26市23区のうち
12市区が制定しています。

○全ての人が、障がいの有無にかかわらず、お互いに人格と個性
を尊重し合いながら共生する社会の実現を目指し「町田市障がい
者差別をなくし誰もがともに生きる社会づくり条例」を制定しました
（多摩26市中8番目）。さらに「（仮称）町田市手話言語条例」の制定
に向けた検討に着手します（多摩26市中3市が制定済）。こうした取
り組みを通じて、障がい理解のさらなる推進を図り、共生社会の実
現を目指します。

〇障がいの種別に応じて、市内3か所に就労・生活支援センターで
相談を行っています。この支援体制は都内の各自治体と比較して
もきめ細やかな支援体制を整えています。

○生活保護率は、都営住宅や公社住宅などの公営住宅が多い地
域が高い傾向にあります。2020年度における町田市の公営住宅の
賃貸住宅管理戸数は多摩26市中最も多くなっています（出典：東
京都統計データ）。一方、2023年度における町田市の生活保護率
は18.5‰と、多摩26市の平均生活保護率17.5‰よりは1.0ポイント
高いものの、多摩26市の中では高い方から12番目となっています
（出典：東京都保健福祉局「福祉・衛生統計年報（令和5年度）」）。

○町田市が指導監査権限を有する社会福祉法人数及び事業数
は、多摩26市で2番目に多い状況にあることから実地指導の経験を
蓄積しやすいという強みがあります。

〇近年、地域における関係性の希薄化、8050問題やダブルケア等
の複雑化・複合化した地域福祉課題が顕在化しています。これら
の環境変化を踏まえ、地域のあり方、行政サービスのあり方を改め
て見つめ直し、両者のあるべき関係性を見つけ出す必要がありま
す。
〇全国的に大規模災害が頻発し、高齢者や障がい者等が犠牲と
なっている近年の災害状況から、誰もが適切な避難を行えるような
地域づくりを推進することが必要です。
○「町田市障がい者差別をなくし誰もがともに生きる社会づくり条
例」を2024年10月に施行しました。事業者の合理的配慮が法的義
務となり、合理的配慮の事例や実践方法について周知活動をより
一層行うことが求められています。また、「ユニバーサルデザイン
2020行動計画」を契機に広まった「障害の社会モデル」を踏まえ、
「心のバリアフリー」の普及啓発も必要です。障がいのある人への
差別がない共生社会の実現のためには、市民一人ひとりが障がい
について理解することが重要です。
○精神障がいのある方が全国的に増加傾向です。町田市でも精
神障害者保健福祉手帳所持者数が増加しているほか、自立支援
医療（精神通院）の承認件数も2019年度から2023年度にかけて
1.21倍の増加となっております。それに伴い、窓口での受付件数も
1.34倍の増加となっております。今後も精神障がいを抱える方は増
加する見込みであり、手帳や自立支援医療の受付件数も増加する
ことが予想されるため、対応できる業務体制の整備が求められてい
ます。
○2024年度に第二のセーフティネットである生活困窮者自立支援
制度が改正され、一定の要件のもと、収入に対する家賃の割合が
高い世帯に対して、収入に応じた家賃の物件に転居ができるよう、
転居費用が支給できることになりました。また、第三のセーフティ
ネットである生活保護制度も改正され、生活保護世帯の子どもの自
立を助長し、貧困の連鎖を断ち切るため、就職する際の新生活の
立ち上げ費用として一時金を支給することができるようになりまし
た。すでに実施している、自力で家計管理ができるよう支援する家
計改善支援や安定した職業に就けるように支援する就労支援など
を含め、引き続き、生活困窮者自立支援制度と生活保護制度とを
効果的に活用し自立に向けて支援する必要があります。
○東京都と区市町村間における情報共有・情報交換の機能を有
する指導監査区市町村ポータルの運用が2025年5月から始まりま
す。また、都内の一部の先進的な区（港区、目黒区、渋谷区、練馬
区）では、実地指導現場でPCやタブレットの使用を始めています。
業務の効率化のため、今後の都システム利用に向けて都の動向を
注視し、検討していくとともに、デジタルツールのさらなる活用を推
進する必要があります。

部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

地域福祉部

水越　祐介

部名

部長名
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2027年度

➀2026年度

②2029年度

2025年度

2025年度

2029年度

達成時期部の経営課題 指標 現状値

1 避難行動要支援者の避難支援体制整備

①避難支援関係者に向けた、個別避難計画の制
度周知及び協力依頼のための説明会実施回数

②計画作成支援関係者に向けた、個別避難計画
作成の促進への協力依頼のための説明会実施回
数

③個別避難計画作成数

①3回/年

②3回/年

③56件

①10回/年

②5回/年

③600件

2026年度

部名 地域福祉部

部長名 水越　祐介

目標値

2 （仮称）町田市手話言語条例の制定 条例制定状況 未制定 制定

3
心のバリアフリーの普及啓発によるユニバーサル社会の推進及び障がいへの
理解促進の推進

①多様な主体との協働による普及啓発の実施回数

②心のバリアフリーの認知度

①5回/年

②45.7％

①10回/年

②56％以上

4
自立に向け段階的な支援を要する生活困窮者等に対する就労定着支援の
取組の実施

①就労準備支援事業を経た就労者数

②就労準備支援事業を経た就労者うち、1か月以
上継続して就労した方の割合

①16人

②81.3％

①18人

②81.3％

5
一時的な支援を要する生活困窮者に対し、生活保護に至る前に自立した生
活を送れるように支援する取組の実施

一時的な支援を要する生活困窮者でハローワーク
町田による就労サポートの支援を受けた方のうち、
就職できた方の割合

75.6% 77.0%

6
社会福祉法人及び福祉サービス事業者等が適正に運営できるような指導助
言の実施

文書指摘率
（実地指導を実施した法人と福祉サービスのうち、
文書指摘した法人と福祉サービスの割合）

52.4% 45.5%
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達成時期部の経営課題 指標 現状値

部名 地域福祉部

部長名 水越　祐介

目標値

2027年度

8 ケースワーク業務の平準化を図るための組織的な人材育成 ケースワーク業務の習熟度 未実施
ケースワーカー人材育成方針に基づくセルフ
チェックシート取組項目の達成度80％

2025年度

7 部の事務事業見直しの取り組み/指導監査業務のデジタル化による効率化
デジタルツールの活用により効率化を行った指導
監査の分野数
（全4分野：法人、介護、障がい、児童）

1分野（障がい） 4分野（法人、介護、障がい、児童）

2025年度9 仕事と育児の両立推進の取組
3歳未満の子を養育している職員が時間外勤務を
した日の割合

20.3% 10％以下
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1

重
点
事
業
プ
ラ
ン

地域福祉部

水越　祐介

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

避難行動要支
援者の避難支
援体制整備

2024年度のモデル地区の取組結果を参考に、計
画作成の優先度が高い方に様式を送付するととも
に、その方と普段から関わりのある福祉専門職等か
らも個別避難計画の作成を促します。
また、市内全域で個別避難計画を進めるにあたり、
更なる周知を図るため、支援関係者に向けた説明
会等を実施します。

①避難支援関係者に向
けた、個別避難計画の
制度周知及び協力依頼
のための説明会実施回
数

②計画作成支援関係者
に向けた、個別避難計
画作成の促進への協力
依頼のための説明会実
施回数

③個別避難計画作成数

①10回

②5回

③297件

2 2

全
庁
で
取
り
組
む
施
策

（仮称）町田市
手話言語条例
の制定/「障が
い者への差別
を解消し共生
社会の実現」

①利用者懇談会実施状
況

②検討部会における検
討状況

③アンケート調査実施状
況

④周知啓発の実施回数

①実施

②開始

③実施

④3回

「（仮称）町田市手話言語条例」の検討を進めるた
めに、町田市障がい者施策推進協議会に「（仮称）
町田市手話言語条例検討部会」を設置し、条例制
定に向けた検討に着手します。
また、手話言語条例の制定に必要なご意見を、手
話を母語とするろう者から手話で直接お聞きするた
め、「手話通訳者利用者懇談会」を開催し、意見聴
取を行います。「手話通訳者利用者懇談会」に参
加できないろう者や、ろう者が手話を必要とする機
会の多い医療機関等の関係機関のご意見をお聞
きするため、アンケート調査を行います。
さらに、デフリンピックを契機として、広く市民を対
象に聴覚障がいへの理解と手話の普及を促すた
め、広報等で周知啓発を行います。

3 3

重
点
事
業
プ
ラ
ン

心のバリアフ
リーの普及啓
発によるユニ
バーサル社会
の推進及び障
がいへの理解
促進の推進

誰もが身近な地域で支え合い、自分らしく生きるこ
とができる共生社会の実現を目指し、「障害の社会
モデル」や「合理的配慮」の考え方を踏まえた心の
バリアフリー（※1）の普及啓発に取り組みます。
庁内各部署の様々な事業と連携し、障がい理解促
進のための普及啓発活動を進めていきます。また、
商工会議所と連携し店舗等における合理的配慮の
実施について周知を図ります。さらに、学生との協
働により、若年層に向けても障がい理解の機会を
創出します。その他にも、障がい者団体や教育機
関など多様な主体とも連携しながら、障がい理解の
促進に努め、心のバリアフリーの認知度向上を目
指します。

※1　「心のバリアフリー」
障がい者や高齢者をはじめ、社会の中で困難を抱
えている人への差別や偏見をなくし、すべての人が
自立心や尊厳を保てるよう理解し行動すること

①多様な主体との協働
による普及啓発の実施
回数

②心のバリアフリーの認
知度

①10回

②47％以上
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

5 5

事
務
事
業
見
直
し

一時的な支援
を要する生活
困窮者に対
し、生活保護
に至る前に自
立した生活を
送れるように
支援する取組
の実施

ハローワーク町田と連携した研修を実施し、相互の
事業内容や生活困窮者の能力に就職先の確保な
どについて理解を深めることにより、就労支援力の
向上を図り、相談者が生活保護に至る前に自立で
きるように支援します。

一時的な支援を要する
生活困窮者でハロー
ワーク町田による就労サ
ポートの支援を受けた方
のうち、就職できた方の
割合

77.0%

4 4 -

自立に向け段
階的な支援を
要する生活困
窮者等に対す
る就労に向け
た支援の充実

生活困窮者等のうち、安定した自立のための就労
が困難な方に、ボランティア体験や就労体験の場
等を提供し、働くことの大切さや喜びを体験してもら
うことで、本人の意欲や能力を高め、就労につなが
るよう支援します。併せて、就労先、就労体験先の
開拓や既存の就労支援に関する資源との連携拡
大を図り、就労に向けた環境を整備します。
併せて、また、就労準備支援事業※（※２）により就
労した方のアフターフォローを行い、継続して就労
できるよう支援します。

※２　「就労準備支援事業」
長期間仕事をしていない方や社会との関わりが苦
手な方等、直ちに就労や自立が困難な方を対象に
支援を行う事業

①就労準備支援事業を
経た就労者数

②就労準備支援事業を
経た就労者のうち、1か
月以上継続して就労した
方の割合

①18人

②81.3%

6 6 -

社会福祉法人
及び福祉サー
ビス事業者等
が適正に運営
できるような指
導助言の実施

社会福祉法人及び福祉サービス事業者等が、福
祉関係法令を遵守し適正な事業運営ができるよう、
集団指導などの指導・助言・支援を行い、福祉サー
ビス利用者に質の高いサービスを提供するため文
書指摘率（※3）の改善を図ります。特に、他分野と
比較して文書指摘率の高い障がい分野における指
導・助言・支援を強化し、他分野の平均と同様の水
準になるよう、文書指摘率の低減を図ります。

※3　「文書指摘率」
実地指導を実施した法人と福祉サービスのうち、文
書指摘した法人と福祉サービスの割合

文書指摘率 51.5%
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

部の事務事業
見直しの取り
組み/指導監
査業務のデジ
タル化による
効率化

より効率的な指導監査が行えるよう、デジタルツー
ルを導入していきます。
具体的には、ノートパソコン等を実地指導に活用し
て資料の閲覧及び指導事項を記録することで、紙
の使用量を減らすとともに、書類作成の効率を上げ
ていきます。

デジタルツール等の活
用により効率化を行った
指導監査の分野数
（全4分野：法人、介護、
障がい、児童）

1分野（介護）

8 8 -

ケースワーク
業務レベルの
平準化及び、
課内のチーム
ワークの向上

ケースワーク業務レベルの平準化を図り、だれもが
自分の力を発揮できる組織体制を構築するため、
「生活援護課ケースワーカー人材育成方針」に
沿った取組を進めます。
配属1年目職員に対して組織的に課内研修を実施
するとともに、同行訪問を実施することにより、職員
間、係間のコミュニケーションを活発化させ、知識
やノウハウの共有、助け合いの職場風土を醸成し
ます。研修後にアンケートを実施し、満足度の可視
化及び意見集約を図ります。アンケート結果を今後
の研修計画の検討に活用します。
また、ケースワーク業務の習熟度をケースワーカー
人材育成方針に基づくセルフチェックシートを用い
て確認することにより、ケースワーカーの業務レベ
ルを把握します。経験や知識が不足している項目
については、指導員制度を活用し、フォローしてい
きます。

ケースワーク業務の習熟
度

ケースワー
カー人材育成
方針に基づく
セルフチェック
シート取組項
目の達成度
80％

7 7

事
務
事
業
見
直
し

9 9

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
推
進

仕事と育児の
両立推進

時差勤務やテレワークなど子育てしやすい制度を
積極的に活用するとともに、職場内でフォロー体制
を構築するなどにより職員一人一人の意識改革を
促します。また、部の労働安全衛生委員会で各課
の時間外勤務状況のモニタリングをし、分析と評価
を行います。以上の取組を進めることにより、3歳未
満の子を養育している職員の時間外勤務を低減さ
せ、職場における仕事と育児の両立を推進します。

3歳未満の子を養育して
いる職員（12人）が時間
外勤務をした日の割合

10％以下
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部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

いきいき生活部

佐藤　智恵

部名

部長名

住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らせる社会を目指し、国民健康保険、後期高齢者医療、介護保険の各制度の安定的な運営を図ると共に、介護予防の取組や認知症の人とその家族への支援などを推進します。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

○住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らせることができる環境
が求められています。
○高齢者人口の増加に伴って多様化する、介護や生活支援・見守
り等のニーズへの対応が求められています。
○国民健康保険制度では、必要な時に必要な医療を受けられるよ
う安定的な運営が求められています。
〇国民健康保険の財政健全化に向けた取り組みは、被保険者の
急激な負担増加とならないことが求められています。
〇「第6期町田市国民健康保険事業財政改革計画」では、2018年
度当初予算における国民健康保険事業会計の赤字繰入額を、
2027年度までの10年間で50％削減し、2032年度までに完全解消
する目標を設定しています。
〇従来の健康保険証は、2025年12月1日までに有効期限が切れま
す。被保険者が必要な医療を継続して受けられるよう、保険証切替
に関する情報発信を行うとともに、適切な時期に資格確認書等を
送付する必要があります。
○高齢者数の増加により、介護保険総事業費が年々増加してお
り、第１号被保険者の介護保険料月額基準額は、「第9期町田市介
護保険事業計画」では6,040円となりました。介護保険制度の丁寧
な制度説明及び適正かつ効率的な運営が求められています。
〇自宅や職場などからインターネットを通じて行政手続きができる
サービスを増やすことが求められています。

○高齢者への必要な支援や情報提供を行うための総合相談窓口
として、「高齢者支援センター」を市内12か所に設置しています。ま
た、住民の利便性を高めるため、地域の住民から相談を受け付
け、高齢者支援センター本体につなぐ機能を持つ窓口として「あん
しん相談室」を各高齢者支援センターの区域に1か所ずつ設置し
ています。
○高齢者支援を充実していくために、在宅医療・介護連携機能強
化型地域包括支援センター「医療と介護の連携支援センター」を
設置し、高齢者支援センターの後方支援を行っています。なお医
療と介護の連携に特化した機能強化型センターの設置は都内の
他自治体では例がありません。
○町田市内の60歳以上の高齢者が無料で使用でき、健康に関す
る活動や相談ができる高齢者福祉センター（ふれあい館）が6館あり
ます。
○国民健康保険の被保険者一人あたりの保険給付費は、被保険
者の高齢化に伴う医療費の高額化などにより年々増加しています
（2022年317,995円→2023年度332,172円）。保険税等の安定した
財源の確保と、医療費適正化の推進や保険給付の適正化などの
取組みが求められています。
○後期高齢者医療の被保険者一人あたりの給付費は後期高齢者
数の増加と医療給付の増加に伴い、年々増加しています（2022年
度803,095円→2023年度812,286円）。このため、後期高齢者の健
康の維持・増進のための取組が求められています。
○介護保険給付費は年々増加しています（2022年度32,467,423千
円→2023年度34,102,751千円）。このため、保険料等の安定した
財源の確保と、介護認定や介護給付の適正化など、介護保険制
度の持続可能かつ適切な運営管理が求められています。
○町田市には介護人材に特化して取り組みを行う「町田市介護
サービスネットワーク　町田市介護人材開発センター」があり、市と
協力して市内の介護人材の確保・育成・定着に取り組んでいます。
○町田市には、介護予防や生活支援に取り組むボランティア団
体、NPO、民間企業などの地域資源が約1,100団体あります。
〇町田市内には、認知症を正しく理解し地域で見守る「認知症サ
ポーター」が41,257人います（2024年度末時点）。サポーターの中
には、「認知症の人とともに活動したい」という人が増えています。
〇認知症の人やその家族が気軽に集まり交流できる「認知症カ
フェ（Dカフェ）」について、町田市はスターバックスコーヒージャパ
ン株式会社と協定を締結し、市内6か所の店舗で開催しています。
この他にも、地域住民等が主催するものを含めると、市内33か所で
Ｄカフェが開催されています（2024年度末時点）。

○介護予防に資する「通いの場」のうち、週1回以上開催している
場の総数が、多摩26市で1位（※）となっています。また、介護予防
に関するボランティア等の育成人数も、多摩26市で1位となってお
り、介護予防の拠点づくりや人材の育成に強みを持っています。ま
た、「通いの場」に月1回以上参加している高齢者は、要介護や要
支援と認定される割合が低く、その中でも運動を行うグループに週
１回以上参加する人は、さらに良い結果を示すことが確認できてい
ます。このような成果を確認しながら介護予防・フレイル予防事業を
展開しています。
（※）厚生労働省が実施した「令和4年度介護予防・日常生活支援
総合事業（地域支援事業）の実施状況に関する調査」
〇特別養護老人ホームの整備率について、町田市は東京都全体
や南多摩圏域の平均と比較し、高い整備率となっています。(2024
年3月末時点)
また、認知症高齢者グループホームの整備率については、町田市
は東京都全体の平均と比較すると低く、南多摩圏域の平均と比較
すると、高い整備率となっています。（2024年2月1日時点）
○1人あたりの国民健康保険給付費は、多摩26市中8位、保険税
調定額は多摩26市中6位です（2023年度）。
○国民健康保険事業会計における1人あたりの一般会計からの繰
入金（法定外繰入金）29,537円は、都平均19,772円、全国平均
5,748円を上回っており、全国的に見て赤字解消が遅れています
(2022年度)。
〇第9期(2024～2026年度)の介護保険料月額基準額6,040円は、
多摩26市平均額より25円低く、多摩26市中金額が低い方から12位
となっています。
○介護分野に特化して、人材確保に取り組む独自法人があるの
は、多摩26市中で町田市のみとなっています。市はこの法人の立
ち上げから継続して支援を行っています。

○2025年4月1日時点の高齢者数は117,650人で、高齢化率は
27.35%となっています。そのうち、後期高齢者数は71,865人で、前
年同月と比べ1,833人の増加となっています。
○平均寿命の延びや生活様式の変化によって、高齢期の過ごし方
も多様化しており、高齢者の活躍の場が求められています。
○高齢者人口の増加に伴い、見守り、介護予防プラン作成、虐待
ケース対応等、高齢者支援センターの業務が増加しています。
○2025年3月末時点の国民健康保険被保険者数は74,162人で、
前年度に比べ3,115人減少しています。また、2025年2月末時点の
後期高齢者医療被保険者数は69,408人で、前年度に比べ、1,907
人の増加となっています。
○2025年3月末時点の要介護（要支援）認定者数は25,370人、そ
のうち、89％にあたる22,757人が後期高齢者であり、前年同月に比
べ817人の増加となっています。今後、後期高齢者の増加に伴う認
定者数の増加が見込まれます。
○2023年6月に「共生社会の実現を推進するための認知症基本
法」が成立し、認知症施策に関する基本理念や、地方自治体の責
務等が定められました。2024年12月には国が「認知症施策推進基
本計画」を策定し、「新しい認知症観」に基づく施策及び目標が定
められました。
〇町田市の認知症の高齢者数は2020年時点で約18,000人と推定
されます。2040年には約1.5倍の約27,000人まで増加し、高齢者の
ほぼ5人に1人が認知症となる見込みです。
○介護保険事業所は慢性的な人材不足の状態にあります。更に
今後は、高齢者人口の増加に伴い介護サービスの需要が増加す
る一方で、少子化による働き手の減少が見込まれます。人材の確
保・育成・定着に向けた取組を強化する必要があります。
〇高齢化の進展により、事業の対象者が増えていることから、デジ
タル技術を活用するなど各種業務を効率的に処理する必要があり
ます。また各種保険事業については、国が進める地方公共団体の
基幹業務システムの統一・標準化や全国医療情報プラットフォーム
の構築などに適切に対応し、円滑な保険サービスの提供に努めま
す。
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5 ワーク・ライフ・バランスの推進 1人あたりの時間外勤務の時間数/年度 150時間
135時間以内
（2024年度比10%減）

4 部の事務事業見直しの取組 オンライン手続きの導入件数（累計） 45件 65件

3 「シティプロモーション」に関する取組 プレスリリース件数 6件 12件

2 デジタル技術を活用した介護認定事務の効率化

①認定調査票を電子伝送化した比率（外部介護
サービス事業者への委託分）

②認定審査会資料の電子化率

③AI支援システムが搭載された認定調査用タブ
レットの導入

①37%

②50%

③-

①60%

②100%

③運用

部名 いきいき生活部

部長名 佐藤　智恵

目標値 達成時期部の経営課題 指標 現状値

1

地域包括ケアシステムの深化・推進
①介護人材の確保・育成・定着
②介護予防・フレイル（※）予防の推進
③認知症の人やその家族の居場所づくり

持続可能な介護保険制度の運営
④良質な介護サービスの提供の促進

※「フレイル」とは、加齢により心身機能が低下して、要介護状態となる危険性
が高いが、適切な取組を行うことにより、健康に戻ることが可能な状態のこと。

①-1　介護人材バンクによる就労人数

①-2　介護の資格取得支援者数（研修受講者数・
累計）

②-1　自主グループ参加者の介護保険要介護認
定状況が、前年度と比べて維持又は改善した割合

②-2　フレイルチェック会参加者に対するアンケー
トのうち、「講座で学んだ内容を日常生活の中に取
り入れてみたいですか」について「取り入れてみた
い」と回答した方の割合

③「認知症とともに生きるまちづくり」に参加できる
機会の提供

④市内特別養護老人ホーム入所者で要介護度が
改善した人数

①-1　53人

①-2　58人

②-1　92.8%

②-2　91.1%

③36回

④110人

①-1　75人

①-2　90人

②-1　90%以上

②-2　90%以上

③45回

④150人

①-1 2026年度

①-2 2026年度

②-1 2026年度

②-2 2026年度

③2026年度

④2026年度

①2025年度

②2026年度

③2026年度

2027年度

2029年度

2025年度
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

3 1

重
点
事
業
プ
ラ
ン

介護予防・フ
レイル予防の
推進

年齢とともに低下する体や心の機能の維持・改善を
図るため、以下の2つの介護予防・フレイル予防の
取り組みを行います。

①自主グループの交流会や栄養学習、リハビリ
テーション専門職による実技指導など、介護予防に
取り組む自主グループの活動の支援を行い、参加
する方の健康状態や介護保険要介護認定状況の
維持・改善を図ります。
②自身の健康状態の確認やフレイル予防に必要な
知識の習得を目的にフレイルチェック会を開催し、
自主グループなどの介護予防活動への参加を促し
ていきます。

①自主グループ参加者
の健康状態や介護保険
要介護認定状況が、前
年度と比べて維持又は
改善した割合
②フレイルチェック会参
加者に対するアンケート
のうち、「講座で学んだ
内容を日常生活の中に
取り入れてみたいです
か」について「取り入れて
みたい」と回答した方の
割合

①90％以上
②90％以上

2 1

重
点
事
業
プ
ラ
ン

介護人材の確
保・育成・定着

求職・求人アプリなどのICTを活用した相談、面接
会や就労相談会、研修等を通じて、介護人材バン
クによる市内介護事業所への就労マッチングを推
進します。
また、介護職員初任者研修と介護福祉士実務者研
修の受講を支援することにより、新たな介護人材の
確保と既に介護事業所等で働いている職員のス
テップアップ支援に取り組みます。

①介護人材バンクによる
就労人数

②資格取得者数（研修
修了者数）

①75人

②90人
（累計230人）

認知症の人や
その家族の居
場所づくり

「認知症とともに生きるまちづくり」を推進するため、
認知症について気軽に話すことができるDカフェや
認知症の正しい理解を普及啓発するDサミット、
ワークショップなどを実施し、認知症の人やその家
族、地域団体、企業、認知症サポーター、専門職
など多くの関係者がまちづくりに参加できる機会を
つくります。

「認知症とともに生きるま
ちづくり」に参加できる機
会の提供

39回
（内訳：Dカ
フェ34か所、
ワークショップ
2回、Dサミット
1回、協議会2
回）

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1

重
点
事
業
プ
ラ
ン

いきいき生活部

佐藤　智恵

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

8 5

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス

の
推
進

時間外勤務時
間数削減の取
組

業務の平準化や効率化等により時間外勤務時間を
削減し、職員のワーク・ライフ・バランスを推進しま
す。

1人あたりの時間外勤務
の時間数

135時間以内
（2024年度比
10%減）

7 4

事
務
事
業
見
直
し

部の事務事業
見直しの取組

申請手続きのオンライン化を継続して行い、市民の
方の手続きに関する利便性の向上を図ります。

オンライン手続きの導入
件数（累計）

57件

6 3

全
庁
で
取
り
組
む
施
策

「シティプロ
モーション」に
関する取組

市内外の多くの人が市の高齢者施策に関して興味
や関心を抱き、市を訪れる人、住む人や働く人が
増えるよう、情報発信等に取り組みます。

プレスリリース件数 8件

5 1

個
別
計
画

良質な介護
サービスの提
供の促進

市内特別養護老人ホームのうち、入所者の要介護
度の改善につながったサービスを提供した施設に
対して奨励金を交付することで、良質な介護サービ
スの提供を促進し、入所者の要介護度改善者数の
増加を目指します。

市内特別養護老人ホー
ム入所者で要介護度が
改善した人数

140人

4 2

個
別
計
画
・
事
務
事
業
見
直
し

デジタル技術
を活用した介
護認定事務の
効率化

①市全体の認定調査のうち、市職員による調査は
認定調査タブレットの導入により電子伝送化が完了
しています。外部の介護サービス事業者への委託
分についても、認定調査票を電子伝送化する件数
の増加を目指します。

②介護認定審査会の委員全員が電子資料を利用
できる環境を整備し、会議のペーパーレス化を進
めます。この取り組みにより、紙資料と郵送料の削
減及び事務の効率化を図ります。

③要介護認定の調査業務において、AI支援システ
ムが搭載された認定調査用タブレットを導入するこ
とにより、調査票点検等にかかる事務の効率化を図
ります。また、入力ミスを防ぎ、調査票の完成度を
高めることで質の向上を図ります。

①認定調査票を電子伝
送化した比率（外部介護
サービス事業者への委
託分）

②認定審査会資料の電
子化率

③AI支援システムが搭
載された認定調査用タブ
レットの導入

①60%

②80%

③導入・運用
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・すべての市民がすこやかに暮らすために、望ましい栄養・食生活及びからだとこころの健康づくり等に自ら取り組んでいただけるよう支援します。
・どんなときも安全・安心な生活ができるよう、市民、関係団体と相互に協力し、健康を守る体制の整備や衛生的な生活環境の充実に努めます。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

〇市民が、自ら健康や必要な支援に関する様々な正しい情報を、
容易に入手できる環境が求められています。

〇食中毒、感染症など、健康危機の発生に対する迅速、的確な対
処が求められています。

〇乳幼児の健やかな成長を支援する体制の保持が求められてい
ます。具体的には、健全な発育発達をサポートするとともに疾病の
予防・早期発見に繋げるための健診や、適切な時期に受けられる
適切な予防接種について、その機会を引き続き確保していく必要
があります。

〇市民がライフステージに応じた食の知識と選択する力を習得し、
望ましい食生活を実践できるよう取り組むことが求められています。
また、多様なライフスタイルに応じた食育を推進するために、組織
や分野の垣根を超えて連携していく必要があります。

○自殺対策は、保健、医療、福祉、教育、労働その他関連施策と
の有機的な連携のもとに推進され、市民の誰もが自殺に追い込ま
れることのない社会を実現することが求められています。

〇人と動物の共生する社会を実現するためには、動物と地域社会
に深いかかわりを持つ住民が、積極的、主体的に地域に根ざした
動物愛護を進める必要があります。

〇安全で健康的に暮らすために、生活衛生に関する正しい情報を
継続的に提供し、普及啓発する必要があります。

〇衛生管理が行き届いた施設を利用し、安全な食生活を送るため
に、生活衛生関係事業者を監視指導することが求められていま
す。

〇マイナンバーカードを利用した、国民・医療機関・自治体の間の
情報連携を実現するシステム（PMH：public medical hub）につい
て、町田市は「母子保健（乳幼児健診）」の事業で、国の実証実験
（乳幼児健診）に2024年度から参加しています。

〇町田市で養成した、『町田市食育ボランティア』が地域で活躍し
ています。地域とつながるボランティア団体が活躍することで、地域
の実情やニーズに応じた食育推進が可能となります。

○地域の関係機関等が参加する自殺対策推進委員会と、自殺対
策に関連する部署で構成する自殺対策推進庁内連絡会を設置し
ており、関係機関が連携して、自殺対策を推進していくことができま
す。

○動物愛護の推進に取り組むため、ボランティアと連携して、終生
飼養・適正飼育の啓発や、地域猫対策活動への支援、災害対策を
進めています。

○町田市は、多くの専門職を監視員として擁しており、監視員が適
確な指導を実施できるよう、実務研修等へ参加し研鑽を積んでい
ます。

〇多摩26市のうち、保健所政令市は八王子市と町田市のみです。
保健所政令市として、地域に密着した保健活動と専門的な保健衛
生サービスを提供することができます。

〇全国で母子保健（乳幼児健診）でPMH事業に参画しているの

は、町田市以外では9自治体※のみです。

〇「食育」という言葉やその意味を知っていた町田市民の割合は
63.1％で、国「食育に関する意識調査」（2021年）の49.0％と比較す
ると14.1ポイント高くなっています。

〇2024年町田市の自殺死亡率（人口10万あたり）は14.6で、東京
都の15.5より低くなっています。

〇町田市における犬の登録頭数は東京都内の自治体では多いで
すが、狂犬病予防注射の接種率は東京都平均よりも高くなってい
ます。引き続き接種率向上に向け継続的な周知啓発が必要です。

※青森県むつ市、埼玉県入間市、東京都東村山市、
大阪府河内長野市、愛媛県西条市、福岡県太宰府市、
長崎県諫早市・波佐見市、宮崎県都城市

〇PMHは2026年度からの全国展開が予定されており、「医療費助
成（国、地方単独）」「予防接種」の事業においても、具体的な準備
を進める必要があります。

〇2024年3月に策定した「まちだ健康づくり推進プラン24-31」に基
づき、デジタルツール等を通じて、食で健康を支えるまちを実現し
ていく必要があります。

○2024年3月に策定した「まちだ健康づくり推進プラン24-31」に基
づき、かけがえのないいのちを大切にするまちを実現するため、自
殺対策を推進していく必要があります。

〇全国的な高齢化の進行や生活様式の多様化を受けて、2021年
に国が社会福祉と動物愛護管理の多機関連携に向けたガイドライ
ンを策定しました。社会福祉と関連したペットの飼育問題につい
て、このガイドラインを参照し、多分野の関係機関と連携して取り組
んでいく必要があります。

○インターネットやSNSでは食の安全に関する誤った情報や科学
的根拠に乏しい情報も見受けられるため、正しい情報を分かりやす
く提供していく必要があります。

〇働き方改革の一環として、労働者の健康管理やワークライフバラ
ンスの向上を目的に勤務間インターバル制度の導入が進められて
います。

部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

保健所

鷹箸　右子

部名

部長名
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2027年度

①2025年度

②2025年度

③2026年度

2025年度

2025年度

達成時期部の経営課題 指標 現状値

1 事務事業の見直し/子どもにやさしいまちの実現 問診表をデジタル化した集団検診の実施 3～4か月健診の1会場での実施 3～4か月児健診の5会場での実施 2026年度

部名 保健所

部長名 鷹箸　右子

目標値

2 食育の推進 分野を横断した食育推進事業数 4件（2023年度からの延べ件数） 7件（2023年度からの延べ件数）

3 自殺対策の推進

①普及啓発の実施回数

②ゲートキーパー養成等の自殺防止対策事業の
実施回数

③自殺死亡率（人口10万人あたり）※
※暦年単位の値

①年3回

②年9回

③14.6

①年3回

②年9回

③12.2

4 動物愛護管理と社会福祉における関係機関との連携強化 関係機関と行った情報共有の回数 年2回 年3回

5 業務効率化及び業務遂行力の向上 勤務間インターバルの確保 - 90％以上
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1

事
務
事
業
見
直
し
/
全
庁
で
取
り
組
む
施
策

保健所

鷹箸　右子

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

事務事業見直
し/「子どもに
やさしいまち」

マイナンバーカードを活用した母子保健DX（医療
費助成、予防接種、乳幼児健診等）の2026年度の
全国的な運用開始に先立ち、3～4か月児健診の
実証事業を実施します。
デジタル化した問診票による健診ならではの課題
を整理し、マニュアルの作成や医師・保健師との共
通認識を図るなど、より効率的な健診の実施体制
を確立して、市内3会場での実施を目指します。

問診表をデジタル化した
集団健診の実施

3～4か月児健
診の3会場で
の実施

2 2

個
別
計
画

分野を横断し
た食育推進

講演会の開催や農業体験の実施、SNSによる情報
発信等、市民や関係団体と連携しつつ、事業を
行っています。引き続き、食育とは直接関係の無い
分野とも連携し、庁内各課や関係団体がより一体と
なった事業展開を目指します。

分野を横断した食育推
進事業数

1件（2023年度
からの延べ5
件）

3 3

重
点
事
業
プ
ラ
ン

自殺対策の推
進

誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を
目指して、「まちだ健康づくり推進プラン24-31」に
基づき、以下の取組を実施します。
・自殺対策への理解を広く呼びかけ、行動を促す
ために行う情報発信やキャンペーンの実施などの
普及啓発を行います。
・悩んでいる人に気づき、声を掛け、話を聞き、必
要に応じて専門家につなぐゲートキーパーの養成
やSNSを活用した自殺防止相談事業、こころ・女
性・労働など様々な分野に関する相談を1つの場
所で受け付ける総合相談会など自殺防止対策に
関する事業を実施します。
・地域の関係機関等が参加する自殺対策推進委
員会と、自殺対策に関連する部署で構成する自殺
対策推進庁内連絡会の開催を通じて連携を深め、
市を挙げた自殺対策を推進します。

①普及啓発の実施回数

②ゲートキーパー養成
等の自殺防止対策事業
の実施回数

③自殺死亡率（人口10
万人あたり）

現状値：14.6（2024年）

①年3回

②年9回

③12.7
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

5 5

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
推
進

勤務間イン
ターバルの確
保

・全職員が適切な休息を確保できるよう、年間のス
ケジュール管理の徹底をするとともに、業務の平準
化をすることで業務の効率化を図り、長時間労働を
防ぎます
・Ｗｅｂ会議の実施による移動時間削減やペーパー
レス会議の実施による資料作成時間の短縮を推進
し、業務の効率化を図ります。

終業時刻から次の始業
時刻までの間に11時間
の休息時間を確保でき
た割合

90%以上

4 4

個
別
計
画

動物愛護管理
と社会福祉に
おける関係機
関との連携強
化

高齢者のペット飼育に関する相談やトラブルにつ
いて、関係機関等と円滑に連携し対応ができるよ
う、福祉関係施設等と動物飼育に関する問題や対
応事例等について情報共有を行います。

関係機関と行った情報
共有の回数

3回
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部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

子ども生活部

鈴木　亘

部名

部長名

町田市のまちづくり基本目標の1つである「赤ちゃんに選ばれるまち」の実現に向けて、子育て世帯の誰もが必要な情報を把握し、支援が必要なときに支援を受けられ、相談が必要なときに相談を受けられる環境づくりを進めます。あわせて、保育を必要としているときに必
要な保育サービスを利用できる環境を整え、多様な保育の充実を図ります。また、子どもが大人と共にまちづくりに取り組むことができ、子どもが「活動の場」「生活の場」「豊かに過ごせる場」を選択できるまちとなるために、子どもの市政に関する意見交換や検討の機会への
参画、居場所や活動拠点づくりを推進します。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

○子どもに関する総合計画として新たに策定した「町田市子どもマ
スタープラン25－34」及び前期行動計画に基づき、子ども施策の
着実な推進を図ります。

○2025年4月の待機児童数（速報値）は46人と2024年度から18人
増加しました。待機児童の解消に向け、既存施設の有効活用や保
育定員の増加を図るとともに新たな保育所整備の検討をする必要
があります。

○待機児童解消を目的とした保育の「量」の確保とともに、子どもの
健やかな育ちを支えるため、市と事業者が協力して教育・保育の
「質」の向上に取り組む必要があります。

○医療的ケアが必要な子ども（医療的ケア児）の数は町田市にお
いても増加傾向にあり、一人ひとりの状態に応じたきめ細やかな支
援や相談体制の充実が求められています。

○ひとり親家庭等に対し、いつでも相談できる場所の充実や家事
負担の軽減、経済的支援などの必要なサービスを提供し、自立し
た社会生活を送れるよう支援を行う必要があります。

○保護者の就労等の有無にかかわらず、0歳児から2歳児の未就
園児を定期的に預かるモデル事業について、より多くの地域で検
証を行う必要があります。

〇東京都が2025年9月から保育料の第1子無償化を表明したことに
よる市の既存事業に対する影響を精査する必要があります。

○ユニセフが主唱する「子どもにやさしいまちづくり」の実践自治体
として、日本ユニセフ協会から認定を受けています。

○地域の実情やニーズに応じた対応として、送迎保育ステーション
や認定こども園の設置等保育環境の充実に努めています。

○教育・保育施設が安定して運営できるよう、保育士等の人材確
保、育成、離職防止のための支援が求められています。

○子ども発達センターにおいて、地域の保育所等を訪問し直接子
どもの支援を行うほか、職員に対しては子どもとの関わり方等の助
言を行っています。

○「まちだ子育てサイト」、「メール配信サービス」や「X（旧Twitter）」
などのツールを活用して子育て情報を発信していますが、更なる内
容の充実が必要です。

○FC町田ゼルビアとの子ども・子育てに関する連携協定に基づ
き、子ども達がより多くの貴重な経験ができるよう、より連携を強化し
て協働事業を実施しています。

○2024年に設置した「子ども家庭センター」のもと、児童虐待の「未
然防止対策強化」を図るとともに、すべての妊産婦、子育て世帯、
子どもへの包括的な相談支援体制の強化が求められています。

○2025年6月に児童相談所が開設されることに伴い、東京都（児童
相談所）と町田市との間で、子どもを虐待から守るため、相談体制
の充実など一層の連携強化を図る必要があります。

○他市と比較して、幼稚園型10園、幼保連携型4園と保護者の就
労形態を問わず、教育・保育が受けられる認定こども園が多く整備
されています。

○子どもの行政参画の場として定期的に活動できる「MSP（町田創
造プロジェクト）」や「子ども委員会」などがあります。

○地域ボランティアが利用者宅に直接弁当を配達する「おうちでご
はん」事業は、都内で初めて事業費をふるさと納税で確保し実施し
ています。

○2023年度に子どもの権利に関する条例として「町田市子どもに
やさしいまち条例」を多摩26市の中で7番目に制定しました。なお、
条例と「子ども憲章」の両方があるのは都内では町田市のみです。

○都内で初めて、幼稚園・保育園等に係る全23種類の手続きをオ
ンライン化しました。中でも、2025年4月の入所申請では、オンライ
ン申請率が8割を超え、多摩26市で最も高くなっています。

○町田市の0歳から14歳の年少人口の転入超過数は、全国約
1,700自治体の中で政令指定都市等を除いて、2024年の全国第1
位に続いて第2位となり、多くの子育て世帯に選ばれております。
一方で、町田市の0歳から14歳の年少人口はゆるやかに減少して
おり、2025年3月現在は48,369人、2050年には4万人を下回る見込
みです。

○市全体としては、待機児童が解消されていない状況ですが、一
部の地域では施設の定員に空きが生じており、教育・保育施設の
適正な定員を検討していく必要があります。

○少子化の影響で小学校在籍児童数は減少していますが、学童
保育クラブの入会児童数は高学年児童の受け入れや入会率の上
昇により、年々増加しています。

○児童虐待の対応件数は依然として多く、関係機関と連携した子
どもの見守りが必要です。また、児童相談所の市内設置に伴い、
連携した支援体制を構築していく必要があります。

○「町田市新たな学校づくり推進計画」に基づき学童保育クラブに
おいても、保育を継続して提供できるよう環境の整備や運用方法
等について検討を進めていく必要があります。

○物価や資材価格、労務単価の高騰といったインフレが進行して
いる状況から、既存の事業の見直しも含め、時勢に応じた事業を
展開していく必要があります。

○生成ＡＩをはじめとしたデジタル技術の浸透を踏まえ、行政のＤＸ
化を加速させ、業務の効率化及び市民の利便性の向上を図る必
要があります。
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2025年度7 時間外勤務時間数削減 一人あたりの時間外勤務の時間数 175時間
158時間以下
（2024年度比10％減）

6 子ども発達センターの利用者ニーズへの対応及びサービスの質の向上 子ども発達センターへの民間活力導入 導入準備 導入

5 児童相談所との連携強化 児童相談所との連携強化につながる取組実施 - 取組実施

4 業務・事務の効率化・サービス向上
病児・病後児保育の利用者登録・予約のオンライン
システム導入

検討 導入

3 未就園児の預かりの推進

①モデル事業の実施地域数

②モデル事業実施施設における平均利用率

③本格実施に向けた制度設計の検討

①2地域

②6割

③検討中

①全5地域

②6割

③完了

2 学童保育クラブの質の向上

①巡回アドバイザーによる訪問施設数

②夏期休業期間の昼食提供

③統合校における安全対策実施施設数

①全施設

②-

③-

①全施設（継続）

②昼食提供の本格運用の開始

③5施設

部名 子ども生活部

部長名 鈴木　亘

目標値 達成時期部の経営課題 指標 現状値

1 「子どもにやさしいまち」の実現
① 「子どもにやさしいまち」の評価

②（仮称）子ども・子育て庁内推進会議の設置

①-

②-

①100点

②設置

①2034年度

②2025年度

①2025年度

②2028年度

③2029年度

2025年度

2025年度

2025年度

2030年度
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

4 4

事
務
事
業
見
直
し

病児・病後児
保育の利用者
登録・予約の
オンラインシス
テム導入

病児・病後児保育利用者の利便性向上のために、
利用者登録・予約のオンラインシステムを導入しま
す。

システム導入 導入

3 3 -
未就園児預か
り推進事業の
実施

①②幼稚園・認定こども園・認可保育所において、
就労等の要件を問わず0歳児から2歳児の未就園
児を定期的に預かる「乳児等通園支援事業」の本
格実施を見据えたモデル事業として「未就園児預
かり推進事業」を実施します。
③乳幼児期から同年齢・異年齢の子どもや、保護
者以外の大人と関わる中での様々な経験を通じ
て、子どもの健やかな成長を図るとともに、在宅子
育て家庭の孤立防止や育児不安軽減等、子育て
支援の充実を図ります。

①モデル事業の実施地
域数

②モデル事業実施施設
における平均利用率

③本格実施に向けた制
度設計の検討

①全5地域

②6割

③完了

2 2

個
別
計
画

学童保育クラ
ブの質の向上

①学童保育クラブのサービス水準の均一化を図る
ため、巡回アドバイザー事業を実施し、現場におい
て保育の質の向上に資する相談・助言を行いま
す。
②夏期休業期間に、鶴川地域の中学校給食セン
ターから学童保育クラブへの昼食提供を行う実証
実験を実施します。
③新たな学校づくりに合わせて統合した小学校を
対象に学童保育クラブの安全対策として、駐車ス
ペース等に見守り人員の配置などを行います。

①巡回アドバイザーによ
る訪問施設数

②夏期休業期間の昼食
提供施設数

③統合校における安全
対策実施施設数

①全39施設

②5施設

③2施設

「子どもにやさ
しいまち」の実
現

①子ども分野の総合計画である「町田市子どもマス
タープラン25-34」の推進にあたり、ＣＦＣＩ（ユニセフ
が主唱する「子どもにやさしいまちづくり事業」）が
定める、グローバルスタンダードな基準を取り入れ
た評価に基づき、取り組みの改善を行います。
②取り組みの改善には、庁内のすべての部署が共
通認識を持ち、課題解決に向けた取組を組織横断
的に進めることが必要であるため、関係各部署によ
り構成される「（仮称）子ども・子育て庁内推進会議」
の設置に向けた検討を行います。

①「子どもにやさしいま
ち」の評価

②（仮称）子ども・子育て
庁内推進会議の設置

①70点

②設置

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1

経
営
改
革
プ
ラ
ン
／

全
庁
で
取
り
組
む
施
策

子ども生活部

鈴木　亘

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定
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経
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課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

7 7

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の

推
進

時間外勤務時
間数削減

職員のワーク・ライフ・バランスを推進するため、業
務の平準化等を図ることで、時間外勤務を削減しま
す。

一人あたりの時間外勤務
の時間数

158時間以下
（2024年度比
10％減）

6 6

事
務
事
業
見
直
し

子ども発達セ
ンターへの民
間活力導入

①発達に支援が必要な子どもや、医療的ケア児、
重症心身障がい児が医師の助言に基づく支援を
受けられるよう、民間活力の導入準備を進めます。
②民間活力導入後の具体的な事業内容、運営方
法について、医療対応可能な事業者にヒアリングを
行い、基本計画を策定します。

①②基本計画策定 策定

5 5 -

児童相談所と
の連携強化に
つながる取組
実施

①町田市内に設置される児童相談所とケース対応
についての共通認識を持ち、今まで以上に連携し
た相談対応を行うため、相談情報等の相互把握
や、合同面接・合同訪問等を実施します。
②市の相談員が児童相談所の持つ専門的知識や
技術を学び、相談対応能力を向上するため、児童
相談所と企画段階から一体的に取り組み、合同研
修等を実施します。

①②取組実施 実施
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部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

経済観光部

塩澤　直崇

部名

部長名

市内産業の持続的な発展を促進し、ビジネスしやすく働きやすいまちを実現します。
地域住民と来訪者の交流を促進し、「住んでよし、訪れてよし」の観光まちづくりを実現します。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

○市内中小企業者等
・創業期は、身近で知識を学べる場や相談の窓口等、きめ細やか
な情報や支援が求められています。
・拡大期は、新たな販路や連携先の開拓、設備投資といった事業
拡大・成長のための情報・資金・人手が求められています。
・承継期は、事業の見直しや後継者育成、早い段階から事業承継
の準備を行い、円滑な承継へつなげるための情報や支援が求めら
れています。

○産業支援機関等
・産業支援機関（町田商工会議所、町田新産業創造センター、町
田市勤労者福祉サービスセンター等）や市内金融機関等からは、
市と連携しながら、市内中小企業者等の支援を行うことを求められ
ています。
・商店会をはじめ、市内で魅力あるまちづくりに取り組む事業者・団
体からは、効果的かつ継続的な対話の機会や情報・支援が求めら
れています。

○中心市街地を訪れる人
・中心市街地は大規模な商業施設と賑わい溢れる商店街が共存
し、多くの人々が市内外から訪れる場所となっています。来街者か
らは中心市街地でゆったりと楽しい時間を過ごせる場所、緑を感じ
ることができる場所が求められています。
・町田駅周辺で検討が進められている民間再開発に合わせて、
「将来のまちの姿」を共有し、官民が連携してまちづくりに取り組む
ため、魅力的な「対話の場」づくりが求められています。

〇観光拠点を訪れる人
・町田薬師池公園四季彩の杜や鶴川地区は、町田市を代表する
観光拠点です。自然や歴史、文化など各施設や地域の特徴を生
かした観光まちづくりが求められています。
・町田市民にとって、地域に愛着や誇りを感じ住み続けたくなるよう
な、来訪者にとっては何度も訪れたくなるようなまちの実現が求めら
れています。

○関係機関等
・市内の産業支援機関、金融機関、大学等の教育機関、民間事業
者等が担い手となり、互いに連携しながら町田創業プロジェクト等
の事業に取り組んでいます。今後、産業支援機関だけでなく、事業
者の様々な相談相手である弁理士等の士業の方々や関連団体等
を通じ、情報発信に取り組んでいく必要があります。
・異業種・異分野連携やオープンイノベーションに取り組む意欲的
な事業者の交流は、新商品・新サービスが生まれ、町田市の新た
なブランドにつながることが期待できます。
・2019年に都市再生推進法人の指定を受けた（株）町田まちづくり
公社とともに、中心市街地の活性化に向けた取り組みを推進してい
きます。
・グリーエックス(株)（旧アウモ（株））と町田市観光コンベンション協
会、町田市で魅力発信に関する協定を締結し、国内最大級のおで
かけ情報サービスを利用して、観光スポットやイベント、店舗情報
等の発信を行っています。
・小野路宿里山交流館を中心に、小野路地域の住民が主体となっ
たおもてなしが来訪者から好評を得ています。また、相原まちづくり
協議会や鶴川地区協議会等の市民団体によって、各地域の魅力
発信が積極的に行われています。

○中心市街地
・中心市街地は百貨店等の大規模商業施設が立地し、多摩地域
の中でも有数の商業集積地であると同時に、水と緑の自然あふれ
る芹ヶ谷公園が近接し、様々な人が楽しめるエリアとなっています。
また、個性ある店舗や活力あふれる商店街が広がり、「町田らしさ」
の象徴となっています。

○観光資源
・原町田大通りをはじめ、市内の商店街や公園では、「町田さくらま
つり」「フェスタまちだ」「町田時代祭り」「キラリ☆まちだ祭」等の地域
イベントが開催され、年間を通じて数十万人の来場があります。
・町田薬師池公園四季彩の杜は、西園や「東京都指定名勝」に指
定されている薬師池、ファミリー層に人気の町田リス園等の9施設を
擁する、町田市を代表する観光拠点です。
・鶴川地区には、武相荘等の古民家や畦地梅太郎ギャラリー「あと
りえ・う」、2025年1月に開園した鶴川香山園があり、歴史・文化を
テーマとしたエリアプロモーションの展開が期待できます。

○市内中小企業者等
・2021年度の町田市の「1事業所当たりの付加価値額」（市内事業
者の経済活動によって生み出された価値の総額）は4,960万円で、
2016年の調査時の5,070万円と比較すると2.2％減少しています。
多摩26市における同時期の比較では、10％以上の増加となってい
る自治体が7自治体ありました。
今後、1事業所当たりの付加価値額を増加していくため、市内事業
者の競争力を強化するとともに、新たな商品・サービスの開発や新
事業の展開、販路開拓、異業種・異分野との連携等、事業者の
チャレンジを支援することが必要です。

○事業者支援メニュー
・多摩26市のうち、町田市の他に10市ほどが商品開発関連の制度
（開発に要する経費の補助、産学連携、融資制度等）を実施してい
ますが、町田市では新商品・新サービスの実証実験に要する経費
を補助しています。

○起業・創業
・多摩26市のうち創業支援施設を有する市は8市です。町田新産
業創造センターは、これから起業・創業を考えている方、起業・創
業して間もない方に対して、支援相談員であるインキュベーション
マネージャーが常駐し、創業・起業や経営に関する伴走型の支援
が強みとなっています。
・他自治体では販路拡大等の補助金について、創業後１年以上を
対象としている中、町田市では3か月以上とし、起業・創業期から事
業者が積極的にチャレンジできるよう、支援しています。

○中心市街地
・海老名駅や立川駅周辺では、大型商業施設開発や駅前開発が
行われ、町田市中心市街地が突出した存在ではなくなってきてい
ます。
・小田急及びＪＲ町田駅は、東京都心部や横浜への交通アクセスが
優れており、路線内でも比較的多くの乗降客数がありますが、近隣
の同等規模の駅と比較すると、まちなかへ訪れる人の割合が低い
と言われています。
・箱根や江ノ島、高尾山等の観光地にも比較的近い立地にありま
す。その一方で、近隣観光地には町田市を通過して行くなど、「観
光地に近い」という立地を活かしきれていない現状があります。

○国等
・国は、日本にスタートアップを生み育てるエコシステムを創出し、
第二の創業ブームを実現するため、2022年11月に「スタートアップ
育成5か年計画」を決定しました。
・東京都は2022年11月に、新たなスタートアップ戦略「Global
Innovation with STARTUPS」を発表し、東京の起業数等を5年で10
倍に増やす目標を掲げています。
・日本商工会議所の「人手不足の現況及び多様な人材の活躍等
に関する調査」（2024年実施）によると、63％の企業が人手に関し
「不足している」と回答しています。

○町田市
・市内中小企業では、人手不足を課題として挙げています。町田
商工会議所やハローワークを中心に企業合同説明会の開催等の
取り組みを進めています。
・インターネット販売の普及拡大による購買行動の変化や周辺都市
における大型商業施設開発・駅前開発等は、町田市の商業売上
に影響を与えています。また、コロナ禍を通じて、働き方が多様化
し、市内コワーキングスペース・シェアオフィスも増加しました。
・産学官連携による町田発のクラフトビールが生み出される等、事
業者が新たなチャレンジをする文化が根付いてきています。
・町田駅周辺は、1960から1970年代に建てられた施設が多く、都市
機能の更新が求められています。2024年度に「町田駅周辺開発推
進計画」を策定し、町田駅周辺の再開発を大きく推進する予定で
す。
・原町田大通りは広い歩道やオープンスペースが整備されるととも
に、（株）町田まちづくり公社が建設・運営する新たなまちの案内所
「町田駅前交流拠点　はっとまちだ」が完成し、原町田大通りを活
用した憩いと賑わいを創出するための下地が整いました。
・町田市は、これまで「訪れてみたい日本のアニメ聖地88」に選定さ
れていました。2025年4月からは、町田市を舞台とする新たなアニメ
の放映が開始されています。
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5 〇子どもにやさしいまちの実現 産業・観光に関する子どもを対象とした事業の拡充 - 5事業

4 ○勤務間インターバルの確保
経済観光部各職員が、終業時刻から次の始業時
刻までの間に11時間の休息時間を確保できた割合

- 90%以上

3

○地域の特性を活かした観光まちづくりの推進
・町田薬師池公園四季彩の杜や鶴川エリア等のプロモーションの推進
・デジタル技術を活用した観光プロモーションの実施
・Jリーグサポーターに向けた観光プロモーションの実施

①観光入込客数

②情報発信

①610万人（2023年度）

②　—

①650万人

②4回/年

2
○中心市街地の活性化
・原町田大通りを活用した憩いと賑わい空間の創出

①中心市街地で2時間以上過ごす人の割合

②中心市街地を訪れる頻度（2週間に1回以上）

③滞留空間（はっとｔｅｒｒａｃｅ）でのイベント実施回数

①48.4％（2024年度）

②41.3％（2024年度）

③　－

①60％

②60％

③4回

部名 経済観光部

部長名 塩澤　直崇

目標値 達成時期部の経営課題 指標 現状値

1
○市内商工業の振興
・「町田市産業振興計画19‐28」に掲げる施策の推進
・中小企業者等の特性に応じた支援及び情報発信の拡充

①1事業所あたりの付加価値額
（5年に1度の経済センサス）

②予定通りに進んでいる施策の割合

③情報発信数

①4,960万円（2021年経済センサス）

②74.1％(2024年度）

③176件(2024年度）

①5,070万円（2026年経済センサス）

②100％

③前年度比110％

①2028年度

②2028年度

③2025年度

①2030年度

②2030年度

③2025年度

①2026年度

②2026年度

2025年度

2025年度
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計
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評
価

5 5

全
庁
で
取
り
組
む
施
策

「子どもにやさ
しいまち」

夏休み期間に起業・創業の魅力に気付くきっかけ
づくりとして「まちだキッズアントレプレナープログラ
ム（マネー教室、プログラミング教室、発明体験教
室、クリエイター教室）」や、町田薬師池公園四季
彩の杜エリアの魅力向上のため子どもを対象とした
イベント等を実施します。
また、町田ターミナルプラザ市民広場や町田薬師
池公園四季彩の杜でのイベントに関し、子どもに分
かりやすいチラシ等を作成します。

子どもを対象とした事業
の拡充

5事業

4 4

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ

ン
ス
の
推
進

勤務間イン
ターバルの確
保

職員間の報告連絡相談や各担当の打合せ時間を
短縮して設定し、業務の効率化を図ります。また、
タイムマネジメントを徹底し、時間外勤務の時間数
を抑制します。これらにより、終業時刻から次の始
業時刻までの休息を確保します。

終業時刻から次の始業
時刻までの間に、11時間
の休息時間を確保でき
た割合

90%以上

3 1 -
市内商工業の
振興

・市内産業支援団体と共に、「町田市産業振興計
画19‐28」に掲げた付加価値額の目標達成に向け
て4つの施策（58事業）を推進します。
・適切な時期や手法による効果的な情報発信をし
ます。情報発信にあたっては、社会環境の変化や
他自治体の動向を踏まえます。また、各職員が市
内産業支援団体や顧客との対話等を通じて必要な
情報を精査します。

①予定通りに進んでいる
施策の割合

②情報発信数

①81.0％

②前年度比
110％
（2024年度176
件）

2 3

重
点
事
業
プ
ラ
ン

地域の特性を
活かした観光
まちづくりの推
進

・「町田市観光まちづくりリーディングプロジェクト
2022」に基づき、鶴川エリアをはじめ、町田市の魅
力発信に向けて、Ｊリーグサポーター、主にビジター
サポーターに向けたシティセールスを実施します。

・2025年1月に開園した鶴川香山園のＰＲ動画を町
田市内外の方に発信することで、鶴川エリアへの来
訪促進を図ります。さらには、周辺施設等と連携し
て、鶴川エリアの魅力向上へつなげていきます。

情報発信回数
4回

中心市街地活
性化の推進

町田市中心市街地まちづくり計画に掲げたプロ
ジェクトの一つである「原町田大通り憩いと賑わい
空間を創造するプロジェクト」を推進し、町田駅周
辺の中心市街地を訪れる頻度や滞在時間の延長
を目指し、滞留空間（はっとterrace）を活用したイベ
ント等を実施します。
ワクワク感あふれる様々な交流機会を創出すること
で、中心市街地のさらなる賑わいや、まちの魅力を
醸成します。

イベント実施回数 4回

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 2

重
点
事
業
プ
ラ
ン

経済観光部

塩澤　直崇

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定
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○「市民と農をつなぐ」魅力ある町田の農業を実現します。
○多様な主体との連携・協働により里山環境の活用を図り、「住む人も　訪れる人も　居心地のよい　まちだの里山」を実現します。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

【市民】
〇食の安全への意識の高まりにより、新鮮で安全安心な農産物を
求めています。
〇まち☆ベジを購入できる場所や販売時間など、子育て世代のラ
イフスタイルに合った新たな販売方法を求めています。
○市街化調整区域の山林が、環境や景観に配慮され、安全かつ
適切に管理されている状態であることを求めています。
【農業者、ＪＡ、新規就農希望者】
〇安全安心な市内農産物のブランドが浸透し、地産地消が推進さ
れることを求めています。
〇市内農産物の産出額を増加させ、生産者の経営基盤の安定化
が図られることを求めています。
〇農業技術を習得し、就農できることを求めています。
【来訪者】
〇アドベンチャーツーリズム、貸し農園や観光農園の需要が増える
など、自然やみどりに触れ合う機会を求めています。
○都市近郊でまとまったみどりが残る「まちだの里山」には多くの人
が訪れています。
【土地所有者】
○耕作の難しい農地所有者が、農地を維持するため、新たな農地
活用を求めています。
【団体・企業】
○里山の環境に興味や親しみを持つ人や、里山を活用した取り組
みや活動の参画を検討する企業や団体がいます。

○市内の農家戸数が657戸、経営耕地面積は185haあります。
（2020年農林業センサスより）
○市が意欲のある農業者を認定する「認定農業者」は71経営体で
す。（2025年3月31日時点）
○2011年度から開始した農地あっせん事業によって、115人の担い
手バンク登録者のうち46人が新規就農や経営拡大を実現していま
す。（2024年度末あっせんした農地17.1ha）（2025年3月31日時点）
○小山田・小野路エリアに約55.5haの市有山林があります。その約
25ha（45％）についてはNPOや市民団体との連携・協働により再
生・保全・活用に取り組んでいますが、残りの約30.5ha（55％）につ
いては十分に活用できていません。

○農家戸数（657戸、東京都2位）や経営耕地面積（185ha、東京都
3位）において東京都内で上位となっています。(島しょ部を除く)
（2020年農林業センサスより）
○野菜の作付面積は東京都2位であり、ピーマン、トマト、ナス、
キュウリなどの収穫量は都内で上位となっています。（令和4年度東
京都の地域・区市町村別農業データブックより）
○神奈川県藤沢市の地産地消ロゴマークである「『藤沢産』ロゴ
マーク」の市民認知度が43.7％（2025年2月時点）に対し、町田産
農産物「まち☆ベジマーク」の市民認知度は44％(2025年3月末時
点)です。今後も、様々な媒体を使い町田産農産物「まち☆ベジ」を
市民に知ってもらう地産地消を推進するためには効果的なPRが必
要です。
○まちだの里山は市街化の進んだ多摩丘陵の中で、みどりがまと
まって残っている貴重なエリアであり、都心部からもアクセスしやす
い場所にあります。

○みどりの食料システム法の施行もあり、環境に配慮した農業の取
り組みが重要になってきています。
○物価の高騰に伴い、肥料価格や諸材料費も高騰するなど、生産
者の負担が増加しています。
○野菜の高値が続く中、地産地消の考え方は注目を浴び、消費者
の関心が高まっています。
○イベントへのニーズが増していることから、農にふれあう機会の取
り組みを継続的に行う必要があります。
○子育て世代の食育への関心が高まり、野菜を価格重視から品質
重視へと価値観が変容しています。
○ＳＤＧｓの達成や持続可能な循環型社会の実現の寄与していくこ
とが重要な視点となっています。
○森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律により、都市住
民の森林・林業に対する理解の醸成や山村の振興等につながるこ
とが期待されています。
○様々な社会課題、経済的課題の解決方法の一つとしてグリーン
インフラの活用が期待されています。
○NPOや市民団体が里山環境の再生・保全・活用に取り組んでい
ますが、一部の団体では構成員の高齢化などにより、活動を維持
することが難しくなってきています。

部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

経済観光部北部・農政担当

粕川　秀人

部名

部長名
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2030年度

2029年度

2025年度

2025年度

達成時期部の経営課題 指標 現状値

1 地産地消の推進

①子育て世帯のうち「まち☆ベジ」を購入したことが
ある人の割合

②子育て世帯のライフスタイルに合った市内産農
産物の販売方法の試験実施

①69%

②－

①80%

②試験的実施
2026年度

部名 経済観光部北部・農政担当

部長名 粕川　秀人

目標値

2 里山環境の再生と活用 里山環境再生・活用拠点施設の整備 － 施設の開設

3
経営改革の推進
・部の事務事業見直しの取り組み
市有財産（里山環境活用保全事業用地）の調査

市有財産（里山環境活用保全事業用地）の活用に
向けた調査の実施

－ 調査の完了

4
全庁で取り組む施策の推進
・「子どもにやさしいまち」の実現に向けた取り組み

子ども達が発案するプログラム等の実施回数 2回 2回

5
ワークライフバランスの推進
・時間外勤務時間数削減

1人あたりの時間外勤務の時間数 96時間（2024年度）
86時間以下
（2024年度比10％減）
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1

重
点
事
業
プ
ラ
ン

経済観光部北部・農政担当

粕川　秀人

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

地産地消の推
進

①町田産農産物「まち☆ベジ」をより多くの子育て
世帯に購入してもらうために、子ども向け施設と連
携し、イベントや広報媒体などの様々な手法でPR
を行います。

②市内産農産物販売に関するニーズ調査の結果
をもとに、子育て世帯のライフスタイルに合った市
内産農産物の効果的な販売方法を事業者と決定
します。

①子育て世帯のうち「ま
ち☆ベジ」を購入したこと
がある人の割合

②販売方法の決定

①75%

②決定

2 2

重
点
事
業
プ
ラ
ン

拠点施設整備
に関する里山
資源の調査

里山環境の再生や、木材・竹材など里山資源の活
用促進を目的として、「小山田エリアにおける里山
環境再生・活用拠点施設」整備候補地の沿道周辺
にある森林を対象に、活用可能な木材資源の樹種
や量などの調査を実施します。

里山資源調査の実施 完了

3 4

全
庁
で
取
り
組
む
施

策

「子どもにやさ
しいまち」の実
現に向けた取
り組み

イベント等を子ども達の活躍の場とし、子ども達が
発案するプログラムを実施します。

子ども達が発案するプロ
グラム等の実施回数

2回

5 5

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン

ス
の
推
進

時間外勤務時
間数削減

1人あたりの時間外勤務の合計時間数を、前年度
から10%削減します。

1人あたりの時間外勤務
の時間数
（2024年度現状値：96時
間）

86時間以下
（2024年度比
10％減）

4 3

事
務
事
業
見
直
し

部の事務事業
見直しの取り
組み

里山環境活用保全事業用地のうち、十分に活用が
図られていない山林等について、企業や団体が里
山の再生・活用の取り組みに参画しやすいよう、事
業用地の地形、植生、周辺環境などの調査を行い
ます（調査1年目の2025年度は調査対象の30.5ha
のうち1/4にあたる7.6ha）。

十分に活用が図られて
いない山林の現況調査
実施面積

7.6ha
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第3次町田市環境マスタープランで掲げる望ましい環境像「みんなで将来に受け継ぐ水とみどり豊かな　まちだ」の実現に向け、市民・事業者と協働して環境負荷の低減に取り組み、環境に配慮したまちづくりを着実に進めます。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

○地球温暖化の防止
温室効果ガスを起因とする地球温暖化を防ぐために、脱炭素・省
エネルギー・次世代エネルギーの利用促進に取り組むことが求め
られています。

○一般廃棄物の減量
ごみを減らし、資源を有効活用するまちづくりが求められています。

○プラスチックの資源化
プラスチックの焼却による温室効果ガス排出量を削減し、資源化率
を向上させるため、2026年度から容器包装プラスチックの分別収集
を全市域で開始します。市民にとってわかりやすい分別・ごみの出
し方を、積極的に周知することが求められています。

○一般廃棄物の適切かつ安定的な処理
適切かつ安定的にごみが収集され、処理されるしくみに加えて、環
境負荷の少ない周辺地域に配慮した資源循環型施設の運営が求
められています。
また、町田市バイオエネルギーセンターやごみ収集車では、ごみ
に混入した充電式電池等による火災が発生し、設備及び建物が被
害を受けました。施設機能を維持し、安全かつ安定的にごみの処
理及び資源化を行うため、ごみの分別を強化する等、再発防止策
を講じることが求められています。

○生物多様性の保全
安全な食料や水の確保、気候の安定など、多様な生物が関わり合
う生態系からの恵みによって市民生活は支えられています。豊かな
自然を次世代につなぎ、生物多様性の恵みを持続的に利用して
市民生活の向上にいかすため、生物多様性の保全が求められて
います。

○最終処分場の上部利用に向けた取組み
最終処分場（峠谷地区）と1980年以前の廃棄物が埋まっている旧
埋立地の上部を、安全・安心に利用できるよう市民の理解を得なが
ら取り組んでいくことが求められています。

○プラスチックの資源化
容器包装プラスチックの資源化施設であるリレーセンターみなみ
で、横浜線以南の地域を対象に容器包装プラスチックの資源化を
行っています。

○新たな資源ごみ処理施設2箇所の整備
資源ごみを安定して資源化し、資源化率を向上させるため、新たな
資源ごみ処理施設（容器包装プラスチック、製品プラスチック、ビ
ン・カン等の処理施設）を、相原地区・上小山田地区の2箇所に整
備します。

○生物多様性の保全
町田市内には、河川の源流や里山等の特徴的な自然環境があり、
絶滅危惧種を含む様々な生物が生息しています。

○最終処分場の上部利用に向けた取組み
最終処分場（峠谷地区）と旧埋立地の上部を、市民が集う場所とし
て活用するよう、安全対策上の制限に配慮しながら進めています。

○地球温暖化の防止
地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく「地方公共団体実
行計画（区域施策編）」は都内63自治体のうち54自治体が策定済
（策定率86％）です。町田市は第3次町田市環境マスタープランに
包含して策定しました。
町田市は、2022年1月に多摩26市中7番目となるゼロカーボンシ
ティ宣言を行いました。2025年3月末時点で、多摩26市中23市が宣
言を行っています。

○一般廃棄物の減量
市民1人1日当たりのごみ排出量（2023年度）は717ｇで多摩地域
26市中21位（多摩地域平均677ｇ）です。また、ごみの総資源化率
（2023年度）は31.9％で多摩地域26市中25位（多摩地域平均
36.9％）となっています。

○プラスチックの資源化
容器包装プラスチックの資源化については、多摩地域26市中24市
が市内全域で実施しています。
多摩地域26市中11市で製品プラスチックの一括・分別収集が行わ
れています。分別収集を早期に開始するため情報収集を行う必要
があります。

○生物多様性の保全
多摩26市中18市(町田市含む）が、「生物の多様性の保全及び持
続可能な利用に関する基本的な計画（生物多様性地域戦略）」を
策定しています。町田市は2015年に「町田生きもの共生プラン」とし
て策定し、2022年3月には第3次環境マスタープランに包含して計
画を改定しました。

○地球温暖化の防止
温室効果ガスの削減について、国では2030年までに2013年度比
46％削減することを目標として表明しています。また、2023年4月の
「Ｇ７札幌　気候・エネルギー・環境大臣会合」では、G7の保有車両か
らのCO2排出量を2035年までに2000年比50％に削減することが合意
されました。東京都では、2019年12月に「ゼロエミッション東京戦略」を
策定し、2021年3月にはそのアップデート版を公表して取り組みを加
速させています。第3次町田市環境マスタープラン及び町田市第5次
環境配慮行動計画に掲げた温室効果ガスの削減目標の達成に向
け、次世代エネルギーの利用促進が求められています。

○一般廃棄物の減量
国はプラスチックの全量資源化や使用済紙おむつの資源化等の先
進的な施策を提示しています。ごみの減量や資源化に向けて情報収
集を強化し、発生抑制や適正処理の推進に向けた対策が求められて
います。

○プラスチックの資源化
製品の設計からプラスチックの廃棄物の処理まで関わるあらゆる主体
における資源循環の取組を促進するため「プラスチックに係る資源循
環の促進等に関する法律」が2022年4月から施行され、プラスチックの
資源化を加速することが求めらています。

○一般廃棄物の適切かつ安定的な処理
新たな資源ごみ処理施設の整備が完了するまでの間、資源ごみの暫
定処理が必要です。
建設から時間が経過している施設は、大規模な修繕が想定され、費
用の平準化について検討する必要があります。

○生物多様性の保全
国では、2030年までに自然を回復軌道に乗せるため、2023年3月、生
物多様性の損失を止め、反転させる「2030年ネイチャーポジティブ」を
目標として掲げた「次期生物多様性国家戦略2023-2030」を閣議決定
しました。東京都では、2023年4月に東京都生物多様性地域戦略を
改定しました。

部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

環境資源部

岩岡　哲男

部名

部長名
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2026年度

2030年度

2025年度

2026年度

2025年度

達成時期部の経営課題 指標 現状値

1 ごみの減量・資源化の推進

①2019年度と比較したごみの削減量
（2019年度：120,594ｔ）

②容器包装プラスチックの市全域での収集開始

①2024年度総ごみ量
（2025年1月時点の推計量）
8,501t削減（累計）
(112,093t)

②横浜線以南の地域で収集

①11,500t削減（累計）
(109,094t)

②市全域での収集開始

①2030年度

②2026年度

部名 環境資源部

部長名 岩岡　哲男

目標値

2 次世代エネルギーの利用促進

①家庭用燃料電池システム設置奨励件数

②地球温暖化対策に関するイベントに参加した市
民の数

①2024年度
172件

②2024年度
1,054人

①200件

②1,080人

3 公共施設から排出される温室効果ガスの削減
2013年度と比較した
町田市役所の温室効果ガス総排出量削減量
（2013年度：101,677ｔ-CO2）

2023年度
30,329ｔ-CO2削減（累計）
（30％削減）

46,916t-CO2削減（累計）
（46％削減）

4 生物多様性の重要性に関する普及啓発
生物多様性の重要性に関する普及啓発イベント参
加者のうち、「これまでより生きものを知りたくなっ
た」と回答した人の割合

- 90%

5 行政手続のデジタル化の推進 オンライン化した手続の種類 22種類 累計29種類

6 ワークライフバランスの推進
1人あたりの時間外勤務の時間数
2024年度比10％減

2024年度
75時間

67時間
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 2

重
点
事
業
プ
ラ
ン
/
全
庁
で
取
り
組
む
施
策

環境資源部

岩岡　哲男

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

次世代エネル
ギーの利用促
進/「ゼロカー
ボンシティまち
だ」

2024年度に一部改定した第3次町田市環境マス
タープランでは、温室効果ガスを2030年度までに
2013年度比で51％削減するとしています。
環境先進都市「ゼロカーボンシティまちだ」実現に
向け、市民・事業者・行政が連携・協力して温室効
果ガスの排出量の削減に取り組みます。

水素エネルギーの利活用支援として、家庭用燃料
電池システムを設置した際の奨励金を交付します。

次世代エネルギー等の普及のため、環境学習会を
開催するなど、地球温暖化対策に関する啓発活動
を推進していきます。

①家庭用燃料電池シス
テム設置奨励件数

②地球温暖化対策に関
するイベントに参加した
市民の数

①180件

②1,080人

2 1

個
別
計
画
/
全
庁
で
取
り
組
む
施
策

ごみの減量等
の推進/「ゼロ
カーボンシ
ティまちだ」

家庭から排出されるごみの減量に向け、生ごみの
自家処理の推進、SNSや広報誌による情報発信、
啓発活動、適正なごみの分別促進を行います。

事業所に対し、ごみの適正処理や3R推進に関する
理解を深めてもらうため、他事業所の良い取組事
例を周知するなど、啓発活動を行います。

第2次町田市一般廃棄物資源化基本計画の一部
改定及び後期アクションプラン、町田市食品ロス削
減推進計画、町田市分別収集計画（第11期）の策
定を行います。

2019年度と比較した
ごみの削減量
（2019年度のごみ量：
120,594ｔ）

9,001t削減
（累計）
（2025年度の
ごみ量：
111,593t）

3 1

個
別
計
画
/
全
庁
で
取
り
組
む
施
策

容器包装プラ
スチックの市
全域での収集
に向けた取組
/「ゼロカーボ
ンシティまち
だ」

2026年4月から開始する市全域での容器包装プラ
スチックの収集・資源化に向けて、市民への周知や
分別協力率向上のための啓発を実施します。周
知・啓発にあたっては、広く目に留まるよう、様々な
方法で取り組みます。

周知・啓発の取組方法
数

6種類
（①イベントの
実施、②市
HP、③広報
紙・SNS・アプ
リ、④説明会
の実施、⑤チ
ラシ等の戸別
配布、⑥ポッ
プ掲示（販売
店））
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

5 4

個
別
計
画

生物多様性の
重要性に関す
る普及啓発

市民が生きものに対する関心を高められるよう、生
物多様性の大切さを広く市民に普及啓発を行いま
す。
取り組みにあたっては、特に次世代を担う子どもに
興味を持っていただくことを中心に、普及啓発活動
を推進します。

生物多様性の重要性に
関する普及啓発イベント
参加者のうち、「これまで
より生きものを知りたく
なった」と回答した人の
割合

90%

4 3

個
別
計
画
/
全
庁
で
取
り
組
む
施
策

公共施設から
排出される温
室効果ガスの
削減/「ゼロ
カーボンシ
ティまちだ」

第3次町田市環境マスタープランの一部改定（2024
年度改定）を踏まえ、「町田市第5次環境配慮行動
計画」においても一部改定を行い、市の公共施設
から排出される温室効果ガス削減量の目標値など
を引き上げます。

「町田市の電力調達に係る環境配慮方針」に基づ
き、施設所管課に対し、再生可能エネルギー由来
や地産地消の電力調達のための支援を行います。

環境負荷低減に向けて、職員の環境意識の向上
を図るための啓発活動を行います。

2013年度と比較した
町田市役所の温室効果
ガス総排出量削減量
（2013年度：101,677ｔ-
CO2）

34,571t-CO2
削減（累計）
(34％削減)

時間外勤務時
間数削減

スケジュール管理を徹底し、書面会議やオンライン
会議の活用など業務を効率的に進めるとともに、定
時退庁日を厳守することで、時間外勤務時間数削
減に取り組みます。

1人あたりの時間外勤務
の時間数

67時間以下
(2024年度比
10％減)

6 5

事
務
事
業
見
直
し

行政手続のデ
ジタル化の推
進

市民や事業者の負担を軽減するため、オンライン
申請の導入など、各種行政手続きのデジタル化を
推進します。

オンライン化した手続の
種類

3種類
（累計25種類）

7 6

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の

推
進
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第3次町田市環境マスタープランで掲げる望ましい環境像「みんなで将来に受け継ぐ水とみどり豊かな　まちだ」の実現に向け、市民・事業者と協働して環境負荷の低減に取り組み、環境に配慮したまちづくりを着実に進めます。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

○地球温暖化の防止
温室効果ガスを起因とする地球温暖化を防ぐために、脱炭素・省
エネルギー・次世代エネルギーの利用促進に取り組むことが求め
られています。

○一般廃棄物の減量
ごみを減らし、資源を有効活用するまちづくりが求められています。

○プラスチックの資源化
プラスチックの焼却による温室効果ガス排出量を削減し、資源化率
を向上させるため、2026年度から容器包装プラスチックの分別収集
を全市域で開始します。市民にとってわかりやすい分別・ごみの出
し方を、積極的に周知することが求められています。

○一般廃棄物の適切かつ安定的な処理
適切かつ安定的にごみが収集され、処理されるしくみに加えて、環
境負荷の少ない周辺地域に配慮した資源循環型施設の運営が求
められています。
また、町田市バイオエネルギーセンターやごみ収集車では、ごみ
に混入した充電式電池等による火災が発生し、設備及び建物が被
害を受けました。施設機能を維持し、安全かつ安定的にごみの処
理及び資源化を行うため、ごみの分別を強化する等、再発防止策
を講じることが求められています。

○生物多様性の保全
安全な食料や水の確保、気候の安定など、多様な生物が関わり合
う生態系からの恵みによって市民生活は支えられています。豊かな
自然を次世代につなぎ、生物多様性の恵みを持続的に利用して
市民生活の向上にいかすため、生物多様性の保全が求められて
います。

○最終処分場の上部利用に向けた取組み
最終処分場（峠谷地区）と1980年以前の廃棄物が埋まっている旧
埋立地の上部を、安全・安心に利用できるよう市民の理解を得なが
ら取り組んでいくことが求められています。

○プラスチックの資源化
容器包装プラスチックの資源化施設であるリレーセンターみなみ
で、横浜線以南の地域を対象に容器包装プラスチックの資源化を
行っています。

○新たな資源ごみ処理施設2箇所の整備
資源ごみを安定して資源化し、資源化率を向上させるため、新たな
資源ごみ処理施設（容器包装プラスチック、製品プラスチック、ビ
ン・カン等の処理施設）を、相原地区・上小山田地区の2箇所に整
備します。

○生物多様性の保全
町田市内には、河川の源流や里山等の特徴的な自然環境があり、
絶滅危惧種を含む様々な生物が生息しています。

○最終処分場の上部利用に向けた取組み
最終処分場（峠谷地区）と旧埋立地の上部を、市民が集う場所とし
て活用するよう、安全対策上の制限に配慮しながら進めています。

○地球温暖化の防止
地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく「地方公共団体実
行計画（区域施策編）」は都内63自治体のうち54自治体が策定済
（策定率86％）です。町田市は第3次町田市環境マスタープランに
包含して策定しました。
町田市は、2022年1月に多摩26市中7番目となるゼロカーボンシ
ティ宣言を行いました。2025年3月末時点で、多摩26市中23市が宣
言を行っています。

○一般廃棄物の減量
市民1人1日当たりのごみ排出量（2023年度）は717ｇで多摩地域
26市中21位（多摩地域平均677ｇ）です。また、ごみの総資源化率
（2023年度）は31.9％で多摩地域26市中25位（多摩地域平均
36.9％）となっています。

○プラスチックの資源化
容器包装プラスチックの資源化については、多摩地域26市中24市
が市内全域で実施しています。
多摩地域26市中11市で製品プラスチックの一括・分別収集が行わ
れています。分別収集を早期に開始するため情報収集を行う必要
があります。

○生物多様性の保全
多摩26市中18市(町田市含む）が、「生物の多様性の保全及び持
続可能な利用に関する基本的な計画（生物多様性地域戦略）」を
策定しています。町田市は2015年に「町田生きもの共生プラン」とし
て策定し、2022年3月には第3次環境マスタープランに包含して計
画を改定しました。

○地球温暖化の防止
温室効果ガスの削減について、国では2030年までに2013年度比
46％削減することを目標として表明しています。また、2023年4月の
「Ｇ７札幌　気候・エネルギー・環境大臣会合」では、G7の保有車両
からのCO2排出量を2035年までに2000年比50％に削減することが
合意されました。東京都では、2019年12月に「ゼロエミッション東京
戦略」を策定し、2021年3月にはそのアップデート版を公表して取り
組みを加速させています。第3次町田市環境マスタープラン及び町
田市第5次環境配慮行動計画に掲げた温室効果ガスの削減目標
の達成に向け、次世代エネルギーの利用促進が求められていま
す。

○一般廃棄物の減量
国はプラスチックの全量資源化や使用済紙おむつの資源化等の
先進的な施策を提示しています。ごみの減量や資源化に向けて情
報収集を強化し、発生抑制や適正処理の推進に向けた対策が求
められています。

○プラスチックの資源化
製品の設計からプラスチックの廃棄物の処理まで関わるあらゆる主
体における資源循環の取組を促進するため「プラスチックに係る資
源循環の促進等に関する法律」が2022年4月から施行され、プラス
チックの資源化を加速することが求めらています。

○一般廃棄物の適切かつ安定的な処理
新たな資源ごみ処理施設の整備が完了するまでの間、資源ごみの
暫定処理が必要です。
建設から時間が経過している施設は、大規模な修繕が想定され、
費用の平準化について検討する必要があります。

○生物多様性の保全
国では、2030年までに自然を回復軌道に乗せるため、2023年3月、
生物多様性の損失を止め、反転させる「2030年ネイチャーポジティ
ブ」を目標として掲げた「次期生物多様性国家戦略2023-2030」を
閣議決定しました。東京都では、2023年4月に東京都生物多様性
地域戦略を改定しました。

部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

環境資源部循環型施設担当

平本　一徳

部名

部長名
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2028年度

2037年度

2028年度

2025年度

2025年度

達成時期部の経営課題 指標 現状値

1
所管施設の安全かつ安定的稼働

町田市バイオエネルギーセンターの安定稼働 町田市バイオエネルギーセンターの安定稼働 計画発電量の90％ 2025年度

部名 環境資源部循環型施設担当

部長名 平本　一徳

目標値

2 相原地区における資源ごみ処理施設の整備
①施設の整備
②地区連絡会開催回数

①用地取得4件（全7件）
②2024年度1回実施

①完了
②地区連絡会開催回数：１回/年

3 上小山田地区における資源ごみ処理施設の整備
①施設の整備
②地区連絡会開催回数

①施設計画位置の再検討
②2024年度1回実施

①完了
②地区連絡会開催回数：１回/年

4 最終処分場峠谷地区（旧埋立地地区含む）上部公園の利用に向けた取組み 埋立処分終了
・埋立処分終了に向けた工事概略設計
・地下水・地質調査
・関係機関調整

埋立処分終了届の提出

5 町田市バイオエネルギーセンターの多面的価値の創出 イベント回数 5回/年 5回/年

6 「ゼロカーボンシティまちだ」に向けた取組 再生可能エネルギーを使用した電力会社と契約し
た施設数

5施設中3施設
2施設
（累計5施設）

2027年度

8
ワークライフバランスの推進
勤務間インターバル確保の取組

終業時刻から次の始業時刻までの間に、１１時間の
休息時間を確保できた割合

　－ 90% 2025年度

7 経営改革の推進 取組項目実施数 　－ 2項目/年
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1

重
点
事
業
プ
ラ
ン

環境資源部循環型施設担当

平本　一徳

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

一般廃棄物処
理施設の適切
な運営・管理

町田市バイオエネルギーセンターの運営をモニタリ
ングし、ごみ処理を滞りなく進めることで、付加要素
である電力を計画的に発電します。

町田市バイオエネル
ギーセンターの発電量

計画発電量の
90％

2 2

重
点
事
業
プ
ラ
ン

相原地区にお
ける資源ごみ
処理施設の整
備

相原地区において、周辺地域に配慮した環境負荷
の少ない資源ごみ処理施設等を市民との協働で整
備を進めます。
①自然環境調査

②地区連絡会の開催

①用地全面取得・
 自然環境調査

②開催回数

①完了

②1回/年

3 3

重
点
事
業
プ
ラ
ン

上小山田地区
における資源
ごみ処理施設
の整備

市民との協働で、周辺地域に配慮した環境負荷の
少ない資源ごみ処理施設等の検討を進めます。

①施設計画位置の再検討

②地区連絡会の開催

①施設計画位置の決定

②開催回数

①決定

②1回/年

4 4

重
点
事
業
プ
ラ
ン

最終処分場峠
谷地区（旧埋
立地地区含
む）の上部公
園の利用に向
けた取組み

最終処分場を安全に閉鎖するため、安全対策工事
詳細設計を行います。また、安全対策により発生す
る周辺環境への影響を確認するため、生活環境影
響調査資料作成を行います。

①詳細設計の完了

②生活環境影響調査資
料作成

①完了

②作成
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

5 5 -

町田市バイオ
エネルギーセ
ンターの多面
的価値の創出

施設の多面的価値の創出に向けて、施設を活用し
たイベントを開催します。また新たなイベントの検討
を行います。
＜2024年度の例＞
・3Ｒまなびフェスタ
・夏休み子どもイベント

イベント回数 5回

経営改革の推
進

「事務事業見直し25-27」の取組項目を実施しま
す。
・最終処分場調整池浚渫業務委託（仕様見直し）
・自家用電気工作物保安管理業務委託（事務統
合）

実施数 2項目

6 6

全
庁
で
取
り
組
む
施
策

「ゼロカーボン
シティまちだ」
に向けた取組

町田市の廃棄物関連施設において、CO2排出量
ゼロである再生可能エネルギー電力を供給できる
業者の電力使用に切り替えるとともに、町田市バイ
オエネルギーセンターで発電した電力の一部を小
売電気事業者を介さないで送電する自己託送の導
入を検討します。

再生可能エネルギーを
使用した電力会社と契約
した施設数

2施設

8 8

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
推
進

勤務間イン
ターバルの確
保

リモート会議やＩＣＴの活用により業務を効率化する
ことで、終業時刻から次の始業時刻までの勤務時
間のインターバルを11時間確保します。

終業時刻から次の始業
時刻までの間に、１１時
間の休息時間を確保で
きた割合

90%

7 7

事
務
事
業
見
直
し
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○市民生活や経済活動にとって、重要な都市基盤である道路、橋梁等について計画的かつ適切に維持管理することで、すべての人が安全・快適に道路を利用できる環境を維持します。
○都市計画道路等の整備を進めることで、道路ネットワークを構築し円滑に移動できる都市の形成と、渋滞緩和を図ります。
○DX化の推進によって、市民サービスの向上と部内の生産性向上を目指します。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

○市民生活を支える道路等を安全・快適に利用するための維持管
理が求められています。
・市民からの道路に関する要望件数は、年間約7,100件 （2024年
度）と依然として多い状況です。
・市民通報アプリ「まちピカ町田くん」を導入し、市民が情報を容易
に送れるようになりました。2018年の導入時に、通報内訳の20％を
目標としていましたが、現状18％と目標に達していません。独自ア
プリでは、普及に限界があるため、2024年3月からアプリダウンロー
ドが不要なLINEサービスの運用を開始し、2025年4月に全面移行
しました。

○幹線道路、自転車走行空間の整備が求められています。
・町田市の都市計画道路（約156ｋｍ）の整備率は約63%（約98ｋｍ）
であり、未整備部分（約60ｋｍ）の整備が求められています。
・2023年度市民意識調査において、道路整備や自転車利用環
境、交通安全等の対策に関する意見を多くいただいています。
・計画的な自転車通行空間整備の推進のため、2024年3月に「町
田市自転車ネットワーク計画」を策定し、4月から運用を開始しまし
た。

○災害時における迅速な対応が求められています。
・災害時においては、早期の道路復旧や被害に応じた対応が求め
られています。
・大規模災害の発生に備えて、予防、復旧計画、対応訓練及び受
援方針について対応策を整えておくことが必要です。

○デジタル化による行政手続の利便性の向上等が求められていま
す。
・2023年10月から、境界確定箇所について「地図情報まちだ」によ
る公開を開始し、市役所に来庁しなくてもウェブ上で境界確定の有
無を確認できるようになりました。毎月1,800件程度の閲覧件数があ
り、多くの方に利用されています。
・2023年度に行った3者との社会実験を踏まえ、NTT東日本につい
ては、2024年4月から道路占用許可申請のオンラインによる手続を
開始しました。引き続き、残りの2者についても、2025年度内にオン
ラインによる申請手続を導入します。

○市道延長は2025年4月現在、約1,307ｋｍ で、これに付随する街
路灯、橋梁、トンネルなど多くの施設を有しています。
　これら施設を長期的な視点に基づき安全に利用できる様に維持
管理していくため、更新費用の平準化をはじめとした予防保全型
の維持管理を進める必要があります。

○限られた財源の中で道路整備等を進めていくためには、国、都
の交付金や補助金に関する情報収集及び制度の積極的な活用に
よる財源の確保を図るとともに、整備に当たっては投資効果の高い
路線を選択することが求められています。

○土木・公園サービスセンターに直営班を有しており、日常の維持
管理業務に加え、災害発生時に迅速な対応ができる体制を維持
する必要があります。

○市内に本社がある土木工事事業者は68社（2025年5月現在）あ
り、道路の維持管理、整備推進、災害時対応に備えるためにも、市
内事業者の育成と安定的な経営が図れる様に努める必要がありま
す。

○街路樹の伐採及び剪定による発生材の利活用を推進するため、
民間からの事業提案を募集し、民間事業者と事業連携協定を締結
しました。今後は、具体的な利活用方法を検討をする必要がありま
す。
　
○道路部が所管する低未利用地を活用して、飲料自販機や電動
バイクバッテリー交換機の設置用地として利活用するなど、低未利
用地を活用した維持・管理費の低減及び収益化の検討が必要で
す。

○町田市道は延長1,307㎞であり、都内区市町村の中で八王子市
に次いで2番目の延長を有しております。これらを常に安全な状態
で利用できるように、維持管理していく必要があります。

○町田市の都市計画道路整備率は、63％であり、相模原市77％、
八王子市78％と比べ低く、多摩地域平均62％と同水準です。市施
行分につきましては、効果的・効率的に整備を進めるとともに、東
京都施行分についても積極的に整備の促進を働きかけていく必要
があります。

○町田市の無電柱化率の状況（2017年度末）は、市道延長に対し
て、約1％であり、東京23区約8％、横浜市約3％、川崎市約2％、
相模原市約1％と比較すると、低い水準となっています。

○町田市では、2022年3月に「町田市自転車活用推進計画」、
2024年3月に「町田市自転車ネットワーク計画」を策定しました。
東京都多摩地域の26市2町のうち、自転車活用推進計画と自転車
ネットワーク計画の両方の計画を策定しているのは、町田市とほか
3市です。

○生産年齢人口の減少や働き手・働き方の多様化などから、道路
をはじめとする官民のパブリック空間に対する意識が変化し、『居心
地がよく歩きたくなるまちなか』の形成、人中心のウォーカブルな街
づくりの推進が求められています。

○生活道路における人優先の安全・安心な通行空間の整備とし
て、国土交通省と警視庁交通局の連携施策「ゾーン30プラス」の推
進が図られています。

○建設工事従事者の高齢化により、人材確保が困難となっている
ことや、近年の資材価格高騰、人件費の上昇等によって工事価格
が上昇しています。また、行政手続のデジタル化や情報の高度化
とその活用など建設業界においてもDXの実現が求められていま
す。

○道路法改正（自動運行補助施設・2020年11月25日施行）により、
自動運転の普及に向けて、センターラインや外側線など安全運転
を支援するための適正な道路整備が求められています。

○街路樹の伐採及び剪定による発生材については、環境負荷低
減の観点から再利用等が求められています。

○「ゼロカーボンシティまちだ」の実現に向けて、道路施設等の新
設・更新の際には、太陽光発電等による再生可能エネルギーの利
用拡大や地産地消の推進を図り、温室効果ガスの削減が求められ
ています。

部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

道路部

深澤　香織

部名

部長名
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① 2027年度

②-1 2027年度

②-2 2027年度

③-1 2030年度

③-2 2032年度

④-1 2025年度

④-2 2027年度

①-1 2026年度

①-2 2026年度

②-1 2026年度

②-2 2026年度

③-1 2026年度

③-2 2026年度

④ 2025年度

⑤-1 2027年度

⑤-2 2030年度

⑥-1 2028年度

⑥-2 2031年度

達成時期部の経営課題 指標 現状値

1 予防保全型の計画的な道路施設管理

①道路昇降機（エレベーター・エスカレーター）更
新基数
「町田市道路昇降機管理計画2024～2053」

②橋梁修繕件数
「町田市橋梁長寿命化修繕計画　短期計画2023
～2032」

③街路灯維持管理計画を策定

①0基

②1橋

③なし

①19基

②23橋

③管理計画策定

①2053年度

②2032年度

③2025年度

部名 道路部

部長名 深澤　香織

目標値

2 駅周辺施設の整備

①鶴川駅南北自由通路整備と、鶴川駅北口交通
広場整備実施

②-1 鶴川駅南口アクセス道路の事業用地取得率

②-2 鶴川駅南口アクセス道路の工事実施
「鶴川駅周辺再整備基本方針」

③-1 相原駅東口アクセス路等の事業用地取得率

③-2 相原駅東口アクセス路工事実施
「町田市相原駅東口地区まちづくり構想」

④-1自転車駐車場の利用情報の周知

④-2自転車駐車場整備方針の策定（市内９駅）

① 工事完了（2024年度分）

②-1 50％取得完了

②-2 工事完了（2024年度分）

③-1 75%取得完了

③-2 工事完了（2024年度分）

④ なし

① 整備完了

②-1 100％

②-2 整備完了

③-1 100%

③-2 整備完了

④-1 実施

④-2 整備方針策定

3 都市計画道路の整備

①-1 都市計画道路3・3・7号（成瀬）の用地取得率

①-2 都市計画道路3・3・7号（成瀬）の工事実施

②-1 都市計画道路3・4・11号（原町田大通り）の用
地取得率

②-2 都市計画道路3・4・11号（原町田大通り）の工
事実施

③-1 都市計画道路3・4・22号（小野路）の用地取
得率

③-2 都市計画道路3・4・22号（小野路）の工事実
施

④都市計画道路3・4・41号（小山）の交差点工事実
施

⑤-1 都市計画道路3・4・9号（成瀬）の用地取得率

⑤-2 都市計画道路3・4・9号（成瀬）の工事実施

⑥-1 都市計画道路3・4・34号（南大谷）の用地取
得率

⑥-2 都市計画道路3・4・34号（南大谷）の工事実
施

①-1 53％

①-2 工事未着手

②-1 7％

②-2 工事未着手

③-1 28%

③-1 工事未着手

④ 橋梁工事完了

⑤-1 0％

⑤-2 設計実施中

⑥-1 0％

⑥-2 測量実施中

①-1 100％

①-2 整備完了

②-1 100％

②-2 整備完了

③-1 100％

③-2 整備完了

④ 整備完了

⑤-1 100％

⑤-2 整備完了

⑥-1 100％

⑥-2 整備完了
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達成時期部の経営課題 指標 現状値

部名 道路部

部長名 深澤　香織

目標値

①2029年度

②2029年度

③2030年度

①2025年度

②2025年度

③2025年度

①2028年度

②2029年度

③2031年度

④-1 2026年度

④-2 2026年度

4 無電柱化事業の推進

①町田623号線の電線共同溝整備実施

②町田835号線（原町田中央通り）の電線共同溝整
備実施

③町田37号線（文学館通り）の電線共同溝整備実
施

①工事完了（2024年度分）

②工事完了（2024年度分）

③詳細設計完了

①工事完了（2025年度分）

②工事完了(2025年度分）

③支障物移設完了

5 DX化の推進

①道路占用許可申請オンライン利用企業者数

②道路に関する市民通報のうち、町田市公式LINE
（道路通報機能）による通報の割合

③「地図情報まちだ」で公開された境界確定箇所
のページ閲覧数

①3者

②2024年度末のＬＩＮＥ利用割合は7％
（市民通報アプリ「まちピカ町田くん」の利用割合は
11％）

③1,800回/月

①5者

②18%

③2,000回/月

6 部の事務事業見直しの取組

①道路整備課が所管する未利用地または低利用
地の整理件数

②道路管理課が管理する土地・財産のうち、未利
用地の売却件数

③旧埋立地地区整備及び忠生スポーツ公園の第
二次整備に伴う、土木・公園サービスセンターの施
設機能の再編

④-1 技能・労務系業務の定数化

④-2 包括的民間委託（街路樹・草刈り）の運用開
始

①売却、貸付、移管予定地の選定及び調査(9件）

②民間事業者等を対象とした未利用地有効活用
への提案募集

③計画段階

④計画段階

①28件（うち2024年度4件）

②4件（年1件）

③土木・公園サービスセンター施設機能の再編完
了

④包括的民間委託（街路樹・草刈り）の運用開始

2025年度

8 「ゼロカーボンシティまちだ」
町田市グリーン購入ガイドラインに基づき、グリーン
購入達成率100％を目指します。

2024年度上半期達成率
89.9％

100% 2025年度

7 仕事と育児の両立推進 年次有給休暇の6日以上取得者の割合
5日以上
100％

100%
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1

個
別
計
画

道路部

深澤　香織

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

予防保全型の
計画的な道路
施設管理

①「町田市道路昇降機管理計画」に基づき、成瀬
駅南口エレベーターと成瀬駅南口上りエスカレー
ターを更新します。

②「町田市橋梁長寿命化修繕計画」に基づき、幸
延寺橋・馬場橋（いずれも二級河川境川）のPCB除
去工事を進めます。

③街路灯の持続的な維持管理を実現するため、街
路灯維持管理計画を策定します。

①更新基数

②工事件数

③街路灯維持管理計画
の策定

①2基

②2件

③完了

2 2

重
点
事
業
プ
ラ
ン

駅周辺施設の
整備

①鶴川駅南北自由通路整備と、鶴川駅北口交通
広場整備（バスシェルター工事等）を進めます。

②鶴川駅南口アクセス道路の事業用地取得及び
工事（整備延長約600ｍの内約220ｍを2025年度実
施）を進めます。

③相原駅東口アクセス路等の事業用地取得及び
工事（整備延長約650ｍの内約60ｍを2025年度実
施）を進めます。

④-1自転車駐車場の案内・周知等、使いやすい環
境を整えます。

④-2自転車駐車場の整備方針の策定に向けて、
骨子案の策定します。

①工事実施

②用地取得率
工事実施

③用地取得率
工事実施

④-1 自転車駐車場情報
の周知

④-2 骨子案の策定

①工事完了
（2025年度分）

②65%
工事完了

（2025年度分）

③77%
工事完了

（2025年度分）

④-1 実施

④-2 整備方
針の骨子案の
策定

3 3

重
点
事
業
プ
ラ
ン

都市計画道路
の整備

①都市計画道路3・3・7号（成瀬）の事業用地取得
を進めます。

②都市計画道路3・4・11号（原町田大通り）の事業
用地取得を進めます。

③都市計画道路3・4・22号（小野路）の事業用地取
得を進めます。

④都市計画道路3・4・41号（小山）の交差点工事を
進めます。

⑤都市計画道路3・4・9号（成瀬）の道路及び交差
点設計を進めます。

⑥都市計画道路3・4・34号（南大谷）の道路及び交
差点予備設計を進めます。

①用地取得率

②用地取得率

③用地取得率

④工事実施

⑤道路及び交差点設計
実施

⑥道路及び交差点設計
実施

①67%

②15%

③39%

④工事完了

⑤設計完了

⑥設計完了

86



順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

5 5 - DX化の推進

①道路占用許可申請オンライン化の推進
道路占用許可申請について、過年度に参加を呼
びかけた水道及び下水道管理者とオンライン申請
の調整を開始し、導入を進めます。

②町田市公式LINEに追加した道路通報機能につ
いて、多方面に広報や啓発を行います。

③「地図情報まちだ」において公開している境界確
定箇所のページに、新たに公共物管理平面図整
備箇所の情報を追加します。

①オンライン利用企業者
数

②全通報に対するLINE
による通報の割合

③閲覧数

①2者

②18%

③2,000回/月

4 4

重
点
事
業
プ
ラ
ン

無電柱化事業
の推進

①町田623号線の電線共同溝工事を進めます。(整
備延長約900mの内約260mを2025年度実施)

②町田835号線（原町田中央通り）の電線共同溝工
事を進めます。（整備延長約410mの内約30mを
2025年度実施)

③町田37号線（文学館通り）の支障移設工事を進
めます。

①工事実施

②工事実施

③工事実施

①工事完了
（2025年度分）

②工事完了
(2025年度分）

③工事完了
（2025年度分）

仕事と育児の
両立推進

業務分担の平準化等で業務の効率化を図り、有給
休暇を取得しやすい環境を整え、働きやすい職場
を作ります。

年次有給休暇の6日以
上取得者の割合

100%

6 6

事
務
事
業
見
直
し

部の事務事業
見直しの取組

①道路整備課が所管する未利用地または低利用
地について、売却や貸付または所管換え等の整理
を進めます。

②未利用地の売却や利用に向け、測量や財産処
理に必要な調査などを実施します。

③・土木・公園サービスセンターの施設機能の再編
について準備を進めます。
・資材置場の仮移転先の確保と調整を進めます。

④-1退職不補充に伴う一部業務の委託化を進めま
す。

④-2 包括的民間委託（街路樹・草刈り）の2026年4
月1日契約に向けて、プロポーザルや仕様書作成
等の契約準備を進めます。

①整理件数

②2026年度売却予定地
の測量等の実施

③資材置場の仮移転先
の確保

④-1 一部業務の委託化

④-2 契約準備

①7件

②完了

③調整完了

④-1 一部委
託化完了

④-2 契約準
備完了

8 8

全
庁
で
取
り
組
む
施

策
「ゼロカーボン
シティまちだ」

町田市グリーン購入ガイドラインに基づき、グリーン
購入達成率100％を目指します。

グリーン購入達成率 100%

7 7

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン

ス
の
推
進
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「都市的なにぎわいや活動」「居心地の良い住環境」「豊かなみどり・自然」がバランスよく身近にある町田市の魅力を活かし伸ばすため、新しい働き方や多様なライフスタイルに対応した、町田ならではの活動や暮らしを楽しめるまちを目指します。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

○市民および町田市への来訪者
・人口減少やライフスタイルの多様化によって変化していく人々の
ニーズに合わせてまちを更新し、「市民生活の質の向上」を図って
いく必要があります。
・特に、町田駅周辺の再開発や大規模団地の再生、多摩都市モノ
レール延伸などを都市機能を向上させるチャンスと捉え、人々のま
ちでの過ごし方や時間の使い方の変化に対応した都市に更新して
いくことが必要です。
・多世代が暮らす魅力あるまちづくり、市民の多様なニーズやライフ
スタイルを的確に捉えたまちづくりに取り組むことが大切です。
・地域の生活・交通拠点における魅力や利便性の向上、居住環境
の機能増進など、住みよいまちづくりが期待されています。
・地域の中を目的に応じて快適で安全安心に移動できることや、近
隣自治体や都心部等へアクセスしやすい交通が整備されているこ
とが求められています。
・適切に管理されていない空家による周辺への悪影響を解消する
ことが求められています。
・空家所有者からは、空家状態の解消について、適切な情報提供
や支援を求められています。
・建築物の耐震化について、適切な情報や支援が求められていま
す。
・団地居住者が時代の変化に合わせて、快適に住み続けられるこ
とが求められています。
・公園や緑地などの、みどりを実感し憩うことができ、また災害時の
防災空間としての機能などを有する施設が身近にあることが求めら
れています。
・2024年度の市民意識調査結果によると、中心市街地における滞
在時間や公園・緑地に訪れる回数が若干の減少傾向にあります。
多くの方に「訪れたい」「過ごしたい」と思っていただけるよう、まち
や公園等の魅力を向上させる必要があります。

○安全・安心に暮らせるまち
・大規模災害が発生した場合に市民の生命を守ることができる、高
い防災力を備えた都市の形成が求められています。また、被災後
早期に市民生活を再建できるように、都市の復旧・復興を進めるた
めの備えが必要です。
・これまで集積していた施設・基盤を、今後とも都市の良質なストッ
クとして維持するための、計画的なマネジメントが必要となります。

○社会のDX化が進む中、行政手続きの一層のオンライン化が求
められています。

○まちづくりの担い手
・市内の拠点及びモノレール沿線のまちづくりにおいては、主要な
事業者との連携協定の締結など、パートナーシップの構築を進め
ていく必要があります。
・市民発意や民間活力によるまちづくりを持続的に支援し、市民、
事業者がエリアマネジメントや公共施設マネジメントなどの様々な
場面で、活動・活躍できる支援体制を整えることが重要です。
・地域課題の解決に向けては、大学等の専門機関との連携により、
高度な知見を得られる体制を整えることが重要です。

○財源の確保など
・国、都の交付金や補助金に関する情報収集と制度の活用によっ
て財源を確保することが大切です。
・リニア中央新幹線、圏央道などの整備によって、町田市の都市と
してのポテンシャル向上が期待されていることから、これらと市内の
基盤整備等を連動させ、民間投資を引き出すことが大切です。

○都市の資源
・駅前拠点、都市公園、住宅団地、道路などの都市構造を構成す
る多様な資源を活かしたまちづくりを進めることで都市の魅力を高
める必要があります。
・市民一人あたりの公園緑地面積は、多摩26市のうち多摩市、武
蔵村山市に続き3位です。引き続き公園の魅力向上が求められま
す。
・維持管理費の増大と多様化する利用者ニーズに応じて、効率的
かつ柔軟で効果的な公園運営が求められます。

○多摩部のにぎわいの拠点として
・町田駅周辺は商業シェア・乗降客数とも多摩部最大規模を維持
しています。
・八王子、立川、相模原、海老名等の各市で、駅前市街地の再開
発による都市機能更新を進めており、町田駅周辺においても、周
辺動向を敏感に捉えながら都市機能の誘導や都市基盤の整備を
進める必要があります。
・町田市は都県境を越えて周辺市と密接な関係にあり、互いに連
携・協働し、都市の魅力を高めあう視点が大切です。
・持続可能な都市への転換を目指し、2024年3月時点で、全国で
は568都市が立地適正化計画を策定済みであり、さらに179都市が
具体的な検討に着手しています。都内では、八王子市や狛江市な
どの、5都市が計画策定済みであり、隣接市では相模原市が策定
済みです。
・地域公共交通の維持・確保や利便性向上に取り組むため、2025
年2月時点で、全国では1,125件の地域公共交通計画が策定済み
です。都内では、府中市や多摩市などの、16区市町村が計画策定
済みであり、隣接市では相模原市、川崎市、大和市が策定済みで
す。

○生産緑地
・町田市の生産緑地面積は、2025年1月時点で183.97haあり、多摩
26市において、八王子市の203.54ｈａに次いで二番目となります。
 ・町田市では、都市農地の保全活用を推進するため、市民、農業
者、農に関わる事業者等の様々な主体を「農」でつなぐ「まちだベ
ジハブ」の取組を2021年度から開始しています。市民・農業者・地
域の関係者が連携・協力し、農に親しみながら暮らせる住環境の
実現を目指します。

○公園・緑地の再整備
・八王子市、相模原市、川崎市等の「緑の基本計画」では、公園・
緑地の「量」から「質」への転換をうたっており、地域の拠点となる公
園・緑地において、地域の特徴を活かした公園づくりや民間活力の
導入を推進することとしています。

○行政手続のオンライン化
2022年度から、「Graffer」のシステムを使用した宅地開発、建築行

為に関する申請業務のオンライン化を、東京都、川崎市等と共に
開始し、その後、中高層建築物や景観法の届出などへオンライン
業務を拡大しました。今後も市民及び事業者の利便性向上と業務
の効率化を図るために積極的にデジタルサービスの活用を進めて
いく必要があります。

○人口減少や暮らしの変化・ライフスタイルの多様化への対応
・国は、人口減少社会への対応として、将来の都市構造に「コンパ
クト・プラス・ネットワーク」を掲げ、持続可能な施策展開を自治体に
求めています。
・都は、都市づくりのグランドデザインや都市計画区域マスタープラ
ンを踏まえ、概ね環状7号線外側の地域に対して、集約型の地域
構造への再編に向けた取組を推進するよう働きかけています。
・情報化社会の進展などの社会変化によって、拠点に求められる
都市機能が変化してきています。そのため、既存の都市機能を維
持しつつ、社会ニーズに応じた新たな機能を導入するなど、更なる
利便性の向上が求められています。
・バス運転手不足、2024年自動車運転手労働環境改善によって、
路線バス減便・廃止等が行われている一方で、高齢社会に伴い一
層の公共交通需要が高まっています。
・人手不足、資材高騰など、建設コストが急激に上がっている中、
再開発においては収支採算性の向上、モノレール推進において
は、一層の需要創出が求められています。

○安全・安心に暮らせるまちへ
・自然災害が頻発化・激甚化しているため、平時から被災後のまち
づくりの方針やプロセスについて、検討する事前都市復興の必要
性が高まっています。
・2024年1月に発生した能登半島地震を契機に、建物の耐震化に
対する市民の関心が高まっています。

○広域交通網充実の動き
・多摩都市モノレール延伸をはじめ、小田急多摩線延伸、リニア中
央新幹線開通など、鉄軌道や道路ネットワークの整備が予定され
ています。
・多摩都市モノレール延伸を見据え町田駅や拠点駅周辺につい
て、関係事業者とともに新しい駅前空間のあり方を見据えたまちづ
くりが必要です。

○老朽化したインフラへの対応
・都市づくりのマスタープランで掲げる暮らしとまちのビジョンを踏ま
え、2040年を見据えた、駅前商業地、大規模団地、戸建住宅地な
どにおける都市の空間・機能を整える取組が必要です。

○自然環境への対応
・地球温暖化の原因である、温室効果ガスの排出量を低減するた
め、温室効果ガス排出量が少ないモノレールなどの公共交通機関
や電気自動車等の導入推進が求められています。

部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

都市づくり部長

原田　功一

部名

部長名
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2026年度

2027年度

2026年度

2027年度

達成時期部の経営課題 指標 現状値

1 集約型の都市構造への再編に向けた検討 立地適正化計画の策定 「町田市立地適正化計画答申案」とりまとめを実施 策定完了 2025年度

部名 都市づくり部長

部長名 原田　功一

目標値

2 地域公共交通計画の策定 地域公共交通計画の策定 基礎調査完了 策定完了

3 小田急多摩線の延伸検討 収支採算性等の検討
交通政策審議会答申で示された課題の解決に向
けた検討実施

検討結果のとりまとめ

4 地域の移動を支える取組への支援 支え合い交通の実施件数 11件 13件

5 都市農地の保全活用の取組 「まちだベジハブ」の取組に参加した担い手数 85人 100人
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達成時期部の経営課題 指標 現状値

部名 都市づくり部長

部長名 原田　功一

目標値

2029年度6 空家に関する取組 管理不全空家等の改善件数 0件 5件

2025年度

8 「ゼロカーボンシティまちだ」に向けた取組 紙資料の印刷枚数 608,929枚
548,036枚以下
（2024年度比10%減）

2025年度

7 部の事務事業見直し 住宅バリアフリー化改修助成金交付制度の終了 実施中 制度終了

2025年度9 ワークライフバランスの推進 1人あたりの時間外勤務の時間数 49.7時間
44.8時間以下
（2024年度10%減）
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

重
点
事
業
プ
ラ
ン

地域の移動を
支える取組へ
の支援

地域の支え合い交通や新たな交通の実用化に関
する取組に対して、交通関係者との調整や道路運
送法等交通法規に関する技術的支援を行うととも
に、活動を実施継続していくために必要な財政的
支援を行います。

支え合い交通の実施件
数

12件
（新規1件、継
続11件）

重
点
事
業
プ
ラ
ン

都市農地の保
全活用の取組

都市農地の持続可能な保全・活用をするために、
市民・農業者・地域の関係者等の様々な主体と連
携した「まちだベジハブ」の取組を拡充し、担い手
創出の支援を行います。

「まちだベジハブ」の取
組に参加した担い手数

90人

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1

個
別
計
画

都市づくり部長

原田　功一

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

集約型の都市
構造への再編
に向けた検討

「都市づくりのマスタープラン」で示す将来像の実
現に向けて、都市の持続的な発展や効率的な都
市経営の観点を踏まえた居住地形成及び拠点形
成の方針や、誘導施策等をまとめた「町田市立地
適正化計画」を策定します。

「町田市立地適正化計
画」の策定

完了

2 2

個
別
計
画

地域公共交通
計画の策定

（仮称）町田市地域公共交通計画の策定に向け、
町田市交通計画推進協議会において市内の交通
状況等の現状分析、計画の目標・指標の設定等に
ついて検討を行い、中間とりまとめとなる計画骨子
案を作成します。

計画の検討
中間とりまとめ
（骨子案の作
成）完了

4 4

3 3

重
点
事
業
プ
ラ
ン

小田急多摩線
の延伸検討

延伸の実現に向けた収支採算性等の検討を相模
原市と実施します。

収支採算性等の検討
2025年度分の
検討完了

5 5
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

事
務
事
業
見
直
し

全
庁
で
取
り
組
む
施
策

「ゼロカーボン
シティまちだ」

打合せ時に使用する資料等については、電子資
料を最大限活用し、紙資料の印刷枚数を削減しま
す。

紙資料の印刷枚数

548,036枚以
下
（2024年度比
10%減）

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
推
進

時間外勤務時
間数削減

ワークライフバランスの実現のため、定時退庁日の
徹底、リモート会議やチャットを活用した打合せ等
を実施し、時間外勤務時間数を削減します。

1人あたりの時間外勤務
の時間数

44.8時間以下
（2024年度10%
減）

6 6

重
点
事
業
プ
ラ
ン

空家に関する
取組

2025年2月に「町田市管理不全空家等及び特定空
家等対策審議会」に附議した8件の空家に対し、
2023年12月の空家特措法改正以降、初めて管理
不全空家等として行政指導を行うとともに、状況に
応じて勧告を行い、改善を促します。

※管理不全空家等とは、そのまま放置すれば特定
空家等となるおそれのある空家
※特定空家等とは、管理状態が顕著に悪い空家

管理不全空家等の改善
件数

1件

8 8

7 7
補助金等の廃
止・縮小

住宅バリアフリー化改修助成金については、介護
保険制度や、障がい者サービスの充実に伴い、制
度を存続する意義が薄れたため、2025年度の助成
金予算を減額し、今年度限りで助成を終了します。

住宅バリアフリー化改修
助成金交付制度の終了

制度終了

9 9
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部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

中心市街地・モノレール推進担当部長

萩野　功一

部名

部長名

「都市的なにぎわいや活動」「居心地の良い住環境」「豊かなみどり・自然」がバランスよく身近にある町田市の魅力を活かし伸ばすため、新しい働き方や多様なライフスタイルに対応した、町田ならではの活動や暮らしを楽しめるまちを目指します。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

○市民および町田市への来訪者
・人口減少やライフスタイルの多様化によって変化していく人々の
ニーズに合わせてまちを更新し、「市民生活の質の向上」を図って
いく必要があります。
・特に、町田駅周辺の再開発や大規模団地の再生、多摩都市モノ
レール延伸などを都市機能を向上させるチャンスと捉え、人々のま
ちでの過ごし方や時間の使い方の変化に対応した都市に更新して
いくことが必要です。
・多世代が暮らす魅力あるまちづくり、市民の多様なニーズやライフ
スタイルを的確に捉えたまちづくりに取り組むことが大切です。
・地域の生活・交通拠点における魅力や利便性の向上、居住環境
の機能増進など、住みよいまちづくりが期待されています。
・地域の中を目的に応じて快適で安全安心に移動できることや、近
隣自治体や都心部等へアクセスしやすい交通が整備されているこ
とが求められています。
・建築物の耐震化について、適切な情報や支援が求められていま
す。
・団地居住者が時代の変化に合わせて、快適に住み続けられるこ
とが求められています。
・公園や緑地などの、みどりを実感し憩うことができ、また災害時の
防災空間としての機能などを有する施設が身近にあることが求めら
れています。
・2024年度の市民意識調査結果によると、中心市街地における滞
在時間や公園・緑地に訪れる回数が若干の減少傾向にあります。
多くの方に「訪れたい」「過ごしたい」と思っていただけるよう、まち
や公園等の魅力を向上させる必要があります。

○安全・安心に暮らせるまち
・大規模災害が発生した場合に市民の生命を守ることができる、高
い防災力を備えた都市の形成が求められています。また、被災後
早期に市民生活を再建できるように、都市の復旧・復興を進めるた
めの備えが必要です。
・これまで集積していた施設・基盤を、今後とも都市の良質なストッ
クとして維持するための、計画的なマネジメントが必要となります。

○社会のDX化が進む中、行政手続きの一層のオンライン化が求
められています。

○まちづくりの担い手
・市内の拠点及びモノレール沿線のまちづくりにおいては、主要な
事業者との連携協定の締結など、パートナーシップの構築を進め
ていく必要があります。
・市民発意や民間活力によるまちづくりを持続的に支援し、市民、
事業者がエリアマネジメントや公共施設マネジメントなどの様々な
場面で、活動・活躍できる支援体制を整えることが重要です。
・地域課題の解決に向けては、大学等の専門機関との連携により、
高度な知見を得られる体制を整えることが重要です。

○財源の確保など
・国、都の交付金や補助金に関する情報収集と制度の活用によっ
て財源を確保することが大切です。
・リニア中央新幹線、圏央道などの整備によって、町田市の都市と
してのポテンシャル向上が期待されていることから、これらと市内の
基盤整備等を連動させ、民間投資を引き出すことが大切です。

○都市の資源
・駅前拠点、都市公園、住宅団地、道路などの都市構造を構成す
る多様な資源を活かしたまちづくりを進めることで都市の魅力を高
める必要があります。
・市民一人あたりの公園緑地面積は、多摩26市のうち多摩市、武
蔵村山市に続き3位です。引き続き公園の魅力向上が求められま
す。
・維持管理費の増大と多様化する利用者ニーズに応じて、効率的
かつ柔軟で効果的な公園運営が求められます。

○多摩部のにぎわいの拠点として
・町田駅周辺は商業シェア・乗降客数とも多摩部最大規模を維持
しています。
・八王子、立川、相模原、海老名等の各市で、駅前市街地の再開
発による都市機能更新を進めており、町田駅周辺においても、周
辺動向を敏感に捉えながら都市機能の誘導や都市基盤の整備を
進める必要があります。
・町田市は都県境を越えて周辺市と密接な関係にあり、互いに連
携・協働し、都市の魅力を高めあう視点が大切です。
・持続可能な都市への転換を目指し、2024年3月時点で、全国で
は568都市が立地適正化計画を策定済みであり、さらに179都市が
具体的な検討に着手しています。都内では、八王子市や狛江市な
どの、5都市が計画策定済みであり、隣接市では相模原市が策定
済みです。
・地域公共交通の維持・確保や利便性向上に取り組むため、2025
年2月時点で、全国では1,125件の地域公共交通計画が策定済み
です。都内では、府中市や多摩市などの、16区市町村が計画策定
済みであり、隣接市では相模原市、川崎市、大和市が策定済みで
す。

○生産緑地
・町田市の生産緑地面積は、2025年1月時点で183.97haあり、多摩
26市において、八王子市の203.54ｈａに次いで二番目となります。
 ・町田市では、都市農地の保全活用を推進するため、市民、農業
者、農に関わる事業者等の様々な主体を「農」でつなぐ「まちだベ
ジハブ」の取組を2021年度から開始しています。市民・農業者・地
域の関係者が連携・協力し、農に親しみながら暮らせる住環境の
実現を目指します。

○公園・緑地の再整備
・八王子市、相模原市、川崎市等の「緑の基本計画」では、公園・
緑地の「量」から「質」への転換をうたっており、地域の拠点となる公
園・緑地において、地域の特徴を活かした公園づくりや民間活力の
導入を推進することとしています。

○行政手続のオンライン化
2022年度から、「Graffer」のシステムを使用した宅地開発、建築行

為に関する申請業務のオンライン化を、東京都、川崎市等と共に
開始し、その後、中高層建築物や景観法の届出などへオンライン
業務を拡大しました。今後も市民及び事業者の利便性向上と業務
の効率化を図るために積極的にデジタルサービスの活用を進めて
いく必要があります。

○人口減少や暮らしの変化・ライフスタイルの多様化への対応
・国は、人口減少社会への対応として、将来の都市構造に「コンパ
クト・プラス・ネットワーク」を掲げ、持続可能な施策展開を自治体に
求めています。
・都は、都市づくりのグランドデザインや都市計画区域マスタープラ
ンを踏まえ、概ね環状7号線外側の地域に対して、集約型の地域
構造への再編に向けた取組を推進するよう働きかけています。
・情報化社会の進展などの社会変化によって、拠点に求められる
都市機能が変化してきています。そのため、既存の都市機能を維
持しつつ、社会ニーズに応じた新たな機能を導入するなど、更なる
利便性の向上が求められています。
・バス運転手不足、2024年自動車運転手労働環境改善によって、
路線バス減便・廃止等が行われている一方で、高齢社会に伴い一
層の公共交通需要が高まっています。
・人手不足、資材高騰など、建設コストが急激に上がっている中、
再開発においては収支採算性の向上、モノレール推進において
は、一層の需要創出が求められています。

○安全・安心に暮らせるまちへ
・自然災害が頻発化・激甚化しているため、平時から被災後のまち
づくりの方針やプロセスについて、検討する事前都市復興の必要
性が高まっています。
・2024年1月に発生した能登半島地震を契機に、建物の耐震化に
対する市民の関心が高まっています。

○広域交通網充実の動き
・多摩都市モノレール延伸をはじめ、小田急多摩線延伸、リニア中
央新幹線開通など、鉄軌道や道路ネットワークの整備が予定され
ています。
・多摩都市モノレール延伸を見据え町田駅や拠点駅周辺につい
て、関係事業者とともに新しい駅前空間のあり方を見据えたまちづ
くりが必要です。

○老朽化したインフラへの対応
・都市づくりのマスタープランで掲げる暮らしとまちのビジョンを踏ま
え、2040年を見据えた、駅前商業地、大規模団地、戸建住宅地な
どにおける都市の空間・機能を整える取組が必要です。

○自然環境への対応
・地球温暖化の原因である、温室効果ガスの排出量を低減するた
め、温室効果ガス排出量が少ないモノレールなどの公共交通機関
や電気自動車等の導入推進が求められています。
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4 木曽山崎団地エリアのまちづくり推進 木曽山崎団地エリアのまちづくりの推進 検討中 まちづくり構想改定

3 町田駅周辺開発の推進 JR町田駅南地区の開発の推進 まちづくりの検討中 都市計画決定

2 町田駅周辺開発の推進 町田駅周辺地区（ABC地区）の開発の推進 まちづくりの検討中 都市計画決定（BC地区）

部名 中心市街地・モノレール推進担当部長

部長名 萩野　功一

目標値 達成時期部の経営課題 指標 現状値

1 町田駅周辺開発の推進 森野住宅周辺地区（D地区）の開発の推進 まちづくりの検討中 都市計画決定 2029年度

2027年度

2027年度

2025年度
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部名 中心市街地・モノレール推進担当部長

部長名 萩野　功一

目標値 達成時期部の経営課題 指標 現状値

2025年度

8 ワークライフバランスの推進 1人あたりの時間外勤務の時間数 48.9時間
44.0時間以下
（2024年度10%減）

2025年度

7 「ゼロカーボンシティまちだ」に向けた取組 紙資料の印刷枚数 608,929枚
548,036枚以下
（2024年度比10%減）

6 部の事務事業見直し 補助金の継続獲得及び拡大 獲得 獲得・拡大

5 多摩都市モノレール町田方面延伸の事業化推進 モノレール沿線まちづくり構想等の推進 関係機関協議 現況調査及び基本設計等（東京都）の実施促進 2028年度

2025年度
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

4 4

重
点
事
業
プ
ラ
ン

木曽山崎団地
エリアのまち
づくりの推進

多摩都市モノレール町田方面延伸ルートの拠点と
なる木曽山崎団地エリアにおいて「住宅地を多機
能化する」ことを目指し、 UR都市機構や東京都住
宅供給公社など関係機関との協議を進めるととも
に、有識者や地元自治会、管理組合等の代表など
で構成するまちづくり検討会やワークショップを実
施し、まちづくり構想を改定します。

まちづくり構想改定 完了

3 3

重
点
事
業
プ
ラ
ン

町田駅周辺開
発の推進

【JR町田駅南
地区】

JR町田駅南地区の準備組合設立に向けて、地権
者・関係機関協議を進めます。

準備組合設立 完了

2 2

重
点
事
業
プ
ラ
ン

町田駅周辺開
発の推進

【ABC地区】

①交通ターミナルやペデストリアンデッキ等の整備
の考え方を示す「（仮称）町田駅周辺交通基盤・公
共空間等整備方針」策定に向けた有識者委員会を
運営し、骨子案を作成・公表します。

②地権者・関係機関との協議を進めるとともに、基
盤整備の方向性について地権者からの合意を得ま
す。

①骨子案作成・公表

②基盤整備の方向性に
ついて地権者合意

①完了

②合意

町田駅周辺開
発の推進
【D地区】

①地権者が主体のまちづくり協議会を運営し、基
盤整備の方向性について地権者からの合意を得ま
す。

②道路や橋梁の予備設計を実施します。

①基盤整備の方向性に
ついて地権者合意

②予備設計の実施

①合意

②完了

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1

重
点
事
業
プ
ラ
ン

中心市街地・モノレール推進担当部長

萩野　功一

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

8 8

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
推
進

時間外勤務時
間数削減

ワークライフバランスの実現のため、定時退庁日の
徹底、リモート会議やチャットを活用した打合せ等
を実施し、時間外勤務時間数を削減します。

1人あたりの時間外勤務
の時間数

44.0時間以下
（2024年度10%
減）

7 7

全
庁
で
取
り
組
む
施
策

「ゼロカーボン
シティまちだ」

打合せ時に使用する資料等については、電子資
料を最大限活用し、紙資料の印刷枚数を削減しま
す。

紙資料の印刷枚数

548,036枚以
下
（2024年度比
10%減）

6 6

事
務
事
業
見
直
し

歳入の確保
交通基盤と連携したまちづくりを推進するために、
都の補助金等の継続獲得及び拡大に取り組みま
す。

継続獲得及び拡大 獲得・拡大

5 5

重
点
事
業
プ
ラ
ン

多摩都市モノ
レール町田方
面延伸の事業
化推進

東京都、多摩市、多摩都市モノレール株式会社と
事業性の検証等を進めていくために、沿線まちづく
り構想で掲げている取組の内、まちづくりに伴う需
要調査、モノレール駅と拠点等へのアクセス利便性
について検討します。

モノレール沿線まちづく
り構想に基づく取組

2項目
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「都市的なにぎわいや活動」「居心地の良い住環境」「豊かなみどり・自然」がバランスよく身近にある町田市の魅力を活かし伸ばすため、新しい働き方や多様なライフスタイルに対応した、町田ならではの活動や暮らしを楽しめるまちを目指します。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

○市民および町田市への来訪者
・人口減少やライフスタイルの多様化によって変化していく人々の
ニーズに合わせてまちを更新し、「市民生活の質の向上」を図って
いく必要があります。
・特に、町田駅周辺の再開発や大規模団地の再生、多摩都市モノ
レール延伸などを都市機能を向上させるチャンスと捉え、人々のま
ちでの過ごし方や時間の使い方の変化に対応した都市に更新して
いくことが必要です。
・多世代が暮らす魅力あるまちづくり、市民の多様なニーズやライフ
スタイルを的確に捉えたまちづくりに取り組むことが大切です。
・地域の生活・交通拠点における魅力や利便性の向上、居住環境
の機能増進など、住みよいまちづくりが期待されています。
・地域の中を目的に応じて快適で安全安心に移動できることや、近
隣自治体や都心部等へアクセスしやすい交通が整備されているこ
とが求められています。
・建築物の耐震化について、適切な情報や支援が求められていま
す。
・団地居住者が時代の変化に合わせて、快適に住み続けられるこ
とが求められています。
・公園や緑地などの、みどりを実感し憩うことができ、また災害時の
防災空間としての機能などを有する施設が身近にあることが求めら
れています。
・2024年度の市民意識調査結果によると、中心市街地における滞
在時間や公園・緑地に訪れる回数が若干の減少傾向にあります。
多くの方に「訪れたい」「過ごしたい」と思っていただけるよう、まち
や公園等の魅力を向上させる必要があります。

○安全・安心に暮らせるまち
・大規模災害が発生した場合に市民の生命を守ることができる、高
い防災力を備えた都市の形成が求められています。また、被災後
早期に市民生活を再建できるように、都市の復旧・復興を進めるた
めの備えが必要です。
・これまで集積していた施設・基盤を、今後とも都市の良質なストッ
クとして維持するための、計画的なマネジメントが必要となります。

○社会のDX化が進む中、行政手続きの一層のオンライン化が求
められています。

○まちづくりの担い手
・市内の拠点及びモノレール沿線のまちづくりにおいては、主要な
事業者との連携協定の締結など、パートナーシップの構築を進め
ていく必要があります。
・市民発意や民間活力によるまちづくりを持続的に支援し、市民、
事業者がエリアマネジメントや公共施設マネジメントなどの様々な
場面で、活動・活躍できる支援体制を整えることが重要です。
・地域課題の解決に向けては、大学等の専門機関との連携により、
高度な知見を得られる体制を整えることが重要です。

○財源の確保など
・国、都の交付金や補助金に関する情報収集と制度の活用によっ
て財源を確保することが大切です。
・リニア中央新幹線、圏央道などの整備によって、町田市の都市と
してのポテンシャル向上が期待されていることから、これらと市内の
基盤整備等を連動させ、民間投資を引き出すことが大切です。

○都市の資源
・駅前拠点、都市公園、住宅団地、道路などの都市構造を構成す
る多様な資源を活かしたまちづくりを進めることで都市の魅力を高
める必要があります。
・市民一人あたりの公園緑地面積は、多摩26市のうち多摩市、武
蔵村山市に続き3位です。引き続き公園の魅力向上が求められま
す。
・維持管理費の増大と多様化する利用者ニーズに応じて、効率的
かつ柔軟で効果的な公園運営が求められます。

○多摩部のにぎわいの拠点として
・町田駅周辺は商業シェア・乗降客数とも多摩部最大規模を維持
しています。
・八王子、立川、相模原、海老名等の各市で、駅前市街地の再開
発による都市機能更新を進めており、町田駅周辺においても、周
辺動向を敏感に捉えながら都市機能の誘導や都市基盤の整備を
進める必要があります。
・町田市は都県境を越えて周辺市と密接な関係にあり、互いに連
携・協働し、都市の魅力を高めあう視点が大切です。
・持続可能な都市への転換を目指し、2024年3月時点で、全国で
は568都市が立地適正化計画を策定済みであり、さらに179都市が
具体的な検討に着手しています。都内では、八王子市や狛江市な
どの、5都市が計画策定済みであり、隣接市では相模原市が策定
済みです。
・地域公共交通の維持・確保や利便性向上に取り組むため、2025
年2月時点で、全国では1,125件の地域公共交通計画が策定済み
です。都内では、府中市や多摩市などの、16区市町村が計画策定
済みであり、隣接市では相模原市、川崎市、大和市が策定済みで
す。

○生産緑地
・町田市の生産緑地面積は、2025年1月時点で183.97haあり、多摩
26市において、八王子市の203.54ｈａに次いで二番目となります。
 ・町田市では、都市農地の保全活用を推進するため、市民、農業
者、農に関わる事業者等の様々な主体を「農」でつなぐ「まちだベ
ジハブ」の取組を2021年度から開始しています。市民・農業者・地
域の関係者が連携・協力し、農に親しみながら暮らせる住環境の
実現を目指します。

○公園・緑地の再整備
・八王子市、相模原市、川崎市等の「緑の基本計画」では、公園・
緑地の「量」から「質」への転換をうたっており、地域の拠点となる公
園・緑地において、地域の特徴を活かした公園づくりや民間活力の
導入を推進することとしています。

○行政手続のオンライン化
2022年度から、「Graffer」のシステムを使用した宅地開発、建築行

為に関する申請業務のオンライン化を、東京都、川崎市等と共に
開始し、その後、中高層建築物や景観法の届出などへオンライン
業務を拡大しました。今後も市民及び事業者の利便性向上と業務
の効率化を図るために積極的にデジタルサービスの活用を進めて
いく必要があります。

○人口減少や暮らしの変化・ライフスタイルの多様化への対応
・国は、人口減少社会への対応として、将来の都市構造に「コンパ
クト・プラス・ネットワーク」を掲げ、持続可能な施策展開を自治体に
求めています。
・都は、都市づくりのグランドデザインや都市計画区域マスタープラ
ンを踏まえ、概ね環状7号線外側の地域に対して、集約型の地域
構造への再編に向けた取組を推進するよう働きかけています。
・情報化社会の進展などの社会変化によって、拠点に求められる
都市機能が変化してきています。そのため、既存の都市機能を維
持しつつ、社会ニーズに応じた新たな機能を導入するなど、更なる
利便性の向上が求められています。
・バス運転手不足、2024年自動車運転手労働環境改善によって、
路線バス減便・廃止等が行われている一方で、高齢社会に伴い一
層の公共交通需要が高まっています。
・人手不足、資材高騰など、建設コストが急激に上がっている中、
再開発においては収支採算性の向上、モノレール推進において
は、一層の需要創出が求められています。

○安全・安心に暮らせるまちへ
・自然災害が頻発化・激甚化しているため、平時から被災後のまち
づくりの方針やプロセスについて、検討する事前都市復興の必要
性が高まっています。
・2024年1月に発生した能登半島地震を契機に、建物の耐震化に
対する市民の関心が高まっています。

○広域交通網充実の動き
・多摩都市モノレール延伸をはじめ、小田急多摩線延伸、リニア中
央新幹線開通など、鉄軌道や道路ネットワークの整備が予定され
ています。
・多摩都市モノレール延伸を見据え町田駅や拠点駅周辺につい
て、関係事業者とともに新しい駅前空間のあり方を見据えたまちづ
くりが必要です。

○老朽化したインフラへの対応
・都市づくりのマスタープランで掲げる暮らしとまちのビジョンを踏ま
え、2040年を見据えた、駅前商業地、大規模団地、戸建住宅地な
どにおける都市の空間・機能を整える取組が必要です。

○自然環境への対応
・地球温暖化の原因である、温室効果ガスの排出量を低減するた
め、温室効果ガス排出量が少ないモノレールなどの公共交通機関
や電気自動車等の導入推進が求められています。

部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

都市整備担当部長

新　聡

部名

部長名
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①2027年度

②2029年度

③2025年度

①2026年度

②2028年度

③2030年度

2026年度

達成時期部の経営課題 指標 現状値

1 鶴川駅南口街づくりの推進 鶴川駅南口の市街地整備
①土地区画整理事業の整備工事着手

②仮換地指定率34%

①鶴川駅南口交通広場の仮使用開始

②仮換地指定率100%

①2027年度

②2029年度

部名 都市整備担当部長

部長名 新　聡

目標値

2 野津田公園スポーツの森の整備 野津田公園再整備（パークセンターゾーン）

①スケートパークの基本設計完了

②冒険の森、わんぱく広場の基本計画完了

③南側入口転回広場の基本・実施設計完了

①スケートパークの整備工事完了

②冒険の森、わんぱく広場の整備工事完了

③南側入口転回広場の整備工事完了

3 芹ヶ谷公園芸術の杜の整備 芹ヶ谷公園芸術の杜の整備
①エレベーターの実施設計完了

②③第2,3期基本設計完了

①エレベーターの整備工事完了

②第2期公園整備工事完了

③第3期公園整備工事完了

4 市民による公園づくりの推進 地域団体等により管理運営される公園の数 0公園 2公園
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達成時期部の経営課題 指標 現状値

部名 都市整備担当部長

部長名 新　聡

目標値

①2025年度

②2026年度

2025年度

5 災害に備えた準備
円滑に被災建築物応急危険度判定業務を遂行で
きる体制づくり

①民間判定員との連絡訓練実施

②町田市被災建築物応急危険度判定業務マニュ
アルに基づく職員の手順書の作成（地震発生から6
日後）

①実施

②完了

6 部の事務事業見直し

①公園占用許可申請の受付システムの構築

②公園占用許可申請の受付システムの運用方法
の周知

先行自治体手続きデータの情報収集 完了

2025年度

8 ワークライフバランスの推進 1人あたりの時間外勤務の時間数 121.5時間
109.3時間以下
（2024年度10%減）

2025年度

7 「ゼロカーボンシティまちだ」に向けた取組 紙資料の印刷枚数 608,929枚
548,036枚以下
（2024年度比10%減）

100



順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1

重
点
事
業
プ
ラ
ン

都市整備担当部長

新　聡

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

鶴川駅南口街
づくりの推進

仮換地指定(現状値34%)を進め、物件移転及び整
備工事を計画的に行います。

仮換地指定率
65%

2 2

重
点
事
業
プ
ラ
ン

野津田公園ス
ポーツの森の
整備

①パークセンターゾーンのうち、スケートパークの実
施設計を行います。

②南側入口転回広場の整備を行います。

①スケートパークの実施
設計

②整備工事

①完了

②完了

3 3

重
点
事
業
プ
ラ
ン

芹ヶ谷公園芸
術の杜の整備

①エレベーター整備工事を行います。

②第2期公園整備の実施設計を行います。

①エレベーター整備工
事

②第2期公園整備の実
施設計

①着手

②完了

4 4

個
別
計
画

市民による公
園づくりの推
進

地域団体等への働きかけ（ヒアリング）を実施し、地
域団体等が公園を使用しながら管理運営について
も担うことのできる仕組みの構築を行います。

仕組みの構築 完了
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

5 5

個
別
計
画

災害に備えた
準備

①市内の被災建築物応急危険度判定員との連携
強化を図るため、連絡訓練を行います。

②支援判定員活動期間（地震発生7日後から12日
後まで）に行う作業を精査し、具体的な職員の手順
書を作成します。

※民間判定員：町田市在住在勤判定員
※支援判定員：被災地以外の行政職員判定員

①民間判定員との連絡
訓練実施

②職員の手順書の作成
（支援判定員活動期間
編）

①実施

②完了

「ゼロカーボン
シティまちだ」

打合せ時に使用する資料等については、電子資
料を最大限活用し、紙資料の印刷枚数を削減しま
す。

紙資料の印刷枚数

548,036枚以
下
（2024年度比
10%減）

6 6

事
務
事
業
見
直
し

業務の効率化
（業務のデジ
タル化）

公園占用許可申請の受付システムの構築と運用方
法の周知を行います。

①公園占用許可申請の
受付システムの構築

②公園占用許可申請の
受付システムの運用方
法の周知

①完了

②実施

8 8

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
推
進

時間外勤務時
間数削減

ワークライフバランスの実現のため、定時退庁日の
徹底、リモート会議やチャットを活用した打合せ等
を実施し、時間外勤務時間数を削減します。

時間外勤務の削減割合

109.3時間以
下
（2024年度10%
減）

7 7

全
庁
で
取
り
組
む
施
策

102



老朽化が進む下水道施設を計画的に維持管理し、将来における人口減少や高齢化等社会情勢の変化に対応した下水道事業の安定経営を進め、衛生的な住環境を提供します。
また、近年多発している想定外の集中豪雨、大型台風等による浸水被害への対策や下水道施設（下水処理場、下水道管等）の耐震化を進め、安心して住める環境を提供します。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

○浸水被害軽減対策
・近年多発する局地的集中豪雨等により、都市型の浸水被害が多
くなっており、水路整備を含めた雨水対策が求められています。
・また、境川流域においては、河川整備の遅れによる治水安全度
を向上させる必要があります。
○下水道施設の耐震化
・全国で大規模な地震が頻発し、下水道施設（下水処理場、下水
道管等）の被災による市民生活への大きな被害が発生していま
す。この対策として、老朽化が進む下水道施設の計画的な改築工
事を行うとともに耐震化工事を進め、安心して住める環境を整える
必要があります。
○汚水処理の推進
・市街化区域の公共下水道による汚水管整備は概ね完了しました
が、残る未整備地区を解消する必要があります。
・市街化調整区域の公共下水道の整備や合併処理浄化槽の普及
により、河川や水路の公共用水域の水質保全とともに生活環境の
向上を進めていく必要があります。
○下水道事業の安定的な経営
・経営状況を分かりやすく市民に周知するとともに、下水道の重要
性をＰＲして、下水道使用料を負担することについての理解を深め
ていく必要があります。

○下水道事業経営
・汚水管整備を行う際に発生する受益者負担金や下水道使用料
による財源を、より効率的に事業へ投資する必要があります。
○国費・都費等補助金
・国、都の交付金や補助金に関する情報を収集し、制度の積極的
な活用により事業を進めるための財源確保を図る必要があります。
○下水道施設
・下水道施設の改築や修繕に関わる維持管理費が増大しているこ
とから、ストックマネジメント※手法による計画的な対応を行い、安
定的な下水道経営を進めます。
※ストックマネジメント
施設の状態を客観的に把握・評価し、中長期的な施設の状態を予
測しながら計画的かつ効率的に管理すること。
〇下水道資産・資源の有効活用
・財源の確保に向けて、下水道部が所管している資産の有効活用
が必要です。
・資源循環型社会の実現を目指し、下水道資源（汚泥等）のさらな
る活用に取り組む必要があります。

○下水道事業の経営分析
・2023年度の経営状況について類似団体・近隣団体と比較した結
果、「流動比率」「経費回収率」など主要な指標値がやや低い傾向
となっていることが分かりました。今後は、経費削減に向けた取り組
みを進めるとともに、下水道使用料単価や料金設定などについて、
類似団体・近隣団体との比較検討を進めていく必要があります。
○浸水対策
・近年、局地的な大雨による浸水被害のリスクが高まっており、河川
や下水道による浸水対策が求められています。町田市は横浜市な
どの近隣市に比べ、雨水管の整備が遅れている状況です。浸水被
害を軽減するため、今後も優先度などを考慮し、計画的に整備を
進めていきます。
○耐震化
・2023年度に見直しが行われた町田市地域防災計画の内容を反
映した地震対策の推進が求められています。今後は、緊急輸送道
路などに布設された雨水管及び汚水管の耐震診断を実施していき
ます。
また、全国の自治体では下水処理場の耐震化も進めており、近隣
の横浜市の耐震化率は、約70%となっています。一方で町田市の
耐震化は、約30%という状況です。今後も成瀬クリーンセンターなど
の耐震化工事を進めていきます。
○改築更新
・町田市を含む近隣市では、管路施設のストックマネジメントを進め
る上で、管渠の劣化状況調査を実施しています。この調査の実施
率としては、八王子が約7%に対し、町田市は約23%と実施率が高い
状況です。町田市では、今後もこの調査を進め、調査結果を基に
より効率的な管渠の改築更新を実施していきます。
○維持管理
町田市と同様に複数の処理場を有し、各処理場で汚泥処理及び
汚泥焼却を行っている自治体は全国で10自治体あり、このうち政
令指定都市を除くと、4自治体（町田市、藤沢市、岐阜市、和歌山
市）になります。この中で岐阜市の下水処理単価が最も安価であ
り、続いて町田市となっています。岐阜市などの維持管理方法を参
考とし、さらに効率的な運営に向けた取り組みを進めていきます。

○浸水被害軽減対策
・近年多発する局地的集中豪雨等に対して、東京都が2023年に改
定した「東京都豪雨対策基本方針」では、多摩部においては時間
65ミリから75ミリ降雨対応に引き上げられました。そのため、雨水管
の整備を進めるとともに、既存調整池の維持管理等総合的な治水
対策を行い、安心して住める環境を整える必要があります。
・東京都や神奈川県が進めている河川の調節池の整備事業につ
いて、流域自治体として協力する必要があります。
○下水道事業経営
・人口減少や節水型機器の普及等に伴い、下水道使用料収入の
減少が見込まれる一方で、下水道施設の老朽化による施設の更新
や維持管費用の支出増加が見込まれます。また、昨今の世界情勢
による物価上昇は、下水道事業に大きな影響を与えています。今
後も下水道事業を安定的かつ持続的に運営していくために、将来
を見据えた下水道使用料の改定を含めた経営戦略の見直しや民
間活力の導入などに関して検討を進めていく必要があります。
〇環境負荷の低減
・SDGｓ（持続可能な開発目標）など、循環型社会への実現意識が
高まる中、2024年度までに両クリーンセンターでは再生可能エネル
ギーの電力を導入しました。今後も温室効果ガス排出削減や更な
る水質向上に取り組む必要があります。
〇ウォーターPPPの導入検討
・国は、官民連携の導入を促進するため、2023年6月に「PPP／PFI
推進アクションプラン」を改定し、下水道事業において新たに管理・
更新一体マネジメント方式を含む「ウォーターPPP」の推進を図るこ
とにしました。町田市の下水道事業においても、事業の持続性の
確保に向けて民間の経営ノウハウや創意工夫等の活用による経営
改善を図るために、「ウォーターPPP」の導入を検討していく必要が
あります。
なお、2027年度以降の下水道管の改築に係る交付金について
は、「ウォーターPPP」導入が決定済みであることが要件となりまし
た。

部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

下水道部

西澤　弘泰

部名

部長名
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①2030年度

②2026年度

2030年度

①2038年度
＜2025年度＞

②2029年度

③2029年度

①2026年度

②2039年度【第1期～第5期まで】

③2027年度

2025年度

達成時期部の経営課題 指標 現状値

1 持続可能な下水道事業経営の実現

①「未来につなぐ下水道事業プラン（町田市下水
道事業経営戦略）」の改定

②下水道使用料の改定

③下水道事業手法の選定

①既存計画の評価及び分析

②使用料改定の検討

③複数の事業スキーム案の策定完了

①完了

②改定

③完了

①2025年度

②2026年度

③2025年度

部名 下水道部

部長名 西澤　弘泰

目標値

2 「ゼロカーボンシティまちだ」に向けた取組
①温室効果ガス排出量の削減率

②汚泥焼却設備工事進捗率

①2013年度比45%

②69%

①2013年度比46%

②100%

3 浸水対策の推進 浸水対策事業における完了箇所数 1箇所 9箇所

4 地震対策の推進

①鶴見川クリーンセンター耐震化率
 1号焼却炉棟耐震補強工事完了

②雨水管耐震化延長

③汚水管耐震化延長

①21.9%

②0㎞

③0㎞

①100%（累計）
＜1号焼却炉棟耐震

　補強工事完了＞

②4.5㎞

③4.6㎞

5
予防保全型の維持管理による下水道施設の安定的な機能確保
（老朽化対策の推進）

①処理場施設　設備の劣化状況の詳細調査の件
数

②管路施設　老朽化状況の点検・調査延長

③管路施設　改築工事延長

①30件（累計）

②401㎞（累計）

③5.9㎞(累計)

①50件（累計）

②1,231㎞（累計）

③14.9㎞(累計)

6 勤務間インターバル確保の取組
終業時刻から次の始業時刻までの間に、11時間の
休息時間を確保できた割合

－ 90%以上
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1

経
営
改
革
プ
ラ
ン
／
事
務
事
業
見
直
し

下水道部

西澤　弘泰

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

持続可能な下
水道事業経営
の実現

①、②将来を見据え安定した下水道事業経営を継
続するため、経営戦略の改定及び下水道使用料
の見直しについて検討します。

③適正な事業手法を目指すために、事業の計画段
階で事業者の意見や意向の把握（マーケットサウン
ディング）を行いながら、複数の事業スキームを評
価し、選定作業を行います。

①経営戦略の改定

②下水道使用料の改定

③下水道事業手法の選
定

①完了

②改定案の作
成

③完了

2 2

個
別
計
画

「ゼロカーボン
シティまちだ」
に向けた取組

①町田市第5次環境配慮行動計画に基づき、2030
年度末までのカーボンハーフ達成に向けて、焼却
炉の高温処理によりN2O排出量を削減し、温室効
果ガス排出量の削減率46%の達成を目指します。

②省エネルギー性能に優れた汚泥焼却炉に更新
するため、2021年度から行っている汚泥焼却設備
工事（2021～2026年度）を引き続き実施します。

①温室効果ガス排出量
の削減率（2013年度比）

②工事事業進捗率

①46%

②74%
（2026年度完
了予定）

3 3

重
点
事
業
プ
ラ
ン

浸水対策の推
進

浸水被害を軽減するため、本町田地区1箇所、南町
田地区2箇所において、雨水幹線及び枝線の工事
を行います。

浸水対策事業における
完了箇所数

3箇所
（累計4/9箇
所）
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

5 5

個
別
計
画

予防保全型の
維持管理によ
る下水道施設
の安定的な機
能確保
（老朽化対策
の推進）

①成瀬クリーンセンター、鶴見川クリーンセンター
及び鶴川ポンプ場の設備の維持管理コストの平準
化等を目的とした修繕計画の策定に向けて、詳細
調査を行います。

②下水道管の劣化状況を把握するため、管路の点
検や調査を行います。

③下水道施設の予防保全型維持管理を計画的に
行うため、「管路修繕・改築計画」をもとに、改築工
事を実施します。また、詳細設計を発注し、次年度
の改築工事に向けて準備をします。

①詳細調査の件数

②点検・調査延長

③管路施設　改築工事
延長

①10件
（累計40/50
件）

②6km
（累計
407/1,231ｋ
ｍ）

③3.8㎞
（累計
9.7/14.9ｋｍ）

4 4

重
点
事
業
プ
ラ
ン

地震対策の推
進

①鶴見川クリーンセンターの2023年度から行ってい
る焼却炉棟及び煙突基礎の耐震補強工事（2023
～2025年度）を引き続き実施します。
なお、煙突基礎の耐震補強工事については、2024
年度に完了しています。

②緊急輸送路等に布設された雨水管のうち、軟弱
地盤による液状化の可能性が高い箇所の雨水管
を、耐震化します。

①工事進捗

②雨水管耐震診断延長

①1号焼却炉
棟工事完了

②4.5㎞

6 6

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
推
進

勤務間イン
ターバル確保
の取組

職員の生活時間や睡眠時間を確保するため、職員
の
1日の勤務終了後、翌日の出勤までの間に11時間
以上の休息時間を設けることに努めます。

終業時刻から次の始業
時刻までの間に、11時間
の休息時間を確保でき
た割合

90%以上
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社会経済情勢の変化に的確に対応しつつ、会計事務に携わるすべての職員が正確・迅速な財務会計処理を行えるよう指導・管理することによって、現金・物品等の適正な出納・保管を図り、市民の信頼に対する責任を果たします。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

○会計課では、年間15万件超に及ぶ支出命令の審査や、この命
令に基づく支払事務等を行っています。町田市の財務会計処理に
対する信頼を損なわないよう、適正かつ迅速な処理が求められて
います。

○会計事務について、デジタル化を前提とした業務改革・システム
改革が求められています。これまでの紙書類による事務や確認手
法の在り方を再検討し、市民や事業者の事務手続等にかかる負担
を軽減していくことが必要です。

○マイナンバー制度の開始を契機として、支払先等の情報の取得
や管理が適正に行われていることをより強く求められています。市
の会計事務に対する信頼を損なわないよう、業務を定期的・継続
的に点検し、コンプライアンスを徹底することが必要です。

○金融情勢を的確に捉え、中長期的に安定的な運用益を確保す
るための新たな方策を検討、実施する必要があります。

○業務の効率化が求められる中、事務の質の確保が課題です。会
計事務に携わるすべての職員に対して、効率を上げつつも質は確
保するという視点からの指導・育成が必要です。
職員の財務会計処理能力を強化することにより、市の支払や収入
を滞りなく処理できる体制を構築していく必要があります。

○物価高騰や人員確保の困難などによる政策事業の計画変更や
補助や給付の拡大など、収支の見込みが例年と大きく変わってくる
ことが想定される中で、基金の取り崩しを含め必要な資金需要を予
測し支払い資金を確保していく必要があります。

〇他市に先駆けて新公会計制度を導入しており、全庁に向け積極
的に研修を行っているため、職員への浸透度は高い状態にありま
す。

〇民間企業の財務情報の使い方等を参考に、職員が日常業務の
中で経営感覚を持つことが必要です。

〇課別や事業別の単位で財務諸表を作成・公表してきた実績があ
ります。これらを活かし、積極的に財務諸表の自治体間比較に関
する手法を研究しています。

〇他市に先駆けて電子審査を導入・実施しており、ペーパーレス
化が進んでいます。また、支払にかかる日数が短縮される、テレ
ワークができるなどのメリットも生まれています。

○新公会計制度普及促進連絡会議では、東京都を中心に17団体
（2025年3月末時点）で財務諸表の自治体間比較の研究を行って
います。

〇収納代理金融機関の窓口業務縮小に伴い、電子決済等、公金
の支払い方法について更なる利便性が求められています。

〇会計事務や各種手続において、デジタル化による業務改善に取
り組んでいく必要があります。現行の財務会計システムで行ってい
る業務について、システムの更改を見据え、課題を整理する必要
があります。

〇「地方税統一QRコード」のない納付書では、納付することができ
ない金融機関が増えています。町田市で未対応の市税以外の公
金について、地方税統一QRコード付きの納付書で納められるよう、
実装に向けて取り組む必要があります。

〇金融情勢の変化に迅速に対応できるよう、引き続き金利や株価
などの金融指標を注視します。

部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

会計課

田中　隆志

部名

部長名
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2026年度

2026年度

2025年度

2025年度

2025年度

達成時期部の経営課題 指標 現状値

1 財務会計システムを使用している事務の効率化 効率化された業務数 - 3件 2026年度

部名 会計課

部長名 田中　隆志

目標値

2 安全で効率的な資金運用の推進 債券等による運用益

①債券
63,457千円

②大口定期
16,547千円

①債券
73,459千円

②大口定期
21,175千円

3 新公会計制度によるマネジメント機能の強化

①研修アンケートの満足度

②自治体間比較を実施

③新公会計情報の発信回数

①4.2

②実施

③年5回

①平均4.2以上

②実施

③年5回

4 振込手数料の削減 振込件数の削減 82,790件(2023年度）
2023年度比5%削減
(78,650件）

5 「ゼロカーボンシティまちだ」に向けた取り組み 複合機・事務機の印刷枚数削減 172,159枚（2023年度年間使用量）
2023年度比15％削減
（146,335枚）

6 勤務時間インターバル確保の取り組み
終業時刻から次の始業時刻までの間に、11時間の
休息時間を確保できた割合

- 90％以上
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 2

経
営
改
革
プ
ラ
ン

会計課

田中　隆志

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

効率的な資金
運用の推進

安全性や流動性の確保を踏まえた上で、債券等に
よる効率的な資金運用を行います。

債券等による運用益

①債券
73,459千円

②大口定期
21,175千円

2 3

経
営
改
革
プ
ラ
ン

新公会計制度
によるマネジメ
ント機能の強
化

①新公会計制度や財務諸表について、職員の理
解向上のための研修を実施します。

②新公会計制度普及促進連絡会議に構成市とし
て参加し、自治体間比較を積極的に実施するととも
に、新たなサービスの導入や事業改善につなげま
す。

③財政課と連携し、庁内に向けて新公会計情報の
発信を行います。

①アンケートの満足度

②自治体間比較を実施

③発信回数

①平均4.2以
上

②実施

③5回

3 1

事
務
事
業
見
直
し

財務会計シス
テムを使用し
ている事務の
効率化

正確性を保ちつつ効率的な会計事務を行えるよ
う、業務プロセスを再確認し、システムの課題の抽
出・整理を行います。

効率化を検討した業務
数

3件
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

5 5

全
庁
で
取
り
組
む
施
策

「ゼロカーボン
シティまちだ」
に向けた取り
組み

・各業務ごとの印刷枚数を把握し、削減可能な印
刷物を洗い出します。
・紙処理していたものの中から電子化できるものを
洗い出し、紙削減を図ります。

複合機・事務機の印刷
枚数削減

2023年度比
15％削減
（146,335枚）

4 4

事
務
事
業
見
直
し

振込手数料の
削減

2023年度に策定した支出事務取扱基準が適正に
実施されるよう、庁内各課へ周知していきます。
また、振込件数が削減されるよう、同一事業者への
支払いを名寄せする等の削減策を検討・実施しま
す。

振込件数の削減
2023年度比5%
削減
(78,650件）

6 6

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
推
進

勤務間イン
ターバルの確
保

勤務時間のインターバルを１１時間以上あけるよう
にします。

終業時刻から次の始業
時刻までの間に、11時間
の休息時間を確保でき
た割合

90％以上
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・議会の権能を十分に発揮できるよう市議会を補佐する機関として、円滑な議会運営に努めます。
・市民の代表である市議会議員の議員活動をサポートすると共に、正確で迅速な議会情報を広くわかりやすく提供していくことで、市民・議員（来市される他市の議員を含む。）・行政など幅広い顧客の信頼ヘとつなげていきます。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

・多様化する住民ニーズに対応するため、議員の求める勉強会等
について十分な支援体制を構築する必要があります。
・「開かれた議会」として市民の負託に応えるため、徹底した議会の
情報公開を進めるとともに、議会への市民ニーズを把握し、市民の
関心と理解を深めていただける議会にしていくことが求められてい
ます。
・市民・議員（来市される他市の議員を含む。）・行政の顧客満足度
を向上させることが最重要課題として捉えており、そのための業務
改善・事務処理の最適化を進めています。

・効率的で迅速な事務処理を行うため、業務手順の見直しや電子
データ化を進めています。
・円滑な議会運営及び議員の政策立案をサポートするためには、
議会事務局職員の能力強化が必要になります。議事運営能力・調
査法制能力・情報提供能力等の充実強化を図っています。
・議会のデジタル化で、更なる議会の改革につなげ、住民からの信
頼性の向上に結び付けることや、平時・災害時に関わらず議会機
能を十分に発揮できるようにするため、動向を注視します。

・市議会の様々な活動状況を数値やグラフを用いて体系化するこ
とで、町田市議会の特徴や経年変化などがわかりやすくなるため
のデータ化を進めています。
・ペーパーレス化、職員の労務費の削減、情報の速達性、情報の
共有化を目的として、タブレット端末を導入し、議会運営の効率化
を図っています。
・AIを活用した本会議の字幕配信により、議会情報を更に広くわか
りやすく提供しています。
・議会のライブ中継および録画配信映像の質を向上させました。
・一部の自治体で議会運営にAI等を活用している事例があり、新
技術の動向を注視します。
・同一の議場システムを導入している他自治体の稼働状況等を確
認し、情報共有します。

・地方分権を推進するため、これからの地方議会は、政策の審議、
監視、評価だけに止まらず、議会自らが政策形成機能の充実をし
ていくことが強く求められています。
・地球環境に対する省資源化から、市議会においても環境に配慮
した省エネルギーの取り組みを推進していくことが求められていま
す。
・地方議会の役割及び議員の職務等の明確化を内容とする地方
自治法の改正がなされ、地方議会への関心と理解を深める必要性
がより一層高まっています。
・AIやICTが急速に進化、普及し、様々な用途での活用が進んで
いる現状があり、若年層を中心に情報入手にデジタルツールを活
用する傾向が強まっているため、議会からの情報発信についても、
デジタルツールの効果的な活用について検討・研究していく必要
があります。
・オンライン委員会の開催が可能になったことから、ICTの活用によ
る委員会活動のサポートが必要です。
・国等への意見書の提出等のオンライン化を可能とする地方自治
法の一部改正が令和6年4月1日施行されるなど、地方議会に係る
手続のオンライン化が求められています。
・次期市議会議員選挙に伴う事務及び議会運営について、滞りな
く対応する必要があります。

部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

議会事務局

鈴木　秀行

部名

部長名
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2025年度

①2025年度

②2029年度

2025年度

2025年度

達成時期部の経営課題 指標 現状値

1 親しみやすい議会の推進
①議場の見学者数

②情報発信の研究

①3,668人

②-

①3,450人

②検証・研究の実施
2025年度

部名 議会事務局

部長名 鈴木　秀行

目標値

2 業務の効率化

①課題・改善の提案件数

②業務効率化の取組件数

③視察受入れ件数に占める説明資料のペーパー
レスでの実施率

①5件

②3件

③32％

①4件
(うち中・長期的視野における提案2件、短期的視野
における提案2件）

②2件

③30％

3 円滑な議会運営実現に向けたサポート力の強化及び業務の効率化

①議場システム不具合対応マニュアルの作成

②業務の棚卸しにより表面化した課題（14件）に対
する業務改善件数

①－

②4件

①議場システム不具合対応マニュアルの完成

②10件

4 働きやすい職場づくりと業務効率化
①テレワーク実施日数

②勤務間インターバル確保率

①35日

②-

①50日

②90％以上

5 「子どもにやさしいまち」の実現に向けた取組
「高校生と町田市議会議員の意見交換会」参加者
の満足度

- 90%以上
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1 -

議会事務局

鈴木　秀行

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

議場見学の推
進

小学3年生の社会科見学等を受け入れます。受け
入れに際しては、各関係部署と見学内容や実施方
法の協議を行い、より利用しやすく興味を持ってい
ただけるような議場見学を実施していきます。

議場の見学者数 3,450人

2 1 -
情報発信の研
究

社会情勢等の変化に即して市民の様々なニーズを
把握するとともに、より的確な情報発信（SNS・ホー
ムページの活用等）を研究していきます。

情報発信の検証・研究
検証・研究の
実施

3 2 -
業務課題改善
の提案及び取
組

市議会議員選挙に伴う改選時の業務を含む局内
業務を見直し、課題の発見や改善案を検討し、業
務を平準化、効率化するための取組を行います。

①課題・改善の提案件
数

②業務効率化の取組件
数

①4件
(うち中・長期
的視野におけ
る提案2件、短
期的視野にお
ける提案2件）

②2件

5 4 -
働きやすい職
場づくりと業務
効率化

テレワークの実施率を向上させることで、業務の効
率化や働きやすい職場環境づくりを行います。

テレワークの実施日数 50日

4 2

事
務
事
業
見
直
し

行政視察接遇
事業

視察受入れ時の説明資料を事前のメール送付等
で代替することにより、紙の削減をします。

視察受入れ件数に占め
る説明資料のペーパー
レスでの実施率

30%
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

会議運営に関
する業務改善

①新システム稼働後、不具合が多く発生したため、
不具合が起きた際に、全員が迅速かつ一貫性のあ
る対応ができるよう、マニュアルを作成します。

②会議運営に関する業務の棚卸し
市議会議員選挙に伴う改選時の業務を含む本会
議・委員会運営に関する各業務について、現状で
は整合性がつかないことや、紙資料削減に向けた
取組等、AI等の新しい技術を活用してより効率化
できることを課題として洗い出し、必要な改善策を
検討し、取り組みます。

①議場システム不具合
対応マニュアルの作成

②業務の棚卸しにより表
面化した課題（14件）に
対する業務改善件数

①議場システ
ム不具合対応
マニュアルの
完成

②2件

6 5

全
庁
で
取
り
組
む
施
策

「子どもにやさ
しいまち」

高校生と町田市議会議員の意見交換会について、
高校生が日頃から思っていることを自由に表明でき
るようなイベント運営を行います。

参加者の満足度 90％以上

8 4

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
推

進
勤務間イン
ターバルの確
保

「勤務間インターバル」の考え方を職場内にて周知
します。また、「勤務間インターバル確認シート」を
用いて、勤務間インターバル確保の実績値を全員
で共有し、確保に関する職場内意識を向上させま
す。

終業時刻から次の始業
時刻までの間に、11時間
の休息時間を確保でき
た割合

90％以上

7 3 -
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○有権者のみならず、関係する人すべてに対する公平・公正な選挙の管理執行及び投票しやすい環境整備を行います。
○投票意識の高揚をはかるため、明るい選挙推進委員等と連携し、効果的な啓発を実施します。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

○市民から寄せられる多様な意見や要望等に、迅速かつ適切に
対応していくことが求められています。

○市民の利便性の向上につながる投票環境の整備が求められて
います。ソフト、ハードの両面で検討を進める必要があります。

○正確な情報を迅速に提供することが求められています。情報の
発信力を高めていく必要があります。

〇障がいのある方が、健常者と分け隔てなく安心して投票できるこ
とや、ＬＧＢＴQ+といった性の多様性を理解し、尊重する環境が求
められます。事務局職員や事務従事者の理解を深め、必要な支援
や配慮を行う必要があります。

〇投票所に行きたくても困難な方に対応する支援が求められてい
ます。

〇根拠法令に基づき公正公平に選挙を執行することが求められて
います 。

○選挙の執行に際して、町内会・自治会等との連携、協力体制を
充実させていく必要があります。

○明るい選挙推進委員等と連携し、選挙啓発を行っています。良
好な連携の中で選挙啓発を進めていくことが必要です。

○職員の能力向上に向け、勉強会や研修会等に積極的に参加
し、そこで得た情報を共有していく必要があります。

○隣接する八王子市、相模原市と連携し、相互の地方選挙に職員
を派遣しています。

〇選挙に要する経費は、年々増加傾向にあります。

○各選挙の期日前投票所設置場所について、引き続き各市の状
況を把握し投票しやすい環境整備を進めていく必要があります。

○小・中・高等学校への出前講座などの啓発活動は、都内でもトッ
プクラスです。この取り組みを継続し、選挙についての理解を深
め、投票率の向上につなげる必要があります。

〇東京都が導入を推進するポスター掲示場地図の電子化につい
て、26市の中で先駆けて導入しています。

○超高齢化社会対策及び障害者差別解消法を受けて、引き続き
バリアフリーの推進等、投票しやすい環境の整備を推進していきま
す。

○公共施設の再編及び新たな学校づくり等を踏まえ、投票環境の
整備等を検討していく必要があります。

○公職選挙法の改正による投票利便性の向上や、マイナンバー
カードを使用した手続きのデジタル化等、時代の変化に即した把
握した対応が求められます。

〇公職選挙法が改正され、新たに選挙ポスターの「品位保持規
定」が定められています。

部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

選挙管理委員会事務局

須﨑　努

部名

部長名
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2026年度までの各選挙

2026年度までの各選挙

2025年度

2027年度

達成時期部の経営課題 指標 現状値

1 公平・公正な選挙の管理執行

①庁内研修実施回数

②他市選管との研修実施回数と参加延べ人数

③研修への実施・参加回数

0件 0件 2026年度までの各選挙

部名 選挙管理委員会事務局

部長名 須﨑　努

目標値

2 投票率の向上 投票率

町田市投票率
（都平均）

衆議院議員
【2024.10.27】
55.71％
（都56.06％）

参議院議員
【2022.7.10】
54.86％
（都56.55％）

都知事
【2024.7.7】
60.51％
（都60.62％）

都議会議員
【2021.7.4】
44.63％
（都42.39％）

市議・市長
【2022.2.20】
42.51％
（前回42.34%※）

都平均以上

※前回の市議・市長選挙の投票率以上

3 若年層及び障がい者に向けた啓発

① 若年層等と連携し、SNS、ホームページ及びそ
の他広報媒体を活用した啓発を実施します。

②若年層及び障がい者含む学校・施設へ選挙出
前講座を行い啓発を実施します。

①2回

②若年層及び障がい者に向けた啓発　60回

①2回

②若年層及び障がい者に向けた啓発　60回

4 ワークライフバランスの推進のための時間外勤務時間数の削減 １人当たりの時間外勤務の時間数 2024年度１人当たり平均414時間 10%削減

5 選挙事務従事者についての見直し
①調査 実施回数

②検討会　実施回数

①0回

②0回

①2回

②6回
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1 -

選挙管理委員会事務局

須﨑　努

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

選挙事務能力
の向上

①投票事務従事者の意識・知識向上に向けた研
修を実施します。

②近隣市との選挙事務の包括連携協定等に基づ
き期日前投票の実地研修を実施します。

③選挙管理委員会事務局職員の能力を向上させ
るため、局内研修の実施、外部研修へ参加しま
す。

①庁内研修実施回数

②他市選管との研修実
施回数と参加延べ人数

③研修への実施・参加
回数

①1回

②1回
延べ20名

③5回

2 2

個
別
計
画

円滑な選挙の
実行

投票機会の確保及び利便性の向上のため、選挙
に関する情報を広く発信し、投票率の向上を目指
します。

同一の前回選挙の投票
率（2021、2022年度執
行）

都議　44.63％
参院　54.86％
市議　42.52％
市長　42.51％

3 3

個
別
計
画
/
全
庁
で
取
り
組
む
施

策

投票環境の充
実に向けた取
り組み/「子ど
もにやさしいま
ち」/「障がい
者への差別を
解消し共生社
会の実現」

① 若年層等と連携し、SNS、ホームページ及びそ
の他広報媒体を活用した啓発を実施します。

②若年層及び障がい者含む学校・施設へ選挙出
前講座を行い啓発を実施します。

①若年層と行う啓発の実
施回数

②若年層及び障がい者
へ行う講座の実施回数

①2回

②60回

5 5

事
務
事
業
見
直
し

職員負担軽減
に向けた取り
組み

各部に所属する会計年度任用職員（業務）が選挙
事務に従事できるよう検討します。

①調査　実施回数

②検討会　実施回数

①1回

②2回

4 4

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス

の
推
進

時間外勤務時
間数削減

1人当たりの時間外勤務の時間数を10％削減しま
す。

2024年度　1人当たりの
平均414時間

10％削減
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・経済性・効率性・有効性の観点から監査が実施できるよう監査委員を補佐し、不正やミスを未然に防ぐとともに、全庁的な事務事業の改善につなげます。
・監査結果を正確・迅速に発信し、市政に対する市民の信頼確保につなげます。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

・市民が、市の行財政運営が公正で合理的かつ効率的に行われ
ていることが確認できるよう、監査情報をわかりやすく発信すること
が求められています。
・市長及び各行政委員会が、事務事業を改善し、不正やミスを未
然に防ぐことができるよう、定期的に各部署の監査を実施するととも
に、監査の結果をわかりやすく周知することが求められています。
・監査委員が、経済性、効率性、有効性を観点とした監査を実施す
ることができるよう、監査委員を補佐する事務局職員一人ひとりの
能力・知識をさらに向上させる必要があります。

・限られた人員、予算の中で、効率的かつ効果的な監査を実施す
るため、事務改善に取り組んでいく必要があります。
・市の行財政運営に対する市民からの信頼を得るため、監査の質
の向上に向けて、研修の充実を図る必要があります。

・公会計制度による財務諸表等を活用し、監査対象に係るリスクを
考慮した効率的かつ効果的な監査を実施しています。
・監査結果報告書が分かりやすい形式に工夫されており、担当部
課以外の職員にも事務事業の改善点が明確になっています。
・監査委員会議の資料の電子化、例月出納検査の自動化等、監
査業務のデジタル化を進めています。

・限られた人員、予算の中で、行政のデジタル化やキャッシュレス
納付などの行政手法の多様化にも対応した監査の実施が求められ
ています。そのため、より効率的かつ効果的な監査の実施を目指し
て事務改善に取り組んでいく必要があります。
・外郭団体、指定管理者等の増加により、財政援助団体等の監査
や検査等の機会が増えたため、企業会計に関する知識が一層求
められています。

部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

監査事務局

髙橋　由希子

部名

部長名
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①2025年度

②2025年度

2025年度

①2025年度

②2025年度

③2025年度

2025年度

達成時期部の経営課題 指標 現状値

1 市の行財政運営の健全性及び透明性の確保

①定期監査の回数

②財政援助団体等監査の回数

③決算審査（一般会計及び特別会計、公営企業
会計）

④基金運用状況審査

⑤健全化判断比率等審査

⑥例月出納検査の回数

①3回

②1回

③実施

④実施

⑤実施

⑥12回

①3回

②1回

③実施

④実施

⑤実施

⑥12回

①2025年度

②2025年度

③2025年度

④2025年度

⑤2025年度

⑥2025年度

部名 監査事務局

部長名 髙橋　由希子

目標値

2 監査業務の効率化
①業務マニュアルの更新件数

②決算審査における定型作業の自動化

①6件

②未実施

①8件

②未実施

3 監査結果等の効果的な情報発信 ホームページへの監査結果の掲載 17回 17回

4 職員の専門性の向上

①実務研修への参加回数

②事例研究への参加回数

③課内研修の実施回数

①5回

②1回

③9回

①5回

②1回

③9回

5 勤務間インターバルの確保
終業時刻から次の始業時刻までの間に、11時間の
休息時間を確保できた割合

- 90%以上
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1

個
別
計
画

監査事務局

髙橋　由希子

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

監査計画に基
づく監査の実
施

監査計画に基づき、定期監査、財政援助団体等監
査、例月出納検査、決算審査（一般会計及び特別
会計、公営企業会計）等を実施します。

①定期監査の回数

②財政援助団体等監査
の回数

③決算審査（一般会計
及び特別会計、公営企
業会計）

④基金運用状況審査

⑤健全化判断比率等審
査

⑥例月出納検査の回数

①3回

②1回

③実施

④実施

⑤実施

⑥12回

2 2

事
務
事
業
見
直
し

監査業務の効
率化

・業務の効率化のために、重要度の高い業務マ
ニュアル全8件のうち2件を更新します。
・決算審査における定型作業を自動化することで、
作業時間を短縮します。

①業務マニュアルの更
新件数

②決算審査における定
型作業の自動化

①8件

②実施

3 3

全
庁
で
取
り
組
む
施
策

「シティプロ
モーション」

監査結果をホームページに掲載し、市民に周知し
ます。

ホームページへの監査
結果の掲載

17回

5 5

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン

ス
の
推
進

勤務間イン
ターバルの確
保

業務スケジュール管理を徹底することで、円滑な業
務の遂行を図ります。

終業時刻から次の始業
時刻までの間に、11時間
の休息時間を確保でき
た割合

90%以上

4 4 -
職員の専門性
の向上

・東京都市監査委員会等の外部団体の研修や他
市との事例研究をとおして、幅広い監査の知識の
習得を図ります。
・研修等に参加した職員が習得した知識を課内研
修で共有することによって、職員全体の能力向上
に努めます。
・定期監査等における調査の中間報告や振り返り
をOJTの場と捉え、職員全員で行うことにより、職員
個々の監査能力向上を図ります。

①実務研修への参加回
数

②事例研究への参加回
数

③課内研修の実施回数

①5回

②1回

③9回
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部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

農業委員会事務局

粕川　秀人

部名

部長名

農地保全・利用推進に向けた活動を進めることにより、都市農地を保全するとともに、農業者が意欲的に農業経営に取り組めるように支援します。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

○農業者の高齢化や後継者不足などから労働力が低下しており、
農業の担い手を育成し労働力を確保する必要があります。
○農業の担い手不足などから遊休農地が増加傾向にあるため、農
地制度を活用し、農地を効率的に利用できるようになることが求め
られています。
○農地等利用の最適化の取り組みに農業者の意見が反映されるこ
とが求められています。
○新規就農や農業後継者が着実に就農できる環境を整備する必
要があります。
○安全安心な市内産農産物の地産地消を推進することが求められ
ています。
○農地は市街地に密接しているため、生活環境に配慮した適正管
理が求められています。
○農業体験など農にふれあう機会の創出が求められています。
○自然環境の保全や景観形成などの多面的機能の観点からも農
地の保全が求められています。

○市内の農家戸数が657戸、経営耕地面積は185haあります。
（2020年農林業センサスより）
○都内でも有数の生産緑地面積を有しています。(183.97ha　2025
年1月1日現在)
○市が意欲のある農業者を認定する、認定農業者制度に基づき認
定された農業者は71経営体です。（2025年3月31日時点）
○2011年度から開始した農地あっせん事業によって、115人の担い
手バンク登録者のうち46人が新規就農や経営拡大を実現していま
す。（2024年度末あっせんした農地17.1ha）（2025年3月31日時点）
○農業者の高齢化や後継者不足などから遊休農地が増加してい
る一方、これらの中で活用可能な土地も多くあります。

○農家戸数（657戸、東京都2位）や経営耕地面積（185ha、東京都
3位）において東京都内で上位となっています。(島しょ部を除く)
（2020年農林業センサスより）
○主に仕事として農業に従事している農業者の平均年齢は69.3歳
で、東京都26市の中で第4位となっており高齢化が進んでいます。
※2020年農林業センサスより
○都市農業の振興と都市農地の保全を目的として、2018年12月に
町田市農業協同組合と基本協定及び連携協定を締結しました。農
業協同組合との協定締結は、青梅市に続き2番目です。
○都内44市区町村の農業委員会において、40市区町村が女性委
員を登用していますが、町田市は未登用となっています。（2024年
3月31日時点で東京都農業会議が把握している数値を参照）

○都市農業振興基本法にあるように、都市農地は良好な都市環境
の形成に大きく貢献しており、その多面的機能の重要性が改めて
評価されてきています。
○都市農業の振興や都市農地の保全を推進するため制度改正が
行われました。
〇2017年に特定生産緑地制度が施行されました。
〇2018年に都市農地の貸借の円滑化に関する法律が施行されま
した。
〇2023年4月に農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法
律が施行されました。
〇2023年に農地中間管理事業の推進に関する法律が施行された
ことに伴い、2024年度から農地中間管理機構法による農地の貸借
が開始しました。
〇2025年から地域計画が施行されました。
○農業者の高齢化や後継者不足により、適正に管理されない農地
が増加しています。その現状を改善するため、下記の法律が施行
となりました。
○国で行政手続きの利便性を図るため、オンライン化が進められて
います。それに伴い、新たに農林水産省所管の農地台帳システム
である農業委員会サポートシステムを導入しました。
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5
ワークライフバランスの推進
・時間外勤務時間数削減

1人あたりの時間外勤務の時間数 96時間（2024年度）
86時間以下

（2024年度比10％減）

4 農業委員会だよりの発行枚数削減 発行枚数 7,300枚/年
7,000枚/年
（300枚減）

3 農地関連法事務の適正化 農業委員に対する研修実施回数 2回 2回

2 農地利用最適化の推進(市街化区域）
肥培管理の改善率
（生産緑地）

100% 100%

部名 農業委員会事務局

部長名 粕川　秀人

目標値 達成時期部の経営課題 指標 現状値

1 農地利用最適化の推進(市街化調整区域） 遊休農地化の抑制率
83％

（2024年度実績）
85% 2025年度

2025年度

2025年度

2025年度

2025年度
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

3 3 -
農地関連法事
務の適正化

農地行政や農地の利用の最適化等に関する事務
を適正に執行していくため、農業委員に対し、必要
な研修を行います。

農業委員に対する研修
実施回数

2回

2 2 -
農地利用の適
正化
(市街化区域）

土地利用調整課からの依頼に基づき、肥培管理の
悪い農地所有者に対して指導や相談等を行い、改
善を図ります。

肥培管理指導の改善率 100%

農地利用の適
正化
（市街化調整
区域）

市街化調整区域について、遊休農地化の恐れが
ある農地に重点を置いたパトロールを実施し、農地
所有者に対して指導や農家への貸し付けを促し、
遊休農地化の抑制を図ります。

遊休農地化の抑制率 85%

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1 -

農業委員会事務局

粕川　秀人

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

5 5

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
推
進

4 4

事
務
事
業
見
直
し
/
全
庁
で
取
り
組
む
施
策

農業委員会だ
よりの見直し/
「ゼロカーボン
シティまちだ」

農業委員会だよりの配布枚数の見直し、発行枚数
を削減します。

発行枚数
7,000枚/年
（300枚減）

時間外勤務時
間数削減

1人あたりの時間外勤務の合計時間数を、前年度
から10%削減します。

1人あたりの時間外勤務
の時間数
（2024年度現状値：96時
間）

86時間以下
（2024年度比
10％減）
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部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

学校教育部長

石坂　泰弘

部名

部長名

夢や志をもち、未来を切り拓く次世代の子どもたちを育てるため、家庭・地域と連携・協働しながら、子どもたちの「学び続ける力」を伸ばす教育を進めるとともに、教育環境の充実を図り、市民から信頼される学校を実現します。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

○児童や生徒が長い時間を過ごす学校施設は、安全で快適な環
境が求められます。2025年4月現在、築後50年以上を経過している
校舎が全60校中29 校を占め、設備等の老朽化も進んでいることか
ら、施設の整備や改修の更なるスピードアップなどが必要となって
います。
○中学校の給食については、生徒からは温かい給食を望む声が
寄せられています。また、家庭環境が多様化するなかで、保護者
からは全員給食を求める要望が寄せられています。
○不登校児童生徒の増加によって一人ひとりのニーズに応じた学
びの場を求める声が大きくなっています。
○教員が児童・生徒と向き合う時間を確保するため、人材の拡充
や事務の改善をする必要があります。
○子どもたちの思考力・判断力・表現力を向上させる取組を充実さ
せることが求められています。また、体力や運動能力を向上させる
ことも求められています。
○グローバル化の進展の中で、国際共通語である英語力の向上
が求められるようになっています。外国人と直接交流する機会を増
やすなど、英語教育の充実を求める声が多くなっています。

○「町田市新たな学校づくり推進計画」を踏まえて、児童・生徒がよ
り良い教育環境で学ぶことができるようにするために、教育委員会
が一体となってソフト・ハードの両面で新たな学校づくりを推進する
必要があります。
○老朽化した学校施設・設備の維持・改修には多額の財政負担を
伴います。計画的に事業を進めるためにも国や東京都からの財源
を確保する必要があります。
○学校用務及び給食調理業務については、正規職員の減少に伴
う委託化や会計年度任用職員化を進めており、技術・能力を継続
して活用するための計画的な人材育成と効率的・効果的な実施体
制を構築する必要があります。
○2021年度に小学校、中学校全校に1人1台端末の整備が完了
し、デジタル教科書・クラウド型学習支援システムを導入していま
す。ＩＣＴ教育の充実のために教員のスキルアップが求められてい
ます。
○不登校児童生徒及びその保護者の支援に関して、これまで各部
署や学校で行ってきた対応を取りまとめるための一貫した取り組み
が求められています。

○少子化と学校施設の老朽化を見据え、2040年度までの長期的
な計画として、「新たな学校づくり推進計画」を2021年度に策定して
います。学校統合を含めた通学区域の再編を行う計画、新たな学
校に求める施設機能を具体的に定めた方針、2つの内容を反映し
た学校整備計画、3つの計画を同時に策定したのは全国で初めて
です。
○学校整備計画である「町田市立学校個別施設計画　学校整備
計画編」は、町田市公共施設再編計画と計画期間を合わせた2055
年度までの長期的な計画で、学校施設の建替え、増築の他、長寿
命化改修やバリアフリー化などを内容に含んでいます。
多機能化、複合化を踏まえた公共施設再編（学校統合）は、他自
治体における先行事例を研究することで効果的な取組にすること
ができます。
○近隣では相模原市が給食センターを計画中、八王子市や川崎
市がセンター方式による給食を実施中です。中学校給食センター
にはカフェや多目的室等の市民が自由に使える場が併設され、地
域の健康増進施設として整備します。

○社会課題や地域課題、教育に関する課題が多様化・複雑化す
る中、教員が担う業務は多岐にわたり、多忙化が進んでいます。教
育現場においては、教員が子どもたちに向き合う時間を十分に確
保するために、ＩＣＴを活用することや学校が組織的に校務に取り
組むなど、効率的な学校運営の体制を実現することが求められて
います。
○2021年5月の「新たな学校づくり推進計画」策定時に実施した
2020年度の推計では、2040年度には町田市の児童・生徒が約
30％減少することが見込まれていました。しかし、2024年度の推計
では2040年度には2020年度対比で、児童が34％、生徒が35％減
少することが見込まれ、減少傾向が加速しています。
○町田市の小・中学校では、多くの校舎や設備の老朽化が進み、
同時期に多数の学校で改築の時期を迎えます。学校施設の安全
を確保し、教育機能の向上を図るため、2021年5月に策定した「町
田市新たな学校づくり推進計画（2025年4月一部修正）」及び「町田
市立学校個別施設計画　学校整備計画編」に基づき、学校統合を
含む建替えや改修工事を計画的に実施していく必要があります。
また、35人学級（義務標準法の改正に伴う学級編制の標準の引き
下げ）、バリアフリー新法の改正に伴うバリアフリー化の一層の推進
など、学校施設に対する社会のニーズも多様化複雑化していま
す。
○会計年度任用職員制度の導入や用務・給食調理の委託化に伴
い、正規の技能労務職員の役割が変化しています。すべての学校
で良好な教育環境を維持することや、安全で安心なおいしい給食
を提供するため、効率的・効果的な手法での運営が求められてい
ます。
○昨今の健康志向の高まりを受け、中学校給食センター整備にお
いては地域住民に対する食を通じた健康づくりへの貢献が求めら
れています。
○全小・中学校における不登校児童生徒の数は増加の一途を
辿っています。
○「一般事務（施設管理）」職が新たに設置されたことにより、管理
業務を円滑に行うことが求められています。
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5
児童生徒が主体的に考え、伝え合う機会の充実/「子どもにやさしいまち」の
実現に向けた取組

小学生・中学生フォーラムの実施 中学校全校で実施 小学校・中学校全校実施

4
不登校児童生徒への支援の充実/「子どもにやさしいまち」の実現に向けた取
組

①学びの多様化学校分教室における支援体制の
構築に向けた校内研修の実施

②不登校対応巡回教員・スクールカウンセラー合
同連絡会の実施

③市内不登校児童生徒の保護者を対象とする、
「保護者の会」の実施

①－

②－

③年10回

①年3回

②年2回

③年10回

3
中学校給食センター設置による小中9年間の給食運営体制の構築/「子ども
にやさしいまち」の実現に向けた取組

①中学校給食満足度調査において「満足」「どちら
かといえば満足」を選択した生徒の割合

②「食育プログラム」の１校あたりの平均取組数

①－

②－

①8割以上

②中学校3項目
小学校5項目

2 地域活用型学校の推進/「子どもにやさしいまち」の実現に向けた取組

①「新たな学校づくり基本計画推進協議会」の学校
運営協議会への移行（第1期）

②地域活用型学校の運用体制の実現

①-

②運用体制の検討

①新たな学校づくり基本計画推進協議会の学校運
営協議会への移行

②運用体制の実現

部名 学校教育部長

部長名 石坂　泰弘

目標値 達成時期部の経営課題 指標 現状値

1 新たな学校づくりの推進/「子どもにやさしいまち」の実現に向けた取組

①新たな学校新校舎供用開始
本町田地区（町田第三小、本町田東小、本町田
小）
南成瀬地区（南第二小、南成瀬小）
鶴川東地区（鶴川第二小、鶴川第三小）
鶴川西地区（鶴川第三小、鶴川第四小）
南第一小学校地区（南第一小）

②第2期の全地区における新たな学校づくり基本
計画の策定

③PFI方式による学校整備

④統合新設校の通学路の安全対策実施

①新たな学校づくり基本計画推進協議会設置・運
営

②-

③PFI事業の契約締結

④本町田地区・南成瀬地区の仮校舎への通学路
の安全対策実施、鶴川西地区の通学路安全対策
実施準備、南第一小地区の通学路の検討・案策定

①新校舎供用開始

②策定

③新校舎使用開始

④統合新設校の通学路安全対策実施

①2028年度（本町田地区・南成瀬地区）
2029年度（鶴川西地区）
2030年度（南第一小学校地区）
2033年度（鶴川東地区）

②2032年度

③2028年度

④2040年度

①2030年度

②2029年度

①2025年度

②2025年度

①2025年度

②2025年度

③2025年度

2028年度
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部名 学校教育部長

部長名 石坂　泰弘

目標値 達成時期部の経営課題 指標 現状値

①2025年度
②2025年度

10 時間外勤務時間数の削減 1人あたりの時間外勤務の時間数 151．9時間 137時間以下（2024年度比10％減） 2025年度

9 事務事業の見直し
①学校現場の紙FAXの廃止及び代替手段の導入
②就学援助費・奨励費の世帯ごと毎年度申請の実
施

①－
②対策の検討、実施

①学校現場の紙FAXの廃止及び代替手段の導入
②実施

①2029年度

②2029年度

③2026年度

④2029年度

8 学校職員のエリアマネジメント強化による効率的・効果的な運営体制の構築

①給食調理委託校数（累計）・正規職員数及び再
任用職員数

②用務業務委託及び関連業務の最適化

①31校、26人

②用務業務委託及び関連業務の課題整理完了

①34校、23人

②用務業務委託及び関連業務の最適化

①2025年度

②2026年度

7
児童・生徒が安全かつ快適に学校生活を送ることができる教育環境の整備/
「子どもにやさしいまち」の実現に向けた取組

個別施設計画（計画期間：2021～2055年度）に基
づく教育環境の整備工事等の実施

現状値：2021～2024年度完了校数
目標値：2025～2029年度完了校数

➀中規模改修工事完了（累計）
小学校1校、中学校1校

②外壁屋上防水工事
完了(累計）
中学校1校

③照明LED器具設置
完了（累計）
小学校5校、中学校1校

④空調設備更新工事
完了(累計）
小学校13校、中学校2校

①小学校2校、中学校4校

②工事完了
小学校4校、中学校3校

③設置完了
小学校27校、中学校16校

④工事完了
小学校19校、中学校13校

6
学ぶ意欲を育てる（えいごのまちだ、ICT教育の推進、キャリア教育の推進）/
「子どもにやさしいまち」の実現に向けた取組

①英語で自分の考えや気持ちを伝え合うことが楽
しいと感じる小学校5・6年生の割合（独自の意識調
査）

②授業の中でICTを活用することに不安があると感
じている教員の割合（独自の意識調査）

③「自分の目標や進路、将来の職業や夢について
考えましたか」という質問の肯定的回答の割合（中
学校2年生職場体験アンケート調査）

①74.6%

②44.5％

③85%（中2）

①75.0％

②25％

③86%（中2）

①2028年度

②2028年度

③2028年度
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

2 2 -

地域活用型学
校の推進/「子
どもにやさしい
まち」の実現
に向けた取組

①南成瀬地区において、これまで推進協議会で
担っていた新たな学校づくりに関する協議・検討の
場を2026年度から学校運営協議会への移行するこ
とを検討します。合わせて、移行する場合はその準
備を行います。

②‐1　今後従来方式で整備する地区での委託方
法について、関係各部との調整を行い、PFIと同等
の維持管理・運営を実現できる契約方法につい
て、方向性を決定します。

②‐2　庁内で学校維持管理運営業務を所管する
新組織の立上げに向け、検討を行います。

①南成瀬地区の新たな
学校づくり基本計画推進
協議会の学校運営協議
会への移行検討

②₋1　契約方法の検討

②⁻2　関係部署による検
討の開始

①検討

②⁻１　方向性
の決定

②⁻2　開始

新たな学校づ
くりの推進/
「子どもにやさ
しいまちの実
現」

①‐1　2026年度の統合に向け、鶴川西地区の対象
校の保護者に向けた説明会を開催します。

①‐2　「町田市新たな学校づくり基本計画」に基づ
き、本町田地区・南成瀬地区・鶴川東地区・鶴川西
地区・南第一小学校地区の「新たな学校づくり基本
計画推進協議会」において、統合等に向けた協
議・検討を行い、取り組みを進めます。

②「町田市新たな学校づくり推進計画（2025年4月
一部修正）」に基づき、第2期のうち、薬師・金井地
区において、統合等に向けた意見交換会を行い、
新たな学校づくり基本計画検討会を設置します。

③本町田地区・南成瀬地区のPFI事業については
設計、解体業務を終えるとともに、建設工事に着手
できるよう、業務の進捗を適切に管理します。

④本町田・南成瀬地区については、2028年度に新
校舎へ移転する際の通学路候補に関する意見・提
案等を基に安全対策案を策定し、各管理者と合同
安全点検を実施します。

鶴川西地区については、2026年度の統合新設校
開校に向けて通学路の安全対策を実施します。

南一小地区については、2024年度に実施した合同
安全点検の結果の総括及びに対策実施に向けて
進捗状況を確認します。

①‐1保護者向け説明会
の実施

①‐2「新たな学校づくり
基本計画推進協議会」
の開催・運営

②薬師・金井地区の統
合新設中学校の新たな
学校づくり基本計画検討
会の設置

③建設工事着手

④通学路安全対策の実
施

①‐1
計5回

①‐2
5地区計16回

②基本計画検
討会の設置

③建設工事着
手

④実施

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1

重
点
事
業
プ
ラ
ン

学校教育部長

石坂　泰弘

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

6 6

重
点
事
業
プ
ラ
ン

学ぶ意欲を育
てる（えいごの
まちだ、ICT教
育の推進、
キャリア教育
の推進）/「子
どもにやさしい
まち」の実現
に向けた取組

①体験活動や言語活動を取り入れた英語教育の
推進や放課後英語教室の実施、町田市独自の英
語教育事業の展開を図ります。2024年度に実施し
た中学校スピーキングテストの実施した結果から、
SPEAKING技能に課題が見られたため、えいごの
まちだ担当者連絡会等で学習者用デジタル教科
書の活用事例を示したり、模範授業参観研修等を
実施したりして、英語で自分の考えや気持ちを伝え
合える能力を向上させる授業を展開します。

②ＩＣＴ活用状況調査やドリルソフトの利用状況、支
援員や指導主事による学校訪問、管理職へのヒア
リング等から、学校のICT活用状況や教員のニーズ
を把握します。
また、それらに基づき、ＩＣＴ活用に関する研修や支
援員による支援を実施し、ＩＣＴを活用した授業改
善（「協働的な学び」と「個別最適な学び」の充実）
を推進します。

③中学生職場体験やＣＡＰＳ・ＭＥＳＥ※の実施、
販売体験や金融教育講座など、児童・生徒が様々
な経験やチャレンジする機会を提供する「町田市
版キャリア教育プログラム」を通して、自己理解・自
己管理能力の育成を図ります。
また、各学校の学習活動や外部人材情報を市内の
各学校で共有し、学校の特色に応じたキャリア教育
を小・中学校全校で実施します。

※ＣＡＰＳ・ＭＥＳＥ：商品を製造・販売する仮想会
社の経営シミュレーションプログラム

①英語で自分の考えや
気持ちを伝え合うことが
楽しいと感じる小学校5・
6年生の割合（独自の意
識調査）

②授業の中でＩＣＴを活
用することに不安がある
と感じている教員の割合
（独自の意識調査）

③「自分の目標や進路、
将来の職業や夢につい
て考えましたか」という質
問の肯定的回答の割合
（中学校2年生職場体験
アンケート調査

①74.7％

②43％

③86%（中2）

5 5

個
別
計
画

児童生徒が主
体的に考え、
伝え合う機会
の充実/「子ど
もにやさしいま
ち」の実現に
向けた取組

市内の児童生徒の代表が集まり、フォーラムを実施
します。自分たちの学校生活の中にある課題など
について各校で議論した内容を、意見交換したり、
自分たち自身で何ができるかを話し合ったりし、まと
めた意見などを市内の学校へ発信します。
各校では、発信された意見などを踏まえ、これまで
の様々な活動と関連付けながらテーマに応じた取
組を実施します。

小学生・中学生フォーラ
ムの実施

小学校（各地
区×2校）・中
学校全校で実
施

4 4

個
別
計
画

不登校児童生
徒への支援の
充実/「子ども
にやさしいま
ち」の実現に
向けた取組

①学びの多様化学校分教室の開設にあたり、校内
での支援体制を構築するため校内研修会を実施
し、不登校生徒対応に必要な知識と技術の習得を
進めます。

②不登校対応巡回教員・スクールカウンセラー合
同連絡会を実施し、不登校児童生徒を支援につな
げるための連携を強化します。

③2024年度同様に、市内不登校児童生徒の保護
者を対象とする、「保護者の会」を継続実施します。
保護者の会に併せて、情報周知のためのイベント
を企画するなど、内容の更なる充実を進めます。

①学びの多様化学校分
教室における支援体制
の構築に向けた校内研
修の実施

②不登校対応巡回教
員・スクールカウンセラー
合同連絡会の実施

③市内不登校児童生徒
の保護者を対象とする、
「保護者の会」の実施

①年3回

②年2回

③年10回

3 3

重
点
事
業
プ
ラ
ン

中学校給食セ
ンター設置に
よる小中9年間
の給食運営体
制の構築/「子
どもにやさしい
まち」の実現
に向けた取組

①町田忠生小山エリア中学校給食センター及び南
エリア中学校給食センターにおいて、利用者満足
度調査を実施します。

②2024年度に策定した「食育プログラム」に基づ
き、児童生徒の食を正しく選び取れる力及び正し
い食行動を実践する力を向上するため、9年間の
給食を活用した食育を実施していきます。

①中学校給食満足度調
査において「満足」「どち
らかといえば満足」を選
択した生徒の割合

②「食育プログラム」の１
校あたりの平均取組数

①8割以上

②
中学校3項目
小学校5項目
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容
評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

①導入

②実施

10 10

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン

ス
の
推
進

時間外勤務時
間数削減

職員のワークライフ・バランスの実現のため、時間
外勤務時間数の削減を目指します。

1人あたりの時間外勤務
の時間数

時間以下
（2024年度比
10％減）

9 9

事
務
事
業
見
直
し

部の事務事業
見直しの取組

①校務DXの一環として行う、2025年度末までの学
校現場のFAX廃止について、FAX回線を廃止する
ことによって業務に支障が出ないよう、学校現場と
の意見調整を行い、FAXの代替手段の運用を検討
します。
FAXの代替手段として想定されるインターネット
FAXに関する契約手続を行い、その使用方法等を
学校に対して周知します。

②2025年度は、就学援助費及び奨励費について、
世帯1枚毎年申請導入初年度であるため、申請漏
れに対する対策を検討、実施します。
2025年4月中旬頃に、テトル等の手段を活用して申
請の案内を広く周知します。
2024年度認定者や兄弟申請漏れの世帯に対し、7
月当初認定後に就学援助費申請の案内を通知し
ます。

①紙FAXの廃止及び代
替手段の導入

②対策の検討、実施

8 8

経
営
改
革
プ
ラ
ン

学校職員のエ
リアマネジメン
ト強化による
効率的・効果
的な運営体制
の構築

①「学校給食調理職のあり方検討委員会」での検
討結果に基づき、委託を導入し、2025年度中に委
託導入を完了します。また、委託校の業務実施状
況について評価を行います。

②用務業務委託及び関連業務の見直しの完了に
向けて、具体的な検討を進めます。

①給食調理委託校数
（累計）・正規職員数及
び再任用職員数

②用務業務委託及び関
連業務の最適化

①34校・23人

②見直しの完
了

7 7

個
別
計
画

児童・生徒が
安全かつ快適
に学校生活を
送ることができ
る教育環境の
整備

児童・生徒が安全かつ快適に学校生活を送ること
ができる教育環境の整備を目的として、老朽化が
進む校舎の改修工事等を行います。

①中規模改修工事の実
施校数

②外壁屋上防水工事の
実施校数

③ESCO事業の活用によ
る照明LED器具の設置
校数
（2025～2026年度で43
校）

④空調設備更新工事の
実施校数

①工事完了2
校（町田第一
中体育館、鶴
川中）、継続
工事1校（三輪
小）

②工事完了2
校（高ヶ坂小、
成瀬中央
小）、継続工
事2校（相原
小、鶴川第二
中）

③スケジュー
ルの決定及び
それに基づく
実施校数

④工事完了2
校（忠生小、
堺中）
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市民の生涯学習をより良い地域社会づくりにつなげていくため、市民の学びを推進するとともに、市民が学んだ成果を地域に還元できるよう学習環境を整備します。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

・2024年9月に実施した「町田市市民意識調査」では、「生涯学習を
する機会、環境」について、「利用していない」と回答した割合は
48.2%であり、学びに出会う機会の充実に向けた取組が必要です。

・日常生活の充実や心の豊かさ、また、生活上の課題解決や地域
づくりにつながる生涯学習活動について、多くの市民が学習の機
会を得ることができるよう環境を整備するとともに、学んだ成果を発
揮する機会が求められています。

・2024年11月に実施した市民参加型事業評価では、「学校開放事
業」について「一部改善すべき」と評価されました。評価人からの意
見を踏まえ、利用者の利便性の向上や公平性の実現等の取組が
求められています。

・2022年9月に実施した「生涯学習及び図書館に関する市民意識
調査」では、約4割の方が、図書館の施設やサービスを利用してい
ないと回答しています。より多くの方に図書館のサービスを利用し
ていただけるような取組が必要です。

・図書館では、閲覧場所や学習スペースの増設、電子書籍を含め
た資料の充実への要望があります。また、本来の役割に加え、居場
所として憩える空間機能の充実や、地域コミュニティの形成を支援
する役割が期待されています。

・2022年7月に実施した「町田の教育に関するアンケート調査」で
は、児童・生徒に、「地域の伝統や文化を大切にし、郷土を愛する
心」が身に付いていないと感じている保護者は54.6%、教員は46.7%
でした。地域への誇りや愛着を生むきっかけを作るため、地域の歴
史・伝統や文化を学ぶ機会を充実する必要があります。

・急速に進んだデジタル化に対応するためのデジタルデバイド対
策や、時間や場所に制約なく学ぶためのデジタルコンテンツの提
供が求められています。

・図書館は、地域館を含めて7館、予約資料受渡し場所が7か所あ
る他、移動図書館車両も3台あります。また、相模原市や横浜市等
近隣10市と相互利用協定を締結しています。

・市民が身近に学ぶことができる場所として、生涯学習センター、図
書館、市民センター、コミュニティセンターなどがあり、これらの学習
拠点を活用し、広く地域で事業を展開する必要があります。

・町田市内には大学等の教育機関が多数存在し、「相模原・町田
大学地域コンソーシアム」、「相模原・町田地域教育連携プラット
フォーム」といった学習活動を支援する組織も存在します。多様化
する市民の学習ニーズに応えるため、様々な生涯学習の担い手と
の連携を拡充していく必要があります。また、若い世代が町田で充
実した活動を行うことで、町田への愛着を深められるような工夫が
必要です。

・市内には、町田ゆかりの文学者が多数おり、文学館開館以来、作
家やご遺族と信頼関係を築いてきました。この関係性を生かした展
覧会や関連イベントを開催するとともに、貴重な文学資料の公開が
求められています。

・町田市には、国指定文化財が20件（うち民有18件）、国登録文化
財が1件（うち民有1件）、都指定文化財が16件（うち民有8件）、市
指定文化財が55件（うち民有40件）、市登録文化財が3件（うち民有
2件）あります。

・自由民権資料館・文学館・図書館には専門性を有する学芸員・司
書がおり、学校や地域に出向いて事業を展開することができます。

・公益社団法人日本図書館協会が発行している「日本の図書館
2023」によると、政令指定都市・特別区を除く人口40～50万人未満
かつ自治体面積100㎢以下の8都市の中で、町田市は1人当たりの
貸出冊数は7.36冊で2位、個人貸出数は3,166,000冊で第3位、図
書費決算額は33,160,000円で第6位となっています。

・電子書籍サービスは、2025年4月時点で多摩26市中18市、相互
利用協定を締結している10市において8市が導入しています。

・授業や児童・生徒の読書支援に活用できるよう、市立小・中学校
全校の児童・生徒及び教員を対象に、電子書籍サービスの利用Ｉ
Ｄを付与しました。児童・生徒に図書館の電子書籍サービスのIDを
付与しているのは、多摩26市中5市です（2025年3月現在）。

・町田市は、東京都内で八王子市に次いで2番目に遺跡が多く、
約900か所あります。また、高ヶ坂石器時代遺跡は、丘陵地におけ
る住居跡発見の国内第一号として国の史跡に指定されました。発
見されたのは大正14年（1925年）で、2025年で100周年を迎えま
す。

・2022年4月から公開した「町田デジタルミュージアム」を利用して、
誰もがインターネット上でいつでも、どこでも、無料で町田市の歴史
資源（考古・歴史・民俗資料）約2,000点を見ることができるようにな
りました。歴史資料等をデジタルで公開しているのは、多摩26市中
で7市（23区中では10区）です。

・「町田市民文学館ことばらんど」は、多摩26市及び相模原市では
唯一の総合文学館です。また、23区や神奈川県にある文学館の中
で唯一、市民を対象とした貸し会議室と図書館機能を併設した特
色ある施設であり、地域住民に広く利用されています。

・市立小・中学校を「地域活用型学校」と位置付け、様々な人が学
校に集い、スポーツ、生涯学習、地域活動などを通じて交流しなが
ら活動する姿を目指し、学校施設の地域活用を進めています。

・各生涯学習施設の老朽化が進んでいる他、人件費や光熱水費、
委託費などの上昇により、施設の維持管理及び事業実施にかかる
費用が増大しています。各施設の機能や役割を整理し、将来に向
けて必要なサービスを維持・向上させていくための取組が必要で
す。

・2025年5月に、図書館と地域が「共に創り」「共に運営する」図書コ
ミュニティ施設「つるぼん」がオープンします。

・東京都が2022年度に実施した「児童及び生徒の読書の状況に関
する調査」では、1か月間に本を読んでいない児童・生徒の割合
が、小学2年生4.4%、小学5年生で5.1％、中学2年生で10.3%、高校
2年生で33.4%となっており、いずれの学年でも2019年度の前回調
査時の割合より増加しています。

・生涯学習分野では、自治体のほか教育機関、市民など様々な主
体が取組を行っています。他機関との連携の強化により、町田市の
生涯学習を推進していくことが重要です。

・若者の“やりたいこと”を実現できるよう、「まちだ若者大作戦」など
の施策が展開される中、生涯学習分野でも若者が参画する事業の
推進が求められています。

・文化芸術基本法に基づく地方文化芸術推進基本計画として検討
中の「（仮称）町田市文化芸術のまちづくり計画」に文化財の保存
や活用に関する取組を位置付け、次世代に継承していく必要があ
ります。

部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

生涯学習部

中村　考志

部名

部長名
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①2025年度

②2026年度

①2028年度

②2027年度

③2025年度

各年度

①各年度

②各年度

2025年度

達成時期部の経営課題 指標 現状値

1 学校施設の地域活用推進
利用申込のシステム化等を含めた学校施設活用制
度の試行・検証・導入

ー 41校 2028年度

部名 生涯学習部

部長名 中村　考志

目標値

2 図書館機能の維持・向上

①つるぼんの来館者数

②さるびあ図書館の中央図書館への統合

①69,276人（旧鶴川図書館来館者数）

②地域との意見交換会の実施

①69,000人

②さるびあ図書館の中央図書館への統合時期の
決定

3
地域での学びの拡充
学びの循環とネットワークづくりの推進

①市民企画・参画型講座及び人材育成につながる
講座の回数

②生涯学習ボランティアバンクの再構築

③リカレント・リスキル教育情報の整理・提供

①5回

②－

③リカレント・リスキル教育情報の整理

①5回

②再構築した仕組みで実施

③リカレント・リスキル教育情報の提供

4 若い世代が参加や参画できる事業の充実
子ども・若者が参加・参画できるイベント・講座の実
施件数

15件 17件

5 歴史資源の適切な保存と活用環境の整備

①市内歴史資源の修繕・整備（市有・民有）

②遺跡を活用したイベントの実施件数

①ー

②1件

①整備実施

②1件

6 ワークライフバランスの推進 1人あたりの時間外勤務の時間数 104.5時間（2024年度） 94.1時間以下(2024年度比10%減)
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

1 1

個
別
計
画

生涯学習部

中村　考志

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

学校施設の地
域活用推進

地域の方々にとって学校を利用しやすい環境に整
備するため、一部の学校において予約システム及
びスマートロックを導入する他、学校施設が利用で
きることを広く知ってもらうため、個人でも参加でき
るイベントやスポーツ教室等を実施します。

予約システム・スマート
ロックの導入及びイベン
ト等の実施学校数

2校

2 2

個
別
計
画

図書館機能の
維持・向上

①目的や用事がなくても気軽に過ごせる地域の居
場所をつくることを目指し、地域と「共に創り」「共に
運営する」施設として民設民営化されたつるかわ図
書コミュニティ施設「つるぼん」の運営を支援しま
す。

②将来に渡り図書館サービスを継続させるため、中
央図書館へ統合するさるびあ図書館の機能の再編
に向け、移動図書館機能や学校図書館支援機能
を見直し、再編方法を決定します。

①つるぼんの来館者数

②機能再編方法の決定

①69,000人

②機能再編方
法の決定

3 3

個
別
計
画

地域での学び
の拡充
学びの循環と
ネットワークづ
くりの推進

①市民が主体的に地域課題の解決に向けた学習
機会を持てるよう、市民企画・参画型講座を実施し
ます。また、地域で活動する団体や人材の育成に
つながる講座を実施します。

②市民が学習成果を活かす機会を充実させるた
め、ボランティア講師の利用に関するニーズ調査を
行います。

③地域の教育機関等と連携し市民に質の高い学
習機会を提供するため、相模原・町田教育連携プ
ラットフォームを活用し、リカレント・リスキル教育に
関する学習情報の提供を開始します。

①講座の回数

②ボランティア講師の利
用に関するニーズの把
握

③リカレント・リスキル教
育情報の提供開始

①5回

②ニーズの把
握完了

③情報提供開
始

5 5

個
別
計
画

歴史資源の適
切な保存と活
用環境の整備

①国重要文化財旧永井家住宅の耐震対策実施に
むけて、耐震基礎診断を実施します。

②2024年度に整備が完了した国指定史跡高ヶ坂
石器時代遺跡をはじめとした市内の遺跡を活用し
たイベントを実施します。

①旧永井家住宅耐震事
業の進捗状況

②遺跡活用イベント実施
件数

①耐震基礎診
断完了

②1件

4 4

個
別
計
画
／
全
庁
で
取
り

組
む
施
策

若い世代を対
象とした事業
の充実／第五
次町田市子ど
も読書活動推
進計画
／「子どもにや
さしいまち」の
実現に向けた
取組

①子ども・若者が学びに出会う機会をつくるため、
歴史資源を活用した子どもや親子向けのイベント
や若年層のニーズにあった生涯学習講座等を実
施します。

②子ども・若者が読書や図書館に興味を持つよう、
若者が参画するイベントを実施します。

③未来を担う若い世代にことばや文字、文学の魅
力を伝えるため、文学に近接する分野を幅広く取り
込んだ事業を実施します。

①子ども・若者を対象と
したイベント・講座の実施
件数

②若者が参画する図書
館イベントの実施件数

③10代・20代を対象にし
た文学館事業の実施件
数

①6件

②3件

③8件

6 6

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ

ラ
ン
ス
の
推
進

時間外勤務時
間数削減

Ｔｅａｍｓ等のツールを活用し、情報連絡、資料共
有、リモート会議により業務の効率化を進め、時間
外勤務を削減します。また、時間外勤務の状況を
職員間で共有・確認し、業務量の平準化を図りま
す。

1人あたりの時間外勤務
の時間数

94.1時間以下
(202４年度比
10%減)
＜2024年度：
104.5時間＞
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部の使命

部の現状と
課題

2025年度 部長の仕事目標

町田市民病院事務部

服部　修久

部名

部長名

効率的で健全な病院経営を推進し、町田市民病院が市の医療連携の中核を担う病院としての役割を発揮することにより、市民に安全で質の高い医療サービスを安定かつ継続して提供できる体制を形成します。
急性期病院、二次医療機関、紹介受診重点医療機関としての機能を発揮するため、町田市民病院と地域の医療機関とが連携し機能分化を行うことで、質の高い医療サービスを安定的に提供します。

顧客の視点 資源の視点 比較の視点 環境変化の視点

＜市民＞
○地域の中で安心して必要な医療を受けられるよう、町田市民病
院は急性期の医療を提供する医療機関として、専門的治療が必要
な医療サービスを提供することが求められています。
○高齢者人口の増加に伴い、基礎疾患に加え、認知症などを併
発する患者が増加しています。患者・家族共に退院後の生活に不
安を抱えるケースが増加しており、退院後の生活を見据えた退院
支援の充実が必要です。より一層の後方支援体制の充実により、
地域包括ケアシステムの活用が望まれています。
○救急医療の充実を図り応需率を高める必要があります。
○急性期医療を提供する医療機関として存続するためには、専門
的治療が必要な患者の獲得が重要です。地域医療機関との連携
を深め、紹介患者数を増加させる必要があると共に、後方病院へ
の転院促進を強化する必要があります。
○市民病院が有する知識を活用して、市民に向けた教育・研修活
動を通じて市民の健康増進に努めます。広報誌による情報発信を
はじめ、市民公開講座のWeb開催や病院広報動画などオンライン
での情報発信に力を入れる必要があります。一方で、広報紙など
紙媒体についても根強いニーズがあります。オンラインでの情報発
信に偏りすぎないようにする必要があります。
○薬品及び診療材料について、安定した供給を継続していくこと
が求められています。
○ゼロカーボンシティまちだへ向けた取り組みとして、温室効果ガ
スの削減や抑止をしていくことが求められています。
＜院長・副院長など病院経営層＞
○院長・副院長など病院経営層が経営判断をできるようにするた
め、迅速かつ的確に医療に関する環境変化をとらえながら、病院
の経営状況を整理することによって、経営課題をとりまとめ、提案す
る必要があります。
＜医師・看護師・コメディカルなどの医療職＞
○医療職が、安全かつ良質な医療を提供しながら患者の治療に専
念できるよう、また医療職がチームで医療を提供できるよう、適切に
サポートする必要があります。
○人的サービスが主体である病院において、患者満足度を向上さ
せるためには、まず、そこで働く職員の満足度を高めることが不可
欠です。職員満足度を高め職員の離職を防止するとともに、町田
市民病院で働くことを志す方等にとって、働きたいと思える環境等
が整っていることが求められています。

○市民に質の高いサービスを提供するために内視鏡手術用支援
機器やＨＣＵ（高度治療室）といった高度な医療提供を可能とする
物的資源を有効活用する必要があります。
○ジェネリック医薬品の推進及び他病院との共同購入制度を活用
した診療材料の同種同効品への切り替えにより、経費を削減してい
く必要があります。
○廃棄処理費用が高額な感染性廃棄物を削減していく必要があり
ます。
○病院で働く職員にとって、働きやすい職場であること、やりがいを
感じられること、知識や技術の向上を習得できることが必要とされて
います。
○町田市民病院で働くことを志す方々にとって、働きたいと思える
環境等が整っていることが求められています。
○医師や看護師の負担を軽減するために、医師事務作業補助
者、看護補助者の配置を積極的に進める必要があります。

○公的な病院として二次救急医療や小児医療、周産期医療など
行政的医療についても安定的な提供が求められています。入院、
外来患者数や患者一人当たりの平均稼働額、一般病床利用率
は、三多摩地区公立病院と比較し平均を上回っており、引き続き高
い水準を維持する必要があります。
○急性期医療の状況を評価する施設基準「急性期充実体制加算」
は、三多摩地区公立病院では公立昭和病院と当院のみ取得して
います。
○「南多摩保健医療圏」の医療機関で初めて、内視鏡手術用支援
機器を導入するなど、地域の中核病院として質の高い医療を提供
する機能を充実しています。

○感染症法の改正により2024年3月に東京都との間で締結した「医
療措置協定」に基づき、新興感染症発生時の患者を受け入れるた
めの病床確保、発熱外来、地域内の医療機関等に感染症に対応
できる人材の派遣などが即時にできるよう、体制を整えることとなっ
ています。
○資材不足やインフレといった社会情勢の影響による供給不足や
価格高騰に対して、薬品及び診療材料の調達に支障がないよう、
事業者との連携が従来以上に必要になっています。
○2024年度から適用された「医師の働き方改革」に基づき、労働時
間の短縮及び年次有給休暇取得の促進をする必要があります。併
せて、すべての医療従事者の働き方改革を進めるタスクシフト、タ
スクシェアが強く求められています。そのため、医師、医療従事者
の勤務状況の把握、評価を行い、負担軽減に資する計画と対策が
必要になってきます。
○高齢化により医療ニーズが増大する一方で、少子化に伴って現
役世代が急減する中で、医療職の確保対策強化が求められてい
ます。町田市民病院第4次中期経営計画（2022年度～2026年度）
に基づき、安定かつ適正な人員配置・確保を行う必要があります。
○国のデジタル改革関連法の施行、東京都のDX推進計画や「町
田市デジタル化総合戦略2022」の策定など、行政分野においてデ
ジタル技術を活用した生産性の向上が求められています。
○地域医療支援病院として、地域の医療機関の後方支援を充実さ
せるため、入院医療の必要な患者の受入れを強化するとともに、効
率的な病床運用体制を構築する必要があります。
○地域連携の推進とともに、より高度な医療を提供する事で、地域
の中核病院としての役割をより明確化する必要があります。
○マイナ保険証の利用促進、電子処方せんや救急時医療情報閲
覧機能の開始など、医療DXの推進に取り組むことが求められてい
ます。
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6 勤務間インターバル確保の取組
終業時刻から次の始業時刻までの間に、11時間の
休息時間を確保できた割合

未実施 90％以上

5 機能分化と医療連携の推進

①紹介率

②逆紹介率

③病病連携交流会の開催回数

①83.4%

②69.0%

③2回

①85.0％

②69.0%

③2回

4 ICTの活用
①マイナンバーカード認証機の増設台数

②電子処方せんの導入

①6台

②未導入

①9台（3台増台）

②運用開始

3 急性期医療の機能向上 HCU・ICU病床利用率 80% 80%

2 「ゼロカーボンシティまちだ」に向けた取組 感染性廃棄物の削減量 2024年度感染性廃棄物廃棄量143,000kg

感染性廃棄物の削減64,０１７kg

2025年度：21,450ｋｇ/年削減
2026年度：24,310ｋｇ/年削減　累計45,760kg
2027年度：9,724ｋｇ/年削減　累計55,484kg
2028年度：4,376ｋｇ/年削減　累計59,860kg
2029年度：4,157ｋｇ/年削減　累計64,017kg

部名 町田市民病院事務部

部長名 服部　修久

目標値 達成時期部の経営課題 指標 現状値

1 医師の働き方改革の推進

特例水準対象医師数

※特例水準対象医師
医療機関勤務環境評価センターの審査を基に、東
京都から認定を受けた医師です。認定を受けた医
師は年1,860時間まで時間外労働が認められま
す。

26人 0人 2027年度

2029年度

2025年度

①2025年度

②2026年度

2025年度

2025年度
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順
位

経
営
課
題

計
画
類
型

進
捗
状
況

評
価

6 6

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ
ラ

ン
ス
の
推
進

勤務間イン
ターバルの確
保

各課において職員の勤務状況を管理し、生活時間
や睡眠時間を確保します。

終業時刻から次の始業
時刻までの間に、11時間
の休息時間を確保でき
た割合

90%以上

3 4

事
務
事
業
見
直
し

事務事業見直
しの取り組み

マイナンバーカード認証機や電子処方せん等の
ICTを活用し、医療DXを推進します。

①マイナンバーカード認
証機の増設台数

②電子処方せんの2026
年度導入に向けたスケ
ジュール及び運用案の
作成

①9台（3台増
台）

②作成完了

5 2

全
庁
で
取
り
組
む
施

策
「ゼロカーボン
シティまちだ」
に向けた取組

ごみの乾熱滅菌減量装置を導入し、ごみの量を削
減することで、トラック運搬回数等の削減を図り、温
室効果ガス排出量の削減に取り組みます。

感染性廃棄物削減量

21,450ｋｇ
（2024年度比
15％削減）
（143,000kg/
年×15％）

個
別
計
画

機能分化と医
療連携の推進

・患者や地域の医療機関に紹介受診について周
知を行います。また、地域の医療機関と情報交換
を行います。

・連携強化に向け、病病連携交流会を開催します。

①紹介率

②逆紹介率

③病病連携交流会の開
催回数

①85.0％
　
②69.0%

③2回

4 1

経
営
改
革
プ
ラ
ン

医師の働き方
改革の推進

医師の働き方改革検討プロジェクトチーム、及び医
療職の負担軽減委員会において、医師の負担軽
減に資するタスクシェア・シフトを検討、推進しま
す。

特例水準対象医師数

※特例水準対象医師
医療機関勤務環境評価
センターの審査を基に、
東京都から認定を受けた
医師です。認定を受けた
医師は年1,860時間まで
時間外労働が認められ
ます。

6人

2 3

個
別
計
画

町田市民病院事務部

服部　修久

部名

部長名

評価の
視点

目標値に
対する
実績値

1年間の総括指標取組項目

年度目標設定

上半期の状況や評価 下半期の予定

実行計画（年度目標）
中間確認 年度末確認

目標値 課題と対応具体的な活動内容

HCU（高度治
療室）及び
ICU（集中治
療室）の安定
した病床運用

HCU（高度治療室）及びICU（集中治療室）の安定
稼働により、一般病棟の負担軽減や救急からの円
滑な入院を推進することで市民の皆様や地域に必
要とされ、信頼される救急医療の更なる充実を図っ
ていきます。

HCU・ICU病床利用率 80%

1 5
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